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 全国労働組合生産性会議（略称：全労生）は、①雇用の維持・拡大、②労使の協力・協

議、③成果の公正分配の三原則を柱とする生産性運動を労働組合の立場から実践する中核

組織であり、1959 年、前身である「全国労組生産性企画実践委員会」として発足した。以

来、50 年余にわたってその歴史を積み重ねてきた。 

 言うまでもなく、これまでの日本経済の成長を支えてきた経済社会システムの中で、労

働組合が果たしてきた役割は決して小さなものではない。そして全労生も「人間尊重」を

基盤とする豊かな社会づくりに向けて、労組生産性運動の展開に惜しみなく力を注いでき

た。 

 こうしたなか、全労生では 2003 年より各地方労組生産性会議（略称：地方労生）・各生

産性機関の連携・協力のもとで、共同アンケート調査を 3 年毎に実施し、今回で 5 回目を

数える。今回の調査でも、引き続き雇用と労使関係課題に関わるデータおよび経年変化の

把握を中心に、中小企業労組の運営方針や産別の役割、労働運動・組合活動の領域や労使

協議のあり方まで幅広く設問を網羅しデータの収集に努めた。また、今回より従来の単純

集計に加えクロス集計にも取り組み、より多角的な考察を試みている。本資料が労働運動・

労使関係に携わる関係各位において少しでも参考になれば幸いである。 

 全労生としては、本調査結果の分析を踏まえ、依然として抱える困難な課題や新たに出

現しつつある問題点に真正面から取り組むとともに、50 周年宣言の実現に向けた「運動展

開の指針（ガイドライン）」に沿って、生産性 3 原則の今日的意義と解釈の理解促進など、

さらなる労組生産性運動の推進に全力で取り組む所存である。 

 最後に、本報告書をまとめるにあたり、ご多忙のなか貴重なご意見をいただいた多くの

関係者の方々、調査の実施にあたり多大なご支援ご協力をいただいた各地方労生・各生産

性機関の関係者各位、取りまとめに重責を担われた中澤清孝調査部会長ならびに委員各位

に、深く感謝申し上げる次第である。 

 

2017 年 1 月 

全国労働組合生産性会議 

                         議 長 相 原 康 伸 
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Ⅰ 調査の概要 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

本アンケート調査は、労組生産性運動の推進母体である全国労働組合生産性会議（議長 

相原康伸、略称：全労生）と各地方労組生産性会議（北海道地方労組生産性会議、東北地

方労組生産性会議、関東地方労組生産性会議、中部地方労組生産性会議、公益財団法人関

西生産性本部労働政策委員会、中国労組生産性会議、四国地方労組生産性会議、九州労組

生産性会議、沖縄県労組生産性会議）が、それぞれ加盟の単位労働組合を対象に、労使関

係課題や雇用などに関する労働組合の取り組み状況や考え方、直面している課題について

把握するための共同アンケート調査である。本調査は３年に１回の継続調査として、今後

の労組生産性運動の推進に向けた貴重な資料とすることを目的としている。 

 

（２）調査名 

 「第５回 全労生・地方労生『雇用と労使関係課題』に関する共同アンケート調査」 

 

（３）調査対象 

 各地方労組生産性会議に加盟および協力・連携している単位労働組合約700組織の三役。 

 

（４）調査方法 

 2015 年 11 月に各地方労組生産性会議事務局を通じて、加盟の単位労働組合宛に調査票

１通を送付。郵送による直接回収法にて回収した。 

 

（５）実施期間 

 2015年 11月 20日～2015年 12月 31日 

 

（６）回収数 

329通 
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２．調査の履歴 

第 1 回調査：2003 年 11 月 10 日～2003 年 12 月 19 日 

      調査対象は①書記長と②執行委員（回収数平均 362 通） 

第 2 回調査：2006 年 11 月 2 日～2006 年 12 月 31 日 

      調査対象は①書記長と②執行委員（回収数平均 379 通） 

第 3 回調査：2009 年 11 月 2 日～2009 年 12 月 31 日 

      調査対象は三役（回収数 367 通、うち集計対象 365 通） 

第 4 回調査：2012 年 11 月 12 日～2012 年 12 月 31 日 

      調査対象は三役（回収数 367 通） 

第 5 回調査（今回）：2015 年 11 月 19 日～2015 年 12 月 31 日 

      調査対象は三役（回収数 329 通）             

  

３．クロス集計について 

  今回は、従来を行ってきた単純集計に加え、新たに本部（組合員1000人以上、300人

以上、300 人未満）および支部（母数が少ないため、人数での細分化は行わず）でのク

ロス集計を行った。それぞれの数は以下表のとおり。 

規 模  データの個数 

本部 274

  300 人未満 52

  1000 人未満 79

  1000 人以上 141

 無回答 2

支部   52

無回答（※）   3

総計   329

※本文では本・支部の無回答は省略しているが、総計には含む。 
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４．業種の分布について 

 業種では、「輸送用機器製造」の割合が最も高く15.2％、「小売業」が10.0％、「電気・

ガス・熱供給・水道」が9.7％、「建設業」が6.7％、「電機機器製造業」が4.6％「鉄鋼業」 

「銀行・証券・保険」が4.3％、などと続く。 

 本部・支部・規模別にみると、本部では製造業、非製造業（製造、建設以外を一括りに

したもの）、建設業の順番で多い。また、支部では製造業、非製造業でほぼ占める。 

建
設
業

食
料
品
製
造
業

飲
料
製
造
業

繊
維
工
業

木
材
・
パ
ル
プ
・

紙 印
刷

化
学
工
業

（
含
医

薬
品

）

ゴ
ム
製
品
製
造
業

窯
業
・
土
石
製
品

鉄
鋼
業

非
鉄
金
属
業

金
属
製
品
製
造
業

一
般
機
械
製
造
業

電
気
機
器
製
造
業

本部 7.7% 3.3% 0.4% 0.7% 0.7% 0.7% 4.4% 0.7% 2.6% 5.1% 0.4% 2.2% 2.9% 4.7%
300人未満 15.4% 1.9% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 3.8% 0.0% 5.8% 0.0% 3.8%
1000人未満 3.8% 3.8% 1.3% 0.0% 1.3% 0.0% 1.3% 1.3% 2.5% 6.3% 0.0% 3.8% 1.3% 5.1%
1000人以上 7.1% 3.5% 0.0% 0.7% 0.7% 1.4% 7.8% 0.7% 2.8% 5.0% 0.7% 0.0% 5.0% 5.0%
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

支部 1.9% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 0.0% 9.6% 1.9% 0.0% 0.0% 5.8% 3.8% 11.5% 3.8%
総計 6.7% 3.3% 0.3% 0.6% 1.2% 0.6% 5.2% 0.9% 2.1% 4.3% 1.2% 2.4% 4.3% 4.6%  

     

情
報
通
信
機
器
製

造
業

電
子
製
品
・
デ
バ

イ
ス

輸
送
用
機
器
製
造

業 精
密
機
器
製
造
業

そ
の
他
製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱

供
給
・
水
道

通
信
・
放
送

情
報
サ
ー

ビ
ス
・

イ
ン
タ
ー

ネ

ッ
ト

付
随
サ
ー

ビ
ス

鉄
道
業

陸
運
業

空
運
業

倉
庫
・
運
輸
付
帯

サ
ー

ビ
ス

卸
売
業

小
売
業

銀
行
・
証
券
・
保

険

0.7% 0.7% 17.2% 1.1% 3.6% 10.2% 0.0% 2.2% 0.7% 2.6% 1.1% 0.7% 2.6% 9.9% 4.7%
0.0% 0.0% 9.6% 1.9% 11.5% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 1.9% 1.9% 5.8% 0.0%
0.0% 0.0% 21.5% 1.3% 2.5% 6.3% 0.0% 6.3% 0.0% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 10.1% 7.6%
1.4% 1.4% 17.0% 0.7% 1.4% 10.6% 0.0% 0.7% 1.4% 2.8% 0.7% 0.7% 2.1% 10.6% 5.0%
0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%
0.0% 0.0% 5.8% 0.0% 1.9% 5.8% 7.7% 1.9% 5.8% 5.8% 0.0% 0.0% 0.0% 9.6% 1.9%
0.6% 0.6% 15.2% 1.2% 3.3% 9.7% 1.2% 2.1% 1.5% 3.0% 0.9% 0.6% 2.1% 10.0% 4.3% 

     

不
動
産
業

専
門
サ
ー

ビ
ス
業

職
業
紹
介
・
人
材

派
遣

そ
の
他
サ
ー

ビ
ス

そ
の
他

無
回
答

1.5% 1.5% 0.4% 1.5% 0.4% 0.4%
3.8% 5.8% 1.9% 1.9% 0.0% 0.0%
2.5% 0.0% 0.0% 1.3% 1.3% 0.0%
0.0% 0.7% 0.0% 1.4% 0.0% 0.7%
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 1.9% 3.8%
1.2% 1.2% 0.3% 1.5% 0.6% 0.9%  

 

建
設
業

製
造
業

非
製
造

業 建
設
業

製
造
業

非
製
造

業

本部 21 143 109 7.7% 52.4% 39.9%
300人未満 8 22 22 15.4% 42.3% 42.3%
1000人未満 3 42 34 3.8% 53.2% 43.0%
1000人以上 10 78 52 7.1% 55.7% 37.1%
無回答 0 1 1 0.0% 50.0% 50.0%

支部 1 27 22 2.0% 54.0% 44.0%
総計 22 171 133 6.7% 52.5% 40.8%  
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．労組の姿 

（１）労組生産性会議（新規設問） 

所属する労組生産性会議では「中部地方労組生産性会議」の割合が最も高く36.2％、「九

州労組生産性会議」（14.0％）、「関東地方労組生産性会議」（13.1％）などが続く。無回答

は4.9％であった。 

 

（２）上部団体 

所属する産別組織では「電力総連」の割合が最も多く21.6％、「自動車総連」（21.3％）、

「UAゼンセン」（12.8％）などが続く。「未加盟」は5.2％、無回答は1.5％であった。 

 

（３）労組の位置づけ 

 労組の位置づけは、「単位労働組合またはその本部」の割合が最も高く83.3％、「単位労

働組合の支部または分会等」は 15.8％であった。経年比較では、「単位労働組合またはそ

の本部」の割合が、多少の減少はしているものの高くなっている。 

 

 

（４）組合員数、組合役員数、組織率 

 ①３年前の組合員数 

 2012年（第5回調査（2015年）回答組織の3年前）の組合員数の平均は2981.8人、最

大値が40,000 人、最小値は0人であった。うち女性は535.7人、最大値が21,180人、最

小値は0人であった。 

問４　労組の位置づけ

87.1

86.1

83.3

12.3

13.6

15.8

0.5

0.9

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

単位労働組合またはその本部 単位労働組合の支部または分会等 その他 無回答
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②現在（2015年 10月 1日現在の組合員数） 

 現在（2015年）の組合員数は平均3088.7人、最大値は63,600 人、最小値は4人、うち

女性は平均586.3人、最大値は20,000 人、最小値は1人であった。経年比較では、近年、

組合員の減少傾向がみられたものの、今回は増加に転じている。 

 

 

 ③組合役員数 

 組合役員数は平均 58.3 人、最大値は 1,991 人、最小値は 3 人、うち専従者は平均 5.2

人、最大値は104人、最小値は0人であった。女性組合役員数は平均3.9人、最大値は101

人、最小値は0人、うち専従者は平均0.2人、最大値は4人、最小値は0人であった。 

 

④組織率 

 組合組織率の総計では、「75％以上」の割合が最も高く 45.9％、「50％～75％未満」が

38.3％であった。50％未満の組合は13.3％であった。2012年調査結果と大きな変化はない。 

 

 

問３－２　現在の組合員数

合計(2009)現在 2840.9

合計(2012)現在 2785.6

合計(2015)現在 3088.7

2600人 2700人 2800人 2900人 3000人 3100人 3200人

平均

問３－１　３年前の組合員数

2006年, 2483.0

2009年, 2906.0

2012年, 2981.8

0人 500人 1000人 1500人 2000人 2500人 3000人 3500人

平均

※第 5 回調査（2015 年）の 3 年前 

※第 4 回調査（2012 年）の 3 年前 

※第３回調査（2009 年）の 3 年前 

※第 5 回調査

※第 4 回調査

※第 3 回調査
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本部・支部・規模別にみると、本部は、50％以上の組合が84.0％（39.8＋44.2）と大半

を占めている。75％以上の組合は組織規模の大きさに比例している。支部でも、74.6％

(28.8+55.8)と高い割合を示している。 

 

（問3－4 労組の組織率） 

1
0
%
未
満

1
0
～

2
5
%
未
満

2
5
～

5
0
%
未
満

5
0
～

7
5
%
未
満

7
5
%
以
上

無
回
答

集
計
数

本部 2.9% 2.6% 8.8% 39.8% 44.2% 1.8% 274
300人未満 5.8% 7.7% 19.2% 40.4% 21.2% 5.8% 52
1000人未満 1.3% 1.3% 7.6% 53.2% 36.7% 0.0% 79
1000人以上 2.8% 1.4% 5.7% 32.6% 56.0% 1.4% 141
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 2

支部 3.8% 0.0% 5.8% 28.8% 55.8% 5.8% 52
総計 3.0% 2.1% 8.2% 38.3% 45.9% 2.4% 329

前回 (2012年) 1.6% 4.1% 6.3% 37.9% 49.9% 0.3% 367

前々回 (2009年) 2.2% 2.7% 7.1% 37.3% 49.9% 0.8% 365  

      

（５）ユニオン・ショップ制と組合費 

 ①ユニオン・ショップ制 

ユニオン・ショップ制度について、「労働協約として締結している」の割合が最も高

く 88.8％、「オープン・ショップ制をとっている」が 6.4％などとなっている。いずれ

も2012年調査と比較して大きな変化はない。 

本部・支部・規模別にみると、労働協約の割合は規模の大きさに比例している。 

 

 

 

 

問３－４　労組の組織率

3.0 2.1 8.2 38.3 45.9 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織率(n=329)

１０％未満 １０～２５％未満 ２５～５０％未満 ５０％～７５％未満 ７５％以上 無回答
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（問5-1 ユニオン・ショップ制） 

労
働
協
約
と
し
て
締
結
し

て
い
る

協
定
は
し
て
い
る
が

、
労

働
協
約
と
し
て
は
締
結
し

て
い
な
い

協
約
・
協
定
と
し
て
締
結

し
て
い
な
い

オ
ー

プ
ン
・
シ

ョ
ッ
プ
制

を
と

っ
て
い
る

無
回
答

集
計
数

本部 91.2% 2.2% 2.2% 4.0% 0.4% 274
300人未満 84.6% 1.9% 5.8% 7.7% 0.0% 52
1000人未満 91.1% 5.1% 1.3% 2.5% 0.0% 79
1000人以上 93.6% 0.7% 1.4% 3.5% 0.7% 141
無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 76.9% 1.9% 1.9% 19.2% 0.0% 52
総計 88.8% 2.1% 2.1% 6.4% 0.6% 329

前回 （2012年） 84.5% 3.3% 2.5% 9.3% 0.5% 367

前々回 （2009年） 86.3% 4.1% 2.2% 6.8% 0.5% 365  

 

②従業員代表性 

従業員代表性について、「過半数の従業員を組織化している労働組合（従業員代表の

選出は不要）」の割合が最も高く79.9％、「上記にはあてはまらない」が7.6％などとな

っている。いずれも2012年調査と比較して大きな変化はない。 

 本部・支部・規模別にみると、本部では、「過半数の従業員を組織している労働組合」の

割合は組織規模の大きさに比例している。支部も78.8％と高い割合を占めている。 

（問5－2 労組の従業員代表性） 

過
半
数
の
従
業
員
を

組
織
化
し
て
い
る
労

働
組
合

過
半
数
の
従
業
員
を

組
織
化
し
て
い
な
い

と
こ
ろ
が
あ
る

。

過
半
数
の
従
業
員
を

組
織
化
し
て
い
な
い

労
働
組
合

上
記
に
は
あ
て
は
ま

ら
な
い

無
回
答

集
計
数

本部 80.7% 3.6% 6.6% 7.7% 1.5% 274
300人未満 67.3% 1.9% 15.4% 13.5% 1.9% 52
1000人未満 83.5% 5.1% 5.1% 5.1% 1.3% 79
1000人以上 84.4% 3.5% 4.3% 6.4% 1.4% 141
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2

支部 78.8% 11.5% 0.0% 5.8% 3.8% 52
総計 79.9% 4.9% 5.5% 7.6% 2.1% 329

前回 （2012年） 80.4% 4.6% 3.9% 8.4% 3.3% 367

前々回 （2009年） 83.3% 4.1% 4.1% 6.0% 2.5% 365  

－ 7 －



③組合費徴収基準 

  組合費徴収基準は、「定率」の割合が最も高く63.5％、「定率と定額の併用」の31.0％

がこれに次ぐ。 

  一時金からの徴収については、「一時金から徴収する制度はない」が59.9％、「一時金

から徴収する制度がある」が 39.8％であった。いずれも 2012 年調査と比較して大きな

変化はない。 

  本部・支部・規模別にみると、本部では、規模の大きさに反比例して「定率」の割合

が低下している。一方、「定率と定額の併用」は増加している。 

（問 5－3 労組における正規社員組合員の組合費の徴収基準） 

定
率

定
額

定
率
と
定
額

の
併
用

所
得
ラ
ン
ク

逓
減
方
式

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 64.6% 3.3% 30.3% 0.7% 0.7% 0.0% 0.4% 274
300人未満 73.1% 5.8% 19.2% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 52
1000人未満 73.4% 2.5% 24.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 79
1000人以上 56.7% 2.8% 38.3% 1.4% 0.7% 0.0% 0.0% 141
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 59.6% 1.9% 34.6% 1.9% 0.0% 1.9% 0.0% 52
総計 63.5% 3.3% 31.0% 0.9% 0.6% 0.3% 0.3% 329

前回 (2012年） 59.9% 3.3% 34.9% 0.3% 0.5% 0.8% 0.3% 367

前々回 (2009年） 56.7% 3.8% 36.4% 1.4% 0.0% 1.6% 0.0% 365

（問 5－4 一時金からの組合費徴収） 

一
時
金
か
ら
徴

収
す
る
制
度
が

あ
る

一
時
金
か
ら
徴

収
す
る
制
度
は

な
い

無
回
答

集
計
数

本部 38.3% 61.3% 0.4% 274
300人未満 42.3% 55.8% 1.9% 52
1000人未満 32.9% 67.1% 0.0% 79
1000人以上 40.4% 59.6% 0.0% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 2

支部 48.1% 51.9% 0.0% 52
総計 39.8% 59.9% 0.3% 329

前回 (2012年） 39.2% 60.8% 0.0% 367

前々回 (2009年） 43.0% 56.7% 0.3% 365  

 

 

 

－ 8 －



（６）組合役員の選出状況 

 ①組合役員候補者  

  組合役員候補者は、「少ない」の割合が最も高く54.7％、「やや少ない」が35.3％であ

った。「多い」と「やや多い」を合計しても、8.8％にとどまる。2012年調査と比較して

大きな変化はない。 

  本部・支部・規模別にみると、支部の方が「多い計」の割合が高い。本部では「少な

い計」が規模の大きさに反比例して割合が低下している。規模の大きさに比例して、「多

い」の割合が増えている。 

（問 6－1 組合役員候補者） 

多
い

や
や
多
い

や
や
少
な
い

少
な
い

無
回
答

集
計
数

多
い
計

少
な
い
計

本部 2.6% 5.8% 35.8% 54.4% 1.5% 274 8.4% 90.1%
300人未満 1.9% 1.9% 19.2% 76.9% 0.0% 52 3.8% 96.2%
1000人未満 2.5% 5.1% 25.3% 67.1% 0.0% 79 7.6% 92.4%
1000人以上 2.1% 7.8% 48.2% 39.0% 2.8% 141 9.9% 87.2%
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 3.8% 7.7% 34.6% 53.8% 0.0% 52 11.5% 88.5%
総計 2.7% 6.1% 35.3% 54.7% 1.2% 329 8.8% 90.0%
前回 2012年 1.4% 4.6% 38.1% 54.8% 1.1% 367 6.0% 92.9%
前々回 2009年 1.4% 5.8% 34.8% 56.2% 1.9% 365 7.2% 91.0%  

  

②役員擁立状況 

  役員の擁立状況は、「苦労する」の割合が最も高く51.7％、「やや苦労する」が37.1％

であった。「苦労しない」と「あまり苦労しない」の合計は、10.3％であった。 

 2012年調査との比較では、とくに大きな変化は見られなかった。 

 本部・支部・規模別にみると、本部のほうが苦労は少なく、規模の大きさに反比例し

て「苦労あり」の割合が低下し、規模の大きさに比例して「やや苦労する」割合が高い

ことから苦労の程度が低いといえる。 

 

問６－２　役員擁立状況

2.4 7.9 37.1 51.7 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=329)

苦労しない あまり苦労しない やや苦労する 苦労する 無回答
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 （問6－2 役員擁立状況） 

苦
労
し
な
い

あ
ま
り
苦
労

し
な
い

や
や
苦
労
す

る 苦
労
す
る

無
回
答

集
計
数

苦
労
な
し
計

苦
労
あ
り
計

本部 2.6% 8.4% 37.6% 50.4% 1.1% 274 10.9% 88.0%
300人未満 0.0% 5.8% 32.7% 61.5% 0.0% 52 5.8% 94.2%
1000人未満 3.8% 6.3% 25.3% 64.6% 0.0% 79 10.1% 89.9%
1000人以上 2.8% 10.6% 45.4% 39.0% 2.1% 141 13.5% 84.4%
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 1.9% 5.8% 34.6% 57.7% 0.0% 52 7.7% 92.3%
総計 2.4% 7.9% 37.1% 51.7% 0.9% 329 10.3% 88.8%
前回 （2012年） 1.4% 9.3% 41.7% 47.4% 0.3% 367 10.7% 89.1%
前々回 （2009年） 0.3% 8.2% 42.7% 48.2% 0.5% 365 8.5% 90.9%  

 

（７）役員就任期間 

 役員の就任期間は、執行委員長が平均4.4年、最大値が26年、最小値が0年、書記長が

平均3.0年、最大値が14年、最小値が0年、執行委員が平均3.8年、最大値が15年、最

小値が1年であった。経年比較では、就任期間は前々回（2009年）実施時とほぼ同水準で

ある。 

本部・支部・規模別にみると、委員長では支部の平均年数が 1.7 年長く、５年以下の就

任期間の割合については、本部と支部とで約 15p の差がある。 

書記長については、平均年数および割合について本部・支部ともにほぼ同水準である。 

執行委員については、平均年数は支部の方が 0.3 年長く、5 年以下の就任期間の割合に

ついては、本部と支部とで約 5p の差がある。 
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（問 7 就任期間） 

 

（1）委員長
人数／年数 平均年数 0～5年計 6～10年計11年以上計 無回答 集計数

本部 4.2 74.8% 18.6% 5.8% 0.7% 274
300人未満 4.1 76.9% 13.5% 7.7% 1.9% 52
1000人未満 4.5 74.7% 16.5% 8.9% 0.0% 79
1000人以上 4.0 74.5% 21.3% 3.5% 0.7% 141

支部 5.9 59.6% 23.1% 15.4% 1.9% 52
総計 4.4 72.6% 19.1% 7.3% 0.9% 329  

 

（2）書記長
人数／年数 平均 0～5年計 6～10年計11年以上計 無回答 集計数

本部 3.0 86.1% 11.7% 1.1% 1.1% 274
300人未満 3.1 84.6% 13.5% 0.0% 1.9% 52
1000人未満 3.0 87.3% 10.1% 2.5% 0.0% 79
1000人以上 3.0 86.5% 11.3% 0.7% 1.4% 141

支部 3.0 86.5% 9.6% 0.0% 3.8% 52
総計 3.0 86.0% 11.2% 0.9% 1.8% 329  

 

（3）執行委員
人数／年数 平均 0～5年計 6～10年計11年以上計 無回答 集計数

本部 3.7 81.8% 14.6% 0.7% 2.9% 274
300人未満 3.6 80.8% 13.5% 1.9% 3.8% 52
1000人未満 3.7 84.8% 13.9% 1.3% 0.0% 79
1000人以上 3.8 80.9% 14.9% 0.0% 4.3% 141

支部 4.0 76.9% 15.4% 1.9% 5.8% 52
総計 3.8 80.9% 14.9% 0.9% 3.3% 329  

 

 

問７　就任期間

3.7

3.5

3.8

3.1

2.7

3.0

4.4

3.9

4.4

0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年

合計(2015)委員長

合計(2012)委員長

合計(2009)委員長

合計(2015)書記長

合計(2012)書記長

合計(2009)書記長

合計(2015)執行委員

合計(2012)執行委員

合計(2009)執行委員
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①立候補に関する制限の有無について（前回より新設） 

組合役員への立候補に関する制限（就任、年齢、年数等）は、「制限がない」の割合

が 86.3％、「制限がある」が 13.4％となっている。いずれも2012年調査と比較して大き

な変化はない。 

本部・支部・規模別にみると、「制限あり」は支部の方が割合が高く、規模の大きさ

に比例して割合が高い。 

  

制
限
が
な
い

制
限
が
あ
る

無
回
答

集
計
数

本部 87.2% 12.4% 0.4% 274
300人未満 90.4% 9.6% 0.0% 52
1000人未満 87.3% 12.7% 0.0% 79

1000人以上 85.8% 13.5% 0.7% 141

無回答 100.0% 0.0% 0.0% 2
支部 80.8% 19.2% 0.0% 52
総計 86.3% 13.4% 0.3% 329

前回 （2012年） 88.3% 11.4% 0.3% 367  

 

②立候補に関する制限の事由について（前回より新設、複数回答）  

組合役員への立候補に関する制限がある場合の事由は、「年齢」の割合が最も高く

56.8％、「役員就任期間」「その他」はともに 20.5％となっている。 

なお、それぞれの選択肢と併せて具体的数値を問うたところ、「年齢」の平均は 56.8

歳、就任期間の平均は 5.1 年であった。 

  

年
齢

役
員
就

任
期
間

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

今回 （2015年） 56.8% 20.5% 20.5% 11.4% 44

前回 （2012年） 45.2% 19.0% 31.0% 16.7% 42  

 

（８）活動予算額 

 ①活動予算額 

 活動予算額（一般会計）は、「１億円以上３億円未満」の割合が最も高く20.7％、「2,000

万円以上5,000万円未満」が19.8％などで続く。 
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問８－１　２０１５年度の活動予算額

15.8 11.9 19.8 17.3 20.7 10.3 1.8

1.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=329)

１０００万円未満 １０００万円以上２０００万円未満 ２０００万円以上５０００万円未満

５０００万円以上１億円未満 １億円以上３億円未満 ３億円以上１０億円未満

１０億円以上２０億円未満 ２０億円以上 無回答
 

 

 ②３年前との比較 

  活動予算額の3年前との比較では、「ほぼ同じである」の割合が最も高く36.2％、「や

や減少した」が24.9％などで続く。2012年調査との比較では、「増加した群」の割合が

増え、「減少した群」の割合は少なくなっている。 

問８－２　３年前と比較した予算額の増減

5.4

6.7

13.6

16.1

38.7

36.2

24.0

24.9

16.9

14.9

1.4

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

増加した やや増加した ほぼ同じである やや減少した 減少した 無回答
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２．経営 

（１）最近３年間の業況 

 最近３年間の業況は、「やや伸びている」の割合が最も高く35.9％、「変わらない」18.8％、

「やや落ちている」17.6％、「伸びている」16.7％などで続く。経年比較では、前回実施時

から「伸びている」「やや伸びている」の合計（「伸びている計」）の割合が増えており、業

況の回復傾向が加速化している。 

本部・支部・規模別にみると、「伸びている計」では本部・支部で差がないが、「落ちて 

いる」「やや落ちている」の合計では支部が高い。また、本部では「伸びている」の割合が

規模の大きさに比例して高くなっていることが読み取れる。  

 

（問10 最近 3年間の業況） 

伸
び
て
い
る

や
や
伸
び
て
い
る

変
わ
ら
な
い

や
や
落
ち
て
い
る

落
ち
て
い
る

無
回
答

集
計
数

伸
び
て
い
る
計

落
ち
て
い
る
計

本部 16.1% 36.9% 19.0% 16.4% 10.9% 0.7% 274 52.9% 27.4%

300人未満 3.8% 44.2% 28.8% 11.5% 11.5% 0.0% 52 48.1% 23.1%

1000人未満 16.5% 36.7% 17.7% 17.7% 10.1% 1.3% 79 53.2% 27.8%

1000人以上 20.6% 34.0% 16.3% 17.0% 11.3% 0.7% 141 54.6% 28.4%

無回答 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 21.2% 30.8% 15.4% 25.0% 7.7% 0.0% 52 51.9% 32.7%

総計 16.7% 35.9% 18.8% 17.6% 10.3% 0.6% 329 52.6% 27.9%

前回 (2012年) 6.5% 23.7% 14.4% 31.3% 22.9% 1.1% 367 30.2% 54.2%

前々回 (2009年) 7.4% 11.8% 9.3% 27.7% 43.8% 0.0% 365 19.2% 71.5%  

 

 

 

問１０　最近３年間の業況

7.4

6.5

16.7

11.8

23.7

35.9

14.4

18.8

9.3 27.7

31.3

17.6

43.8

22.9

10.3

0.0

1.1

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

伸びている やや伸びている 変わらない やや落ちている 落ちている 無回答
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（２）今後３年間の業況見通し 

 今後３年間の業況の見通しでは、「やや伸びる」の割合が最も高く34.0％、「変わらない」

が26.7％などで続く。経年比較では、2012年調査時より見通しが好転している。 

 本部・支部・規模別にみると、「伸びる」計は支部が高いものの特段の傾向はみられない。 

 

（問11 今後３年間の業況見通し） 

伸
び
る

や
や
伸
び
る

変
わ
ら
な
い

や
や
下
が
る

下
が
る

無
回
答

集
計
数

伸
び
る
計

下
が
る
計

本部 7.3% 32.5% 27.0% 24.5% 7.7% 1.1% 274 39.8% 32.1%
300人未満 5.8% 30.8% 26.9% 26.9% 9.6% 0.0% 52 36.5% 36.5%
1000人未満 3.8% 41.8% 22.8% 27.8% 2.5% 1.3% 79 45.6% 30.4%
1000人以上 9.9% 27.7% 29.8% 22.0% 9.2% 1.4% 141 37.6% 31.2%
無回答 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2 50.0% 0.0%

支部 11.5% 40.4% 26.9% 17.3% 3.8% 0.0% 52 51.9% 21.1%
総計 7.9% 34.0% 26.7% 23.1% 7.0% 1.2% 329 41.9% 30.1%
前回 (2012年) 3.8% 24.3% 22.3% 30.2% 18.0% 1.4% 367 28.1% 48.2%
前々回 (2009年) 2.7% 27.1% 21.9% 28.2% 18.1% 1.9% 365 29.8% 46.3%  

 

（３）最近３年間の1人あたり生産量・生産額 

 最近３年間の1人あたり生産量・生産額は、「やや向上した」の割合が最も高く39.5％、

「変わらない」28.6％などで続く。「向上した計」（「向上した」＋「やや向上した」の合計）

とする回答は前回の36.8％から51.4％に増加している。 

 本部・支部・規模別にみると、「変わらない」では 300 人未満が最も高く、規模の大き

さに反比例して割合が低下している。支部では「向上した」とする割合が本部より高い。 

問１１　今後３年間の業況見通し

2.7

3.8

7.9

27.1

24.3

34.0

22.3

26.7

21.9 28.2

30.2

23.1

18.1

18.0

7.0

1.4

1.9

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

伸びる やや伸びる 変わらない やや下がる 下がる 無回答
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（問 12 最近３年間の 1 人当たりの生産量・生産額） 

向
上
し
た

や
や
向
上
し
た

変
わ
ら
な
い

あ
ま
り
向
上
し

て
い
な
い

向
上
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

向
上
し
た
計

変
わ
ら
な
い

向
上
し
て
い
な

い
計

本部 10.9% 38.3% 29.6% 16.4% 3.6% 1.1% 274 49.3% 29.6% 20.1%
300人未満 3.8% 44.2% 34.6% 11.5% 3.8% 1.9% 52 48.1% 34.6% 15.4%
1000人未満 13.9% 32.9% 30.4% 19.0% 2.5% 1.3% 79 46.8% 30.4% 21.5%
1000人以上 12.1% 39.0% 27.7% 16.3% 4.3% 0.7% 141 51.1% 27.7% 20.6%
無回答 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 0.0% 50.0%

支部 15.4% 48.1% 23.1% 7.7% 3.8% 1.9% 52 63.5% 23.1% 11.5%
総計 11.9% 39.5% 28.6% 15.2% 3.6% 1.2% 329 51.4% 28.6% 18.8%
前回 (2012年) 4.6% 32.2% 32.7% 20.4% 8.4% 1.6% 367 36.8% 32.7% 28.8%
前々回 (2009年) 6.6% 30.4% 21.4% 25.5% 14.2% 1.9% 365 37.0% 21.4% 39.7%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１２　最近３年間の１人当たりの生産量・生産額

6.6

4.6

11.9

30.4

32.2

39.5

32.7

21.4

28.6

25.5

20.4

15.2

14.2

8.4

3.6

1.6

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

向上した やや向上した 変わらない あまり向上していない 向上していない 無回答
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（４）企業の取り組み 

 企業の取り組みについては、最近３年間の動向で「実施された」では、「人事賃金制度改

定」の割合が最も高く47.4％、「企業グループの再編」（38.9％）、「生産・販売拠点の海外

展開・移転」（36.5％）が続く。 

 「今後３年間の見通し」で「予定あり」では、「人事賃金制度改定」の割合が最も高く

28.3％、「生産・販売拠点の海外展開・移転」（15.8％）、「企業グループの再編」（14.6％）

が続く。 

 （１）最近３年間の動向 （２）今後３年間の見通し 

 実施 

された 

実施 

されて 

いない 

わから

ない/

無回答

予定 

あり 

予定 

なし 

わから

ない/

無回答

(a)企業グループの再編（b を除く） 38.9 55.0 6.0 14.6 30.7 54.7

(b)ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業･事業の買収･売却（M&A 等） 33.1 59.0 7.9 6.4 36.8 56.8

(c)生産・販売拠点の海外展開・移転 36.5 58.7 4.8 15.8 41.9 42.2

(d)企業内のガバナンス構造の改編 32.2 54.7 13.0 9.4 36.2 54.4

(e)人事賃金制度改定 47.4 49.8 2.7 28.3 31.9 39.8

(f)正社員の雇用削減の実施 7.3 90.3 2.4 1.5 64.7 33.7

(g)非正規社員の大規模な雇用削減の実施 2.1 94.2 3.6 0.9 58.1 41.0

(h)大規模な配置転換・出向等の実施 14.6 81.5 3.9 7.6 43.8 48.6

 

①企業グループの再編（最近３年間の動向、今後３年間の見通し） 

  企業グループの再編は、最近3年間の動向についての2012年調査との比較では、「実

施された」の割合が 38.9%となり、やや増加に転じている。今後 3 年間の見通しについ

ての2012年調査との比較では、「予定あり」の割合が減少傾向にある。 

  本部・支部・規模別にみると、本部では規模の大きさに比例して「実施された」と「予

定あり」の割合が増えている。 
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問 13－(a)(1)）     （問 13－(a)(2)） 

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 35.4% 59.5% 3.3% 1.8% 14.6% 31.8% 51.5% 2.2% 274
300人未満 21.2% 73.1% 3.8% 1.9% 9.6% 34.6% 51.9% 3.8% 52
1000人未満 30.4% 64.6% 5.1% 0.0% 10.1% 39.2% 50.6% 0.0% 79
1000人以上 44.0% 51.1% 2.1% 2.8% 19.1% 26.2% 51.8% 2.8% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 2

支部 57.7% 32.7% 5.8% 3.8% 13.5% 25.0% 59.6% 1.9% 52
総計 38.9% 55.0% 3.6% 2.4% 14.6% 30.7% 52.3% 2.4% 329

前回 (2012年) 35.1% 54.0% 6.0% 4.9% 15.0% 29.2% 51.2% 4.6% 367

前々回 (2009年) 45.8% 48.8% 2.2% 3.3% 15.6% 32.3% 47.4% 4.7% 365

集
計
数

過去3年間の動向 今後3年間の見通し

 

 

②グループ企業の買収・売却 

  グループ企業の買収・売却は、過去3年間の動向についての2012年調査との比較では

「実施された」の割合がやや増加に転じている。今後 3 年間の見通しの経年比較では、

「予定あり」の割合が減少している。 

本部・支部・規模別にみると、規模の大きさに比例して「実施された」「予定あり」

の割合が増えている。また、「実施された」と回答した支部の割合が本部よりも 27p 高

い。 

（問13-(b)(1)     （問 13-(b)(2)）  

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 28.8% 63.5% 5.1% 2.6% 5.5% 39.1% 51.8% 3.6% 274
300人未満 9.6% 78.8% 7.7% 3.8% 0.0% 48.1% 46.2% 5.8% 52
1000人未満 24.1% 69.6% 6.3% 0.0% 2.5% 46.8% 50.6% 0.0% 79
1000人以上 39.0% 53.9% 3.5% 3.5% 9.2% 30.5% 55.3% 5.0% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2

支部 55.8% 36.5% 5.8% 1.9% 11.5% 26.9% 59.6% 1.9% 52
総計 33.1% 59.0% 5.2% 2.7% 6.4% 36.8% 53.2% 3.6% 329

前回 (2012年) 25.6% 63.2% 7.9% 3.3% 5.7% 35.7% 53.4% 5.2% 367

前々回 (2009年) 30.7% 63.0% 3.0% 3.3% 6.8% 39.5% 49.3% 49.3% 365

過去3年間の動向
集
計
数

今後3年間の見通し
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③生産・販売拠点の海外展開・移転 

  生産・販売拠点の海外展開・移転は、最近3年間の動向についての2012年調査との比

較では、「実施された」がやや増加に転じている。本部・支部・規模別にみると、組織

規模の大きさに比例して「予定あり」が増えている。今後3年間の見通しの経年比較で

は、「予定なし」「わからない」の割合がやや増えている。 

本部・支部・規模別にみると、規模の大きさに比例して「予定あり」が増えている。

また、「実施された」と回答した支部の割合が本部よりも11.5p高い。 

（問13-(C)(1)）     （問 13-(C)(2)）  

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 34.7% 60.9% 2.2% 2.2% 14.6% 45.3% 37.6% 2.6% 274
300人未満 19.2% 76.9% 0.0% 3.8% 1.9% 63.5% 28.8% 5.8% 52
1000人未満 22.8% 73.4% 3.8% 0.0% 11.4% 57.0% 31.6% 0.0% 79
1000人以上 47.5% 47.5% 2.1% 2.8% 21.3% 31.2% 44.7% 2.8% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2

支部 46.2% 48.1% 1.9% 3.8% 23.1% 25.0% 50.0% 1.9% 52
総計 36.5% 58.7% 2.1% 2.7% 15.8% 41.9% 39.5% 2.7% 329

前回 (2012年) 30.5% 59.1% 6.5% 3.8% 16.6% 40.6% 38.1% 4.6% 367

前々回 (2009年) 30.7% 64.1% 2.2% 3.0% 15.3% 50.7% 30.1% 3.8% 365

集
計
数

過去3年間の動向 今後3年間の見通し

 

 

④企業内のガバナンス構造の改編 

 企業内のガバナンス構造の改編は、過去 3 年間の動向についての 2012 年調査との比

較では「実施された」の割合がやや増加に転じている。今後3年間の見通しの経年比較

では、「予定あり」の割合が減少傾向にある。 

本部・支部・規模別にみると、規模に概ね比例して「実施された」「予定あり」の割

合が増えている。 
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（問 13-(d)(1)）     （問 13-(d)(2)） 

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 29.2% 58.4% 9.1% 3.3% 9.1% 38.3% 49.6% 2.9% 274
300人未満 15.4% 71.2% 11.5% 1.9% 5.8% 50.0% 40.4% 3.8% 52
1000人未満 20.3% 65.8% 12.7% 1.3% 10.1% 38.0% 51.9% 0.0% 79
1000人以上 39.0% 49.6% 6.4% 5.0% 9.2% 34.0% 52.5% 4.3% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 48.1% 38.5% 9.6% 3.8% 11.5% 26.9% 59.6% 1.9% 52
総計 32.2% 54.7% 9.4% 3.6% 9.4% 36.2% 51.4% 3.0% 329

前回 (2012年) 26.2% 53.1% 16.1% 4.6% 11.7% 34.6% 47.7% 6.0% 367

前々回 (2009年) 33.4% 49.0% 12.3% 5.2% 12.1% 33.2% 49.9% 4.9% 365

過去3年間の動向 今後3年間の見通し
集
計
数

 

 

⑤人事賃金制度改定 

  人事賃金制度改定は、最近3年間の動向についての2012年調査との比較では、「実施

された」の割合が 14.4p 増加している。今後 3 年間の見通しの 2012 年調査との比較で

は、「予定あり」「予定なし」ともに増加し、「わからない」「無回答」の割合が減少して

いる。 

本部・支部・規模別にみると、規模の大きさに比例して「実施された」「予定あり」

の割合が増えている。 

（問13-(e)(1)）   （問 13-(e)(2)） 

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 48.2% 50.4% 0.7% 0.7% 28.5% 32.1% 38.0% 1.5% 274
300人未満 34.6% 65.4% 0.0% 0.0% 23.1% 32.7% 42.3% 1.9% 52
1000人未満 48.1% 49.4% 2.5% 0.0% 27.8% 35.4% 36.7% 0.0% 79
1000人以上 53.2% 45.4% 0.0% 1.4% 30.5% 29.8% 37.6% 2.1% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 44.2% 48.1% 1.9% 5.8% 28.8% 32.7% 36.5% 1.9% 52
総計 47.4% 49.8% 0.9% 1.8% 28.3% 31.9% 38.0% 1.8% 329

前回 (2012年) 33.0% 61.6% 2.5% 3.0% 25.3% 30.5% 39.2% 4.9% 367

前々回 (2009年) 40.5% 56.2% 0.5% 2.7% 27.9% 31.2% 36.7% 4.1% 365

過去3年間の動向 今後3年間の見通し 集
計
数
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⑥正社員の雇用削減の実施 

  正社員の雇用削減の実施は、過去3年間の動向についての2012年調査との比較では「実

施されていない」の割合が増加に転じている。今後3年間の見通しの経年比較では、「予

定なし」の割合が増加している。 

本部・支部・規模別にみると、規模に概ね反比例して「実施されていない」の割合が

減少している。 

（問13-(f)(1)     （問 13-(f)(2)） 

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 8.0% 90.5% 0.4% 1.1% 1.5% 66.1% 30.3% 2.2% 274
300人未満 3.8% 96.2% 0.0% 0.0% 0.0% 71.2% 26.9% 1.9% 52
1000人未満 8.9% 89.9% 1.3% 0.0% 1.3% 60.8% 38.0% 0.0% 79
1000人以上 9.2% 88.7% 0.0% 2.1% 2.1% 66.7% 27.7% 3.5% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2

支部 3.8% 90.4% 1.9% 3.8% 1.9% 59.6% 36.5% 1.9% 52
総計 7.3% 90.3% 0.6% 1.8% 1.5% 64.7% 31.3% 2.4% 329

前回 (2012年) 13.6% 81.2% 2.7% 2.5% 4.1% 56.4% 36.0% 3.5% 367

前々回 (2009年) 15.3% 81.9% 0.3% 2.5% 7.1% 57.3% 32,1% 3.6% 365

集
計
数

過去3年間の動向 今後3年間の見通し

 

 

⑦非正規社員の大規模な雇用削減の実施 

  非正規社員の大規模な雇用削減の実施は、過去3年間の動向についての2012年調査と

の比較では「実施されていない」の割合が増加傾向にある。今後3年間の見通しの経年

比較では、「予定なし」の割合が増加に転じている。 

本部・支部・規模別にみると、規模に概ね反比例して「実施されていない」の割合が

減っている。 

（問13-(g)(1)） （問13-(g)(2)） 
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実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 2.2% 95.3% 1.5% 1.1% 0.7% 59.9% 36.9% 2.6% 274
300人未満 1.9% 98.1% 0.0% 0.0% 1.9% 59.6% 34.6% 3.8% 52
1000人未満 2.5% 96.2% 1.3% 0.0% 1.3% 57.0% 41.8% 0.0% 79
1000人以上 2.1% 93.6% 2.1% 2.1% 0.0% 61.7% 34.8% 3.5% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 2

支部 1.9% 90.4% 3.8% 3.8% 1.9% 50.0% 46.2% 1.9% 52
総計 2.1% 94.2% 1.8% 1.8% 0.9% 58.1% 38.3% 2.7% 329

前回 (2012年) 12.0% 76.6% 7.9% 3.5% 3.5% 51.2% 40.9% 4.4% 367

総計 (2009年) 29.6% 65.8% 1.6% 3.0% 5.8% 52.3% 38.4% 3.6% 365

集
計
数

今後3年間の見通し過去3年間の動向

 

⑧大規模な配置転換・出向等の実施 

  大規模な配置転換・出向等の実施は、過去3年間の動向についての2012年調査との比

較では「実施されていない」の割合が増加傾向にある。今後3年間の見通しの経年比較

では、「予定なし」の割合が概ね増加傾向にある。 

本部・支部・規模別にみると、規模に概ね反比例して「実施されていない」「予定な

し」の割合が減っている。 

（問13-(h)(1)）     （問 13-(h)(2)） 

実
施
さ
れ
た

実
施
さ
れ
て
い

な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

無
回
答

本部 13.5% 83.6% 1.8% 1.1% 6.6% 45.3% 46.4% 1.8% 274
300人未満 9.6% 90.4% 0.0% 0.0% 5.8% 53.8% 38.5% 1.9% 52
1000人未満 13.9% 82.3% 3.8% 0.0% 7.6% 45.6% 46.8% 0.0% 79
1000人以上 14.2% 82.3% 1.4% 2.1% 6.4% 42.6% 48.2% 2.8% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 2

支部 19.2% 73.1% 3.8% 3.8% 13.5% 38.5% 46.2% 1.9% 52
総計 14.6% 81.5% 2.1% 1.8% 7.6% 43.8% 46.5% 2.1% 329

前回 (2012年) 18.3% 74.7% 4.1% 3.0% 10.4% 35.7% 49.0% 4.9% 367

前々回 (2009年) 26.8% 69.0% 1.1% 3.0% 12.9% 41.6% 41.6% 3.8% 365

集
計
数

過去3年間の動向 今後3年間の見通し
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３．雇用 

（１）従業員数 

 企業の全従業員数は、「1000-2999人」の割合が最も高く32.2％、「5000人以上」（23.4％）、

「500-999 人」（14.9％）が続く。 

 正規社員数でも、「1000-2999 人」の割合が最も高く 29.5％、「5000 人以上」（19.5％）、

「500-999 人」（16.7％）、が続く。 

 
 

 

（２）３年前との変化 

 ３年前との変化は、「正規社員」では、「減少計」（「やや減少している」＋「減少してい

る」の合計、以下同じ）が38.0％と、「増加計」（「増加している」＋「やや増加している」

の合計、以下同じ）の34.3％を逆転した。「パート・アルバイト・契約社員等」では、「変

わらない」が45.0％、「増加計」が32.9％、「減少計」が17.6％、「派遣社員・請負社員」

では、「増加計」が29.2％、「減少計」が16.7％となっている。 

 本部・支部・規模別でみると、正規社員の増減では、支部では「減少計」が46.2％と本

部（36.5％）よりも高い。本部では、組織規模の大きさに比例して「減少計」が高い傾向

がみられる。 

パート等の増減では、支部では「増加計」が 28.8％と本部（33.6％）よりも低く、「変

わらない」が55.8％と本部（43.1％）よりも高い。また、本部では組織規模の大きさに比

例して「減少計」が高く、「変わらない」が低い傾向がみられる。 

派遣等の増減では、「増加している」は支部が 32.6％と本部（28.4％）よりも高い。ま

た、本部では、組織規模の大きさに比例して「増加している」が高い傾向がみられる。 

      

 

問１４－１　全従業員数

3.6

1.8

10.3

9.4

11.2

7.9

16.7

14.9

29.5

32.2

7.0

9.1

19.5

23.4

2.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全従業員数(n=329)

正規社員数(n=329)

９９人以下 １００～２９９人 ３００～４９９人 ５００～９９９人 １０００～２９９９人

３０００～４９９９人 ５０００人以上 無回答
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（問 14-2 正規社員、パート等、派遣等の増減） 
増
加
し
て
い
る

や
や
増
加
し
て
い
る

変
わ
ら
な
い

や
や
減
少
し
て
い
る

減
少
し
て
い
る

無
回
答

回
答
数

増
加
計

減
少
計

正規社員

本部 10.6% 25.9% 25.9% 27.0% 9.5% 1.1% 274 36.5% 36.5%

300人未満 7.7% 28.8% 34.6% 25.0% 3.8% 0.0% 52 36.5% 28.8%

1000人未満 8.9% 27.8% 26.6% 25.3% 10.1% 1.3% 79 36.7% 35.4%

1000人以上 12.8% 23.4% 22.7% 28.4% 11.3% 1.4% 141 36.2% 39.7%

無回答 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 1.9% 21.2% 28.8% 32.7% 13.5% 1.9% 52 23.1% 46.2%

総計 9.4% 24.9% 26.1% 28.0% 10.0% 1.5% 329 34.3% 38.0%

パート等

本部 5.1% 28.5% 43.1% 14.6% 4.4% 4.4% 274 33.6% 19.0%

300人未満 1.9% 30.8% 53.8% 5.8% 0.0% 7.7% 52 32.7% 5.8%

1000人未満 6.3% 24.1% 50.6% 15.2% 0.0% 3.8% 79 30.4% 15.2%

1000人以上 5.7% 29.8% 35.5% 17.7% 7.8% 3.5% 141 35.5% 25.5%

無回答 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 0.0% 28.8% 55.8% 11.5% 0.0% 3.8% 52 28.8% 11.5%

総計 4.3% 28.6% 45.0% 14.0% 3.6% 4.6% 329 32.9% 17.6%

派遣等

本部 5.8% 22.6% 46.7% 13.9% 4.4% 6.6% 274 28.4% 18.3%

300人未満 1.9% 23.1% 55.8% 13.5% 1.9% 3.8% 52 25.0% 15.4%

1000人未満 7.6% 19.0% 48.1% 13.9% 5.1% 6.3% 79 26.6% 19.0%

1000人以上 6.4% 24.8% 41.8% 14.2% 5.0% 7.8% 141 31.2% 19.2%

無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 0.0% 0.0%

支部 3.8% 28.8% 51.9% 9.6% 0.0% 5.8% 52 32.6% 9.6%

総計 5.8% 23.4% 47.4% 13.1% 3.6% 6.7% 329 29.2% 16.7%  

問１４－２　３年前との増減

3.8

5.8

6.0

4.3

5.7

9.4

14.7

23.4

21.8

28.6

18.5

24.9

41.7

47.4

40.6

30.8

26.1

45.0

18.3

13.1

15.8

14.0

28.1

28.0

12.3

3.6

7.6

3.6

14.2

10.0

9.3

6.7

8.2

4.6

2.7

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規社員(2015)

正規社員(2012)

パート・アルバイト・
契約社員等(2015)

パート・アルバイト・
契約社員等(2012)

派遣社員・
請負社員(2015)

派遣社員・
請負社員(2012)

増加している やや増加している 変わらない やや減少している 減少している 無回答
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（３）中途採用者割合 

中途採用者割合は、「5％未満」の割合が最も高く50.8％、以下「5-10％未満」が15.5％、

「10-25％未満」が13.7％となっている。いずれも2012年調査と比較して大きな変化はな

い。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「5％未満」が65.4％と本部（48.2％）より高く、

本部は「5～10％未満」が16.4％、「25～50％未満」が12.8％と支部（11.5％、0.0％）よ

り高い。本部では、組織規模の大きさに比例して「5％未満」が高く、「10％以上」が低く

なる傾向がみられる。 

5
％
未
満

5

～
1
0
％
未
満

1
0

～
2
5
％
未
満

2
5

～
5
0
％
未
満

5
0
％
以
上

無
回
答

集
計
数

本部 48.2% 16.4% 13.5% 12.8% 5.5% 3.6% 274
300人未満 42.3% 15.4% 17.3% 15.4% 9.6% 0.0% 52
1000人未満 44.3% 17.7% 15.2% 15.2% 5.1% 2.5% 79
1000人以上 52.5% 16.3% 10.6% 10.6% 4.3% 5.7% 141
無回答 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 65.4% 11.5% 13.5% 0.0% 1.9% 7.7% 52
総計 50.8% 15.5% 13.7% 10.6% 5.2% 4.3% 329

前回 (2012年) 48.0% 17.2% 16.1% 9.0% 5.2% 4.6% 367

前々回 (2009年) 57.3% 15.1% 12.3% 9.0% 3.3% 3.0% 365  

  

（４）離職率 

離職率は、「5％未満」の割合が最も高く75.4％、「5-10％未満」（14.0％）、「10-25％未 

満」（3.6％）が続く。2012年調査に比べると「5％未満」が5p減少している。 

本部・支部・規模別にみると、本部、支部ともに「5％未満」が最も高く、本部のなか

では「300 人未満」が 82.7％と高い割合を占める。 

５
％
未
満

５

～
１
０
％
未
満

１
０

～
２
５
％
未
満

２
５
％

～
５
０
％
未
満

５
０
％
以
上

無
回
答

集
計
数

本部 74.1% 14.2% 4.4% 0.7% 1.5% 5.1% 274
300人未満 82.7% 15.4% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 52
1000人未満 62.0% 21.5% 7.6% 1.3% 1.3% 6.3% 79
1000人以上 78.0% 9.9% 3.5% 0.7% 1.4% 6.4% 141
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2

支部 82.7% 11.5% 0.0% 0.0% 0.0% 5.8% 52
総計 75.4% 14.0% 3.6% 0.6% 1.2% 5.2% 329

前回 (2012年) 80.4% 10.4% 1.6% 1.1% 1.4% 5.2% 367

前々回 (2009年) 57.3% 15.1% 12.3% 9.0% 3.3% 3.0% 365  
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（５）60歳以上の雇用確保措置 

①雇用確保措置 

  正規社員の 60 歳以上の雇用確保措置は、「継続雇用」の割合が最も高く 94.5％、「定

年延長」および「選択定年制」は合わせて4.8％であった。 

本部・支部・規模別にみると、本部の「継続雇用制度」は95.3％で支部（92.3％）よ 

 りやや高い。また、本部の「継続雇用制度」は1,000人未満で97.5％と他の組織規模と

比べ最も高い。 

 （問17 雇用確保措置） 

 

定
年
延
長

（
定
年
年
齢

の
引
き
上
げ

）

継
続
雇
用

（
再
雇
用

）

制
度

（
６
０
歳
で
退
職

し

、
再
び
雇
用

）

選
択
定
年
制

（
６
０
歳

以
降

、
退
職
時
期
を
選

択
で
き
る

）

定
年
の
定
め
の
廃
止

無
回
答

集
計
数

本部 2.9% 95.3% 1.5% 0.0% 0.4% 274
300人未満 3.8% 92.3% 3.8% 0.0% 0.0% 52
1000人未満 1.3% 97.5% 1.3% 0.0% 0.0% 79
1000人以上 3.5% 95.0% 0.7% 0.0% 0.7% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 3.8% 92.3% 1.9% 1.9% 0.0% 52
総計 3.0% 94.5% 1.8% 0.3% 0.3% 329  

         

②組合員資格 

  組合員の60歳以上の雇用確保措置が「再雇用制度」の場合の組合員資格についてみる

と、「組合員資格は継続しない」の割合が最も高く 41.5％、「組合員資格は継続する」

（40.5％）、「準組合員として組合員資格は継続する」（11.9％）が続く。 

本部・支部・規模別にみると、支部は「組合員資格は継続する」が 50.0％と本部（39.1％）

より高い。本部では、組織規模の大きさに比例して「組合員資格は継続する」「準組合員

として組合員資格が継続する」が高く、「組合員資格は継続しない」がやや低い傾向がみ

られる。 
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（問 17－1 組合員資格） 

組
合
員
資
格
は
継

続
す
る

準
組
合
員
と
し
て

組
合
員
資
格
は
継

続
す
る

本
人
が
組
合
員
資

格
の
継
続
有
無
を

選
ぶ

組
合
員
資
格
は
継

続
し
な
い

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 39.1% 13.0% 3.8% 42.9% 0.8% 0.4% 261
300人未満 18.8% 10.4% 6.3% 60.4% 2.1% 2.1% 48
1000人未満 32.5% 11.7% 1.3% 54.5% 0.0% 0.0% 77
1000人以上 50.0% 14.9% 3.7% 30.6% 0.7% 0.0% 134
無回答 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 50.0% 6.3% 10.4% 31.3% 2.1% 0.0% 48
総計 40.5% 11.9% 4.8% 41.5% 1.0% 0.3% 311  

         

③組合員資格を継続しない理由（新規設問） 

  「組合員資格は継続しない」理由については、「労働協約または労使協定により組合員

の範囲を定めているため」の割合が最も多く 82.2％、「大多数の組合員が継続を望んで

いないため」（7.8％）、「組合規約に定めている権利と義務が平等に保障されない点があ

るため」（5.4％）が続く。 

 

④期待する役割（新規設問、上位3つを順に選択） 

  60歳以降の社員に対する期待する役割として、「（従来とおり）プレイヤーとしてのパ

フォーマンス発揮」を 1 位に挙げるものが最も多く 44.7％、「経験・スキルを活かした

職務への専任」（28.6％）、「技術・技能・ノウハウの伝承」（20.1％）が続く。 
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1位の理由

（
従
来
と
お
り

）
プ
レ

イ
ヤ
ー

と
し
て
の
パ

フ

ォ
ー

マ
ン
ス
発
揮

経
験
・
ス
キ
ル
を
活
か

し
た
職
務
の
専
任

（
技

能
・
技
術
者
と
し
て

）

技
術
・
技
能
・
ノ
ウ
ハ

ウ
の
伝
承

社
内
外
の
人
脈
や
ネ

ッ

ト
ワ
ー

ク
の
継
承

後
進
の
指
導
・
育
成

管
理
・
監
督
者
の
サ

ポ
ー

ト

関
係
・
関
連
会
社
の
体

質
強
化

（
出
向
・
転
籍

等

）

そ
の
他

集
計
数

本部 44.5% 28.8% 20.4% 0.4% 4.0% 0.4% 0.7% 0.7% 274
300人未満 42.3% 30.8% 19.2% 0.0% 3.8% 0.0% 3.8% 0.0% 52
1000人未満 40.5% 29.1% 21.5% 0.0% 8.9% 0.0% 0.0% 0.0% 79
1000人以上 47.5% 27.7% 20.6% 0.7% 1.4% 0.7% 0.0% 1.4% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 48.1% 25.0% 17.3% 0.0% 3.8% 1.9% 1.9% 1.9% 52
総計 44.7% 28.6% 20.1% 0.3% 4.0% 0.6% 0.9% 0.9% 329  

   

2 位に挙げられたものでは「技術・技能・ノウハウの伝承」が最も多く 47.1％、「経

験・スキルを活かした職務への専任」（19.8％）、「後進の指導・育成」（18.8％）が続く。 

2位の理由

（
従
来
と
お
り

）
プ
レ

イ
ヤ
ー

と
し
て
の
パ

フ

ォ
ー

マ
ン
ス
発
揮

経
験
・
ス
キ
ル
を
活
か

し
た
職
務
の
専
任

（
技

能
・
技
術
者
と
し
て

）

技
術
・
技
能
・
ノ
ウ
ハ

ウ
の
伝
承

社
内
外
の
人
脈
や
ネ

ッ

ト
ワ
ー

ク
の
継
承

後
進
の
指
導
・
育
成

管
理
・
監
督
者
の
サ

ポ
ー

ト

関
係
・
関
連
会
社
の
体

質
強
化

（
出
向
・
転
籍

等

）

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 5.1% 20.1% 46.0% 4.4% 19.3% 2.2% 0.4% 0.4% 2.2% 274
300人未満 5.8% 17.3% 44.2% 3.8% 19.2% 3.8% 0.0% 0.0% 5.8% 52
1000人未満 7.6% 20.3% 45.6% 6.3% 15.2% 2.5% 1.3% 1.3% 0.0% 79
1000人以上 3.5% 20.6% 46.8% 3.5% 22.0% 1.4% 0.0% 0.0% 2.1% 141
無回答 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 3.8% 19.2% 51.9% 1.9% 15.4% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 52
総計 4.9% 19.8% 47.1% 4.0% 18.8% 2.4% 0.3% 0.3% 2.4% 329  

 

3 位に挙げられたものでは「後進の指導・育成」が最も多く 49.5％、「技術・技能・

ノウハウの伝承」（14.6％）、「管理・監督者のサポート」（12.8％）が続く。 
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3位の理由

（
従
来
と
お
り

）
プ
レ

イ
ヤ
ー
と
し
て
の
パ

フ

ォ
ー
マ
ン
ス
発
揮

経
験
・
ス
キ
ル
を
活
か

し
た
職
務
の
専
任

（
技

能
・
技
術
者
と
し
て

）

技
術
・
技
能
・
ノ
ウ
ハ

ウ
の
伝
承

社
内
外
の
人
脈
や
ネ

ッ

ト
ワ
ー
ク
の
継
承

後
進
の
指
導
・
育
成

管
理
・
監
督
者
の
サ

ポ
ー
ト

関
係
・
関
連
会
社
の
体

質
強
化

（
出
向
・
転
籍

等

）

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 4.4% 8.4% 14.6% 2.2% 48.9% 13.5% 4.7% 0.0% 3.3% 274
300人未満 5.8% 9.6% 11.5% 5.8% 42.3% 15.4% 0.0% 0.0% 9.6% 52
1000人未満 5.1% 10.1% 17.7% 2.5% 48.1% 11.4% 3.8% 0.0% 1.3% 79
1000人以上 3.5% 7.1% 14.2% 0.7% 51.8% 13.5% 7.1% 0.0% 2.1% 141
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 7.7% 5.8% 15.4% 3.8% 51.9% 9.6% 1.9% 0.0% 3.8% 52
総計 5.2% 7.9% 14.6% 2.4% 49.5% 12.8% 4.3% 0.0% 3.3% 329  
 

⑤65 歳までの雇用継続希望者（新規設問） 

  65歳までの雇用継続を自ら希望する人の割合は、「9割程度」が最も多く23.4％、「ほ

ぼ全員」（22.5％）、「8割程度」（21.0％）が続く。 

本部・支部・規模別にみると、差はあまりみられない。本部では、組織規模の大きさ 

に反比例して「ほぼ全員」が低い傾向がみられる。 

（問19 65歳までの雇用継続希望者）  

ほ
ぼ
全
員

９
割
程
度

８
割
程
度

７
割
程
度

６
割
程
度

５
割
程
度

５
割
未
満

無
回
答

集
計
数

本部 22.6% 22.3% 21.2% 13.1% 5.1% 8.0% 4.0% 3.6% 274
300人未満 28.8% 30.8% 19.2% 0.0% 9.6% 5.8% 3.8% 1.9% 52
1000人未満 27.8% 19.0% 21.5% 16.5% 1.3% 7.6% 1.3% 5.1% 79
1000人以上 17.7% 21.3% 21.3% 16.3% 5.0% 9.2% 5.7% 3.5% 141
無回答 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 21.2% 28.8% 21.2% 13.5% 0.0% 7.7% 5.8% 1.9% 52
総計 22.5% 23.4% 21.0% 13.4% 4.3% 7.9% 4.3% 3.3% 329  

 

⑥雇用継続を希望しない理由（新規設問、上位3つを順に選択） 

  雇用継続を希望しない人の理由は、「以前から退職を決めていた」を1位に挙げるもの

が最も多く35.7％、「賃金が低い」「その他」（21.4％）、「健康・体力面での事情がある」

（7.1％）が続く。 

2位では「賃金が低い」が最も多く35.7％、「健康・体力面での事情がある」（14.3％）、

「他にやりたい仕事がある」「家庭の事情や介護がある」「その他」（7.1％）が続く。 
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3 位では「能力が発揮できない」「健康・体力面での事情がある」が最も多く14.3％、

「以前から退職を決めていた」「職場の雰囲気が良くない」「家庭の事情や介護がある」

「その他」（7.1％）が続く。 

 

⑦2012 年調査から今回にかけての取り組み（新規設問、複数回答） 

  2012 年調査から今回にかけて会社が実施した 60 歳以降の社員の雇用・処遇等に関す

る取り組みは、「処遇の改善」が最も多く 47.1％、「特に取り組んでいない」（27.7％）

「雇用契約形態の変更」（24.3％）、「働き方・役割発揮等にむけた個別面談」（21.3％）

が続く。 

  本部・支部・規模別にみると、支部は「処遇の改善」が55.8％と本部（45.6％）より

高い。本部では、組織規模の大きさに比例して、「雇用契約形態の変更」を除いて取り

組みの割合が高くなっている。また、小規模の組織ほど「特に取り組んでいない」の割

合が高い。 

（問20 2012 年調査から今回にかけての取り組み） 

雇
用
契
約
形
態
の
変
更

処
遇
の
改
善

教
育
・
研
修
の
実
施

働
き
方
・
役
割
発
揮
等

に
む
け
た
個
別
面
談

出
向
・
転
籍
等

、
本
体

企
業
以
外
の
就
業
に
関

す
る
取
り
扱
い
の
変
更

特
に
取
り
組
ん
で
い
な

い そ
の
他

集
計
数

本部 25.2% 45.6% 8.4% 21.2% 5.5% 28.5% 1.8% 274
300人未満 21.2% 30.8% 5.8% 7.7% 0.0% 46.2% 0.0% 52
1000人未満 36.7% 40.5% 6.3% 20.3% 1.3% 24.1% 1.3% 79
1000人以上 20.6% 54.6% 10.6% 27.0% 9.9% 23.4% 2.8% 141
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 2

支部 19.2% 55.8% 3.8% 23.1% 3.8% 23.1% 1.9% 52
総計 24.3% 47.1% 7.6% 21.3% 5.2% 27.7% 1.8% 329  
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４．組織化 

（１）組織施策の重視度合い 

「重視している」組織施策は、「組合リーダーの育成」（68.1％）の割合が最も高く、「オ

ルグ活動の強化」（49.5％）、「組合財政の効率化」（48.0％）などが続く。 

「重視計」（「重視している」＋「やや重視している」）で 2012 年調査と比べると、「女

性の組合役員への積極的登用」が10.9p、「組織拡大（グループ企業）」が5.9p、「組織拡大

（パート・アルバイト・契約社員等）」が5.8pと、それぞれ増加している。 

※カッコ内は2012年調査の数字 

 
重
視
し
て
い

る 

や
や
重
視

し
て
い
る 

あ
ま
り 

重
視
し
て
い

な
い

重
視
し
て
い

な
い 

無
回
答 

 

重
視
計 

し
て
い
な
い

計 

(a)組織拡大 

（パート・アルバイト・契約

社員等） 

14.6

(9.5)

17.0

(16.3)

34.3

(38.4)

31.9

(30.8)

2.1

(4.9)

 
31.6 

(25.8) 

66.2

(69.2)

(b)組織拡大（派遣社員・請負

社員） 

2.7

(1.9)

6.7

(8.4)

38.3

(36.8)

49.8

(38.2)

2.4

(4.6)

 
9.4 

(10.3) 

88.1

(75.0)

(c)組織拡大（グループ企業） 
20.1

(14.2)

23.7

(23.7)

25.8

(23.7)

27.7

(33.2)

2.7

(5.2)

 
43.8 

(37.9) 

53.5

(56.9)

(d)組織拡大（中間管理職） 
4.3

(2.7)

10.3

(9.0)

31.9

(34.6)

49.2

(49.3)

4.3

(4.4)

 
14.6 

(11.7) 

81.1

(83.9)

(e)組合リーダーの育成 
68.1

(64.9)

28.6

(31.6)

1.8

(1.4)

0.9

(0.5)

0.6

(1.6)

 
96.7 

(96.5) 

2.7

(1.9)

(f)オルグ活動の強化 
49.5

(43.6)

40.7

(44.7)

7.9

(7.9)

0.3

(2.2)

1.5

(1.6)

 
90.2 

(88.3) 

8.2

(10.1)

(g)組合財政の効率化 
48.0

(49.0)

38.9

(39.2)

11.2

(9.0)

0.9

(1.4)

0.9

(1.4)

 
86.9 

(88.2) 

12.1

(10.4)

(h)女性の組合役員への積極

的登用 

37.4

(26.7)

44.1

(43.9)

16.1

(24.5)

1.5

(3.5)

0.9

(1.4)

 
81.5 

(70.6) 

17.6

(28.0)

(i)支部組織・分会組織等の

拡充（新設や活動の充実） 

31.9

(27.2)

29.8

(30.5)

21.3

(18.8)

15.2

(18.8)

1.8

(4.6)

 
61.7 

(57.7) 

36.5

(37.6)
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（問21－(a)パート等） 

パート・アルバイト・契約社員等の組織拡大について「重視している」＋「やや重視

している」の合計（「重視計」以下同じ）は31.6％である。2012年調査に比べ「重視計」

が 5.8p 増加し、そのなかで「重視している」が大部分を占め、重視する程度が高まっ

ている。 

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計の割合が38.5％と本部（30.7％）より高

い。また、本部では組織規模の大きさに比例して「重視計」とともに重視する程度が高

い傾向がみられる。   

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 12.8% 17.9% 36.5% 31.0% 1.8% 274 30.7% 67.5%
300人未満 5.8% 17.3% 32.7% 40.4% 3.8% 52 23.1% 73.1%
1000人未満 6.3% 17.7% 43.0% 32.9% 0.0% 79 24.1% 75.9%
1000人以上 19.1% 18.4% 33.3% 27.0% 2.1% 141 37.6% 60.3%
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 25.0% 13.5% 23.1% 36.5% 1.9% 52 38.5% 59.6%
総計 14.6% 17.0% 34.3% 31.9% 2.1% 329 31.6% 66.3%
前回 （2012年） 9.5% 16.3% 38.4% 30.8% 4.9% 367 25,8% 69.2%
前々回 （2009年） 11.2% 17.8% 33.7% 35.3% 1.9% 365 29.0% 69.0%  

 

（(b)派遣等） 

派遣社員・請負社員の組織拡大に関する重視計は9.4％に留まっている。2012年調査

から大きな変化はみられない。 

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計の割合が 15.4％と本部（8.0％）より高

い。また、本部では300人未満の重視度が11.5％とやや高い。   

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 2.2% 5.8% 38.3% 51.1% 2.6% 274 8.0% 89.4%
300人未満 0.0% 11.5% 36.5% 48.1% 3.8% 52 11.5% 84.6%
1000人未満 1.3% 3.8% 43.0% 50.6% 1.3% 79 5.1% 93.7%
1000人以上 3.5% 5.0% 36.2% 52.5% 2.8% 141 8.5% 88.7%
無回答 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 3.8% 11.5% 38.5% 44.2% 1.9% 52 15.4% 82.7%
総計 2.7% 6.7% 38.3% 49.8% 2.4% 329 9.4% 88.1%
前回 （2012年） 1.9% 8.4% 36.8% 48.2% 4.6% 367 10.3% 85.0%
前々回 （2009年） 1.9% 6.0% 35.3% 54.2% 2.5% 365 7.9% 89.5%  
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（(c)グループ企業） 

グループ企業の組織拡大に関する重視計は 43.8％である。2012 年調査に比べ重視計

は5.9p上昇し「重視している」がその全てを占め、重視する程度が高くなっている。  

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計の割合が59.6％と本部（41.2％）より高

い。また、本部では組織規模の大きさに比例して「重視している」と重視計が高い傾向

がみられる。   

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 16.8% 24.5% 27.4% 28.8% 2.6% 274 41.2% 56.2%
300人未満 1.9% 21.2% 34.6% 38.5% 3.8% 52 23.1% 73.1%
1000人未満 5.1% 20.3% 36.7% 35.4% 2.5% 79 25.3% 72.2%
1000人以上 29.1% 27.7% 19.1% 22.0% 2.1% 141 56.7% 41.1%
無回答 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 38.5% 21.2% 19.2% 19.2% 1.9% 52 59.6% 38.5%
総計 20.1% 23.7% 25.8% 27.7% 2.7% 329 43.8% 53.5%
前回 （2012年） 14.2% 23.7% 23.7% 33.2% 5.2% 367 37.9% 56.9%
前々回 （2009年） 17.8% 24.7% 23.8% 31.8% 1.9% 365 42.5% 55.6%  
    

 

（問21－(d)中間管理職） 

中間管理職の組織拡大に関する重視計は 14.6％に留まっている。2012 年調査から大

きな変化はみられない。    

本部・支部・規模別にみると、本部の重視計の割合が 15.7％と支部（9.6％）より高

い。また、本部では組織規模の大きさに比例して重視計が高い傾向がみられる。  

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 4.4% 11.3% 32.1% 48.2% 4.0% 274 15.7% 80.3%
300人未満 3.8% 7.7% 42.3% 38.5% 7.7% 52 11.5% 80.8%
1000人未満 3.8% 12.7% 31.6% 46.8% 5.1% 79 16.5% 78.5%
1000人以上 5.0% 12.1% 27.7% 53.2% 2.1% 141 17.0% 80.9%
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 3.8% 5.8% 32.7% 53.8% 3.8% 52 9.6% 86.5%
総計 4.3% 10.3% 31.9% 49.2% 4.3% 329 14.6% 81.2%
前回 （2012年） 2.7% 9.0% 34.6% 49.3% 4.4% 367 11.7% 83.9%
前々回 （2009年） 3.3% 10.7% 33.4% 49.9% 2.7% 365 14.0% 83.3%  
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（問21－(e)組合リーダー育成） 

  組合リーダー育成に関する重視計は96.7％にのぼる。2012年調査から大きな変化は見

られない。 

本部・支部・規模別にみると、本部では組織規模の大きさに比例して重視計と「重視

している」程度が高い傾向がみられる。 

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 66.8% 29.9% 1.8% 1.1% 0.4% 274 96.7% 2.9%
300人未満 48.1% 42.3% 1.9% 5.8% 1.9% 52 90.4% 7.7%
1000人未満 59.5% 35.4% 5.1% 0.0% 0.0% 79 94.9% 5.1%
1000人以上 78.0% 22.0% 0.0% 0.0% 0.0% 141 100.0% 0.0%
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 100.0% 0.0%

支部 75.0% 23.1% 1.9% 0.0% 0.0% 52 98.1% 1.9%
総計 68.1% 28.6% 1.8% 0.9% 0.6% 329 96.7% 2.7%
前回 （2012年） 64.9% 31.6% 1.4% 0.5% 1.6% 367 96.5% 1.9%
前々回 （2009年） 72.3% 23.0% 2.7% 0.8% 1.1% 365 95.3% 3.5%  

 

（問 21－(f)オルグ強化） 

オルグ活動の強化に関する重視計の割合は 90.3％に達している。2012 年調査に比べ

「重視している」が5.9p増えている。   

本部・支部・規模別にみると、本部では組織規模の大きさに比例して重視計、「重視

している」が高い傾向がみられる。また、本部と支部では重視の程度に差がある。 

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 48.2% 42.0% 8.0% 0.4% 1.5% 274 90.1% 8.4%
300人未満 28.8% 51.9% 15.4% 1.9% 1.9% 52 80.8% 17.3%
1000人未満 43.0% 48.1% 6.3% 0.0% 2.5% 79 91.1% 6.3%
1000人以上 58.2% 34.8% 6.4% 0.0% 0.7% 141 92.9% 6.4%
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 100.0% 0.0%

支部 57.7% 34.6% 7.7% 0.0% 0.0% 52 92.3% 7.7%
総計 49.5% 40.7% 7.9% 0.3% 1.5% 329 90.3% 8.2%
前回 （2012年） 43.6% 44.7% 7.9% 2.2% 1.6% 367 88.3% 10.1%
前々回 （2009年） 51.2% 38.4% 7.4% 1.4% 1.6% 365 89.6% 8.8%  
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（問21－(g)組合財政効率化） 

 組合財政の効率化の強化に関する重視計の割合は 86.9％にのぼる。2012 年調査から

大きな変化はみられない。 

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計が94.2％と本部（86.1％）より高い。本

部では組織規模の大きさに比例して重視計が高い傾向がみられる。また、本部と支部で

は重視の程度に差がある。 

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 44.9% 41.2% 12.4% 0.7% 0.7% 274 86.1% 13.1%
300人未満 25.0% 50.0% 19.2% 3.8% 1.9% 52 75.0% 23.1%
1000人未満 38.0% 49.4% 12.7% 0.0% 0.0% 79 87.3% 12.7%
1000人以上 56.0% 33.3% 9.9% 0.0% 0.7% 141 89.4% 9.9%
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 100.0% 0.0%

支部 65.4% 28.8% 3.8% 1.9% 0.0% 52 94.2% 5.8%
総計 48.0% 38.9% 11.2% 0.9% 0.9% 329 86.9% 12.2%
前回 （2012年） 49.0% 39.2% 9.0% 1.4% 1.4% 367 88.2% 10.4%
前々回 （2009年） 52.1% 38.1% 7.7% 0.8% 1.4% 365 90.2% 8.5%  

 

（問 21－(h)女性登用） 

女性の組合役員への積極的登用に関する重視計の割合は81.5％にのぼる。 2012 年調

査に比べ「重視計」が10.9p増えている。また、本部と支部では重視の程度に差がある。 

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計が84.6％と本部（81.4％）より高い。ま

た、本部では組織規模の大きさに比例して重視計、「重視している」が高い傾向がみら

れる。  

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 35.8% 45.6% 16.4% 1.5% 0.7% 274 81.4% 17.9%
300人未満 23.1% 48.1% 21.2% 3.8% 3.8% 52 71.2% 25.0%
1000人未満 24.1% 50.6% 24.1% 1.3% 0.0% 79 74.7% 25.3%
1000人以上 47.5% 41.8% 9.9% 0.7% 0.0% 141 89.4% 10.6%
無回答 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 50.0%

支部 46.2% 38.5% 13.5% 1.9% 0.0% 52 84.6% 15.4%
総計 37.4% 44.1% 16.1% 1.5% 0.9% 329 81.5% 17.6%
前回 （2012年） 26.7% 43.9% 24.5% 3.5% 1.4% 367 70.6% 28.0%
前々回 （2009年） 26.3% 41.9% 24.9% 4.9% 1.9% 365 68.2% 29.8%  
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（問21－(i)支部・分会等拡充） 

支部組織・分会組織等の拡充（新設や活動の充実）に関する重視計は 61.7％。2012

年調査から大きな変化はみられない。  

本部・支部・規模別にみると、支部の重視計が75.0％と本部（59.9％）より高い。ま

た、本部では組織規模の大きさに比例して重視している、重視計が高くなる傾向がみら

れる。    

重
視
し
て
い
る

や
や
重
視
し
て

い
る

あ
ま
り
重
視
し

て
い
な
い

重
視
し
て
い
な

い 無
回
答

集
計
数

重
視
計

し
て
い
な
い
計

本部 31.4% 28.5% 22.6% 15.7% 1.8% 274 59.9% 38.3%
300人未満 7.7% 25.0% 36.5% 26.9% 3.8% 52 32.7% 63.5%
1000人未満 21.5% 31.6% 25.3% 17.7% 3.8% 79 53.2% 43.0%
1000人以上 46.1% 28.4% 15.6% 9.9% 0.0% 141 74.5% 25.5%
無回答 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 36.5% 38.5% 13.5% 11.5% 0.0% 52 75.0% 25.0%
総計 31.9% 29.8% 21.3% 15.2% 1.8% 329 61.7% 36.5%
前回 （2012年） 27.2% 30.5% 18.8% 18.8% 4.6% 367 57.7% 37.6%
前々回 （2009年） 34.0% 32.3% 17.8% 13.4% 2.5% 365 66.3% 31.2%  
    

 

（２）組合活動の要望把握（複数回答） 

 組合員の組合活動に対する要望の把握では、「日常的な世話役活動を通じて」の割合が最

も高く81.8％、「組合支部や職場組織からあがってくる報告で」（78.4％）、「組合の大会や

中央委員会の場で」（58.7％）、「組合員アンケートで」（52.6％）などが続く。2012年調査

から大きな変化は見られない。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「組合員の職種別懇談会で」が46.2％と本部（26.6％） 

より高い。また、本部では「自己申告」、「電子媒体」を除き、組織規模に比例して高くな 

る傾向がみられる。  
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（問 22 組合活動の要望把握） 

日
常
的
な
世
話
役
活
動

を
通
じ
て

組
合
員
の
階
層
別
の
懇

談
会
で

組
合
員
の
職
種
別
の
懇

談
会
で

組
合
員
の
組
合
に
対
す

る
自
己
申
告
で

相
談
コ
ー

ナ
ー

等
の
個

別
相
談
で

組
合
支
部
や
職
場
組
織

か
ら
あ
が

っ
て
く
る
報

告
で

組
合
の
大
会
や
中
央
委

員
会
の
場
で

組
合
員
ア
ン
ケ
ー

ト
で

Ｅ
－
ｍ
ａ
ｉ
ｌ

や
Ｗ
Ｅ

Ｂ
掲
示
板
等
を
活
用
し

て そ
の
他

集
計
数

本部 81.0% 31.4% 26.6% 31.4% 12.8% 79.9% 59.1% 53.3% 17.5% 3.6% 274
300人未満 71.2% 7.7% 9.6% 36.5% 5.8% 55.8% 50.0% 26.9% 11.5% 1.9% 52
1000人未満 74.7% 26.6% 25.3% 29.1% 8.9% 81.0% 57.0% 59.5% 8.9% 2.5% 79
1000人以上 87.9% 42.6% 32.6% 31.2% 17.0% 88.7% 64.5% 59.6% 24.8% 4.3% 141
無回答 100.0% 50.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 2

支部 84.6% 34.6% 46.2% 34.6% 15.4% 71.2% 59.6% 48.1% 13.5% 1.9% 52
総計 81.8% 31.6% 29.8% 32.2% 13.4% 78.4% 58.7% 52.6% 16.7% 3.3% 329
前回 （2012年） 81.2% 28.3% 31.9% 37.1% 9.5% 75.5% 61.9% 47.1% 18.0% 2.5% 367

前々回 （2009年） 83.0% 32.3% 36.2% 27.9% 14.2% 78.1% 59.7% 47.7% 21.4% 4.7% 365  

           

（３）組合員資格 

 組合員資格の範囲は、「係長・主任・現場監督者クラスまで」の割合が最も高く75.4％、

「課長（部下あり）クラスまで」（10.9％）、「一般社員のみ」（7.0％）が続く。2012 年調

査から大きな変化はみられない。 

 本部・支部・規模別にみると、支部では「課長（部下あり）クラスまで」が19.2％と本

部（9.5％）より高い。また、本部では組織規模の大きさに概ね比例して「課長クラス（部

下あり）」とする回答が増える。  

 

問２２　組合員の組合活動への要望を把握

0.0

3.3

13.4

16.7

29.8

31.6

32.2

52.6

58.7

78.4

81.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

日常的な世話役活動を通じて

組合支部や職場組織からあがってくる報告で

組合の大会や中央委員会の場で

組合員アンケートで

組合員の組合に対する自己申告で

組合員の階層別の懇談会で

組合員の職種別の懇談会で

Ｅ－ｍａｉｌやＷＥＢ掲示板等を活用して

相談コーナー等の個別相談で

その他

無回答
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（問23 組合員資格） 

課
長

（
部
下
あ
り

）

ク
ラ
ス
ま
で

課
長

（
部
下
な
し

）

ク
ラ
ス
ま
で

係
長
・
主
任
・
現
場

監
督
者
ク
ラ
ス
ま
で

一
般
社
員
の
み

無
回
答

集
計
数

本部 9.5% 5.8% 76.6% 7.3% 0.7% 274
300人未満 7.7% 9.6% 75.0% 7.7% 0.0% 52
1000人未満 6.3% 8.9% 74.7% 8.9% 1.3% 79
1000人以上 12.1% 2.8% 78.0% 6.4% 0.7% 141
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2

支部 19.2% 5.8% 69.2% 5.8% 0.0% 52
総計 10.9% 6.1% 75.4% 7.0% 0.6% 329

前回 （2012年） 9.3% 3.5% 77.9% 8.2% 1.1% 367

前々回 （2009年） 11.5% 4.9% 75.3% 7.4% 0.8% 365  
 

（４）非正規社員の組織化 

 非正規社員の組織化状況は、「パート・アルバイト・契約社員等」では、「組織化の予定

はない」が46.8％であり、「組織化の検討中である」（17.9％）、「既に組織化（正社員と同

一組合）している」（17.6％）「該当する非正規社員はいない」（12.2％）が続く。 

派遣社員・請負社員等では、「組織化の予定はない」が74.2％、「該当する非正規社員は

いない」（13.4％）、「組織化の検討中である」（6.7％）、「組織化に着手（正社員と同一組合）」

「既に組織化（正社員と別組合）」（いずれも1.2％）と続く。 

経年比較では、「既に組織化（正社員と同一組合）」が増加している一方、「組織化の予

定はない」がいまなお約半数を占めている。 

本部・支部・規模別にみると、本部は「組織化の検討中である」が19.7％と支部（7.7％）

より高い。一方、支部は「組織化の予定がない」が51.9％と本部（46.0％）より高い。ま

た、本部の組織規模の大きさに反比例して「組織化の予定なし」が低くなる。   
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問２４　組織化取り組み

17.6

0.3

0.0

1.2

3.6

1.2

0.9

0.3

6.7

17.9

74.2

46.8

13.4

12.2

2.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パート・アルバイト・
契約社員等(n=329)

派遣社員・
請負社員(n=329)

既に組織化（正社員と同一組合）している 既に組織化（正社員と別組合）している

組織化（正社員と同一組合）について着手している 組織化（正社員と別組合）について着手している

組織化の検討中である 組織化の予定はない

該当する非正規社員はいない 無回答
 

 

（問 24 非正規社員の組織化 パート・アルバイト・契約社員等） 

既
に
組
織
化

（
正
社
員

と
同
一
組
合

）
し
て
い

る 既
に
組
織
化

（
正
社
員

と
別
組
合

）
し
て
い
る

組
織
化

（
正
社
員
と
同

一
組
合

）
に
つ
い
て
着

手
し
て
い
る

組
織
化

（
正
社
員
と
別

組
合

）
に
つ
い
て
着
手

し
て
い
る

組
織
化
の
検
討
中
で
あ

る 組
織
化
の
予
定
は
な
い

該
当
す
る
非
正
規
社
員

は
い
な
い

無
回
答

集
計
数

本部 16.1% 0.0% 4.0% 0.0% 19.7% 46.0% 12.8% 1.5% 274
300人未満 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 55.8% 21.2% 0.0% 52
1000人未満 10.1% 0.0% 5.1% 0.0% 20.3% 49.4% 13.9% 1.3% 79
1000人以上 22.7% 0.0% 5.0% 0.0% 20.6% 40.4% 9.2% 2.1% 141
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 26.9% 0.0% 1.9% 1.9% 7.7% 51.9% 9.6% 0.0% 52
総計 17.6% 0.0% 3.6% 0.3% 17.9% 46.8% 12.2% 1.5% 329

前回 （2012年） 13.1% 0.3% 3.3% 0.0% 13.6% 50.7% 16.3% 2.7% 367

前々回 （2009年） 11.5% 0.3% 4.1% 0.0% 14.0% 53.7% 15.3% 1.1% 365  

 

 

問２４　非正規社員の組織化（パート、アルバイト、契約社員等）

11.5

13.1

17.6

0.3

0.0

0.3

4.1

3.6

3.3

0.3

0.0

0.0

14.0

13.6

17.9

53.7

50.7

46.8

15.3

16.3

12.2

2.7

1.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

既に組織化（同一組合） 既に組織化（別組合） 組織化（同一組合）着手 組織化（別組合）着手

組織化検討中 組織化予定なし 該当しない 無回答
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（５）組織化を行う理由 

 「既に組織化している」、「着手している」と回答した組合に組織化を行う理由を問うた

ところ、「パート・アルバイト・契約社員等」では、「非正規社員の総合福祉向上のため」、

「組織強化、組織防衛のため」がそれぞれ 25.4％と割合の多くを占め、「非正規社員の人

数が多いため」（16.9％）が続く。2012年調査と比較すると、「非正規社員の人数が多いた

め」の割合が8.7p増えている。 

 
非
正
規
社
員
の
人
数
が

多
い
た
め

非
正
規
社
員
が
重
要
な

業
務
を
担
当
し
て
い
る

た
め

非
正
規
社
員
の
人
数
が

多
く
重
要
な
業
務
も
担

当
し
て
い
る
た
め

上
部
団
体
の
方
針
の
た

め 企
業
の
発
展
に
必
要
あ

る
た
め

正
規
社
員
の
労
働
条
件

低
下
を
防
ぐ
た
め

非
正
規
社
員
の
総
合
福

祉
向
上
の
た
め

過
半
数
代
表
へ
の
対
応

の
た
め

組
織
強
化
・
組
織
防
衛

の
た
め

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

今回 （2015年） 16,9% 2.8% 11.3% 7.0% 5.6% 1.4% 25.4% 1.4% 25.4% 1.4% 1.4% 71

前回 （2012年） 8.2% 4.9% 18.0% 9.8% .4.9% 0.0% 19.7% 8.2% 23.0% 1.6% 1.6% 61

前々回 （2009年） 6.9% 12.1% 20.7% 15.5% 5.2% 3.4% 8.6% 5.2% 15.5% 3.4% 3.4% 58  

 

（６）非正規社員の組合費徴収基準（複数回答） 

 「既に組織化している」と回答した組合に組合費の徴収基準を問うたところ、正社員と

同一組合に非正規社員を組織化している組合では、「定率部分を変えている」の割合が最も

高く41.4％、「定額部分を変えている」（29.3％）、「正規社員組合員と同じ基準」（22.4％）

となっている。2012年調査から大きな変化はみられない。 

問２５－１　組織化理由

1.4

1.4

1.4

1.4

2.8

5.6

7.0

11.3

16.9

25.4

25.4

0％ 10％ 20％ 30％

非正規社員の総合福祉向上のため

組織強化・組織防衛のため

非正規社員の人数が多いため

非正規社員の人数が多く重要な業務も担当しているため

上部団体の方針のため

企業の発展に必要あるため

非正規社員が重要な業務を担当しているため

正規社員の労働条件低下を防ぐため

過半数代表への対応のため

その他

無回答
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正
規
社
員
組
合

員
と
同
じ
基
準

定
率
部
分
を
変

え
て
い
る

定
額
部
分
を
変

え
て
い
る

一
時
金
時
の
徴

収
を
変
え
て
い

る そ
の
他

組
合
費
は
徴
収

し
て
い
な
い

無
回
答

集
計
数

今回 （2015年） 22.4% 41.4% 29.3% 8.6% 12.1% 0.0% 3.4% 58

前回 （2012年） 28.6% 49.0% 20.4% 14.3% 8.2% 0.0% 2.0% 49

前々回 （2009年） 30.2% 46.5% 14.0% 9.3% 18.6% 0.0% 0.0% 43  

 

（７）非正規社員の組合役員の最高職位 

 非正規社員の組合役員としての最高職位は、「組合役員はいない」の割合が最も高く

43.1％、「支部執行委員」（12.1％）、「本部執行委員」（10.3％）が続く。2012 年調査と比

較すると、「組合役員はいない」の割合が20p弱増えている。 

問２６－２　非正規社員の組合役員の最高職位

6.9 10.3 8.6 12.1 6.9 43.1 1.7 5.2 5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=58)

本部三役 本部執行委員 支部三役

支部執行委員 職場代表 組合役員はいない

非正規社員は組合役員になれない その他 無回答

 
本
部
三
役

本
部
執
行
委
員

支
部
三
役

支
部
執
行
委
員

職
場
代
表

組
合
役
員
は
い

な
い

非
正
規
社
員
は

組
合
役
員
に
な

れ
な
い

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

今回 （2015年） 6.9% 10.3% 8.6% 12.1% 6.9% 43.1% 1.7% 5.2% 5.2% 58

前回 （2012年） 10.2% 18.4% 4.1% 20.4% 14.3% 24.5% 2.0% 6.1% 0.0% 49

前々回 （2009年） 4.7% 18.6% 7.0% 14.0% 7.0% 34.9% 9.3% 2.3% 2.3% 43  

 

（８）非正規社員の最高職位 

 非正規社員の最高職位は、「役職者はいない」の割合が最も高く77.3％、「主任クラス（職

場リーダー等）」（6.0％）、「管理職クラス（店長等）以上」（5.7％）が続く。2012 年調査

から大きな変化はみられない 
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問２７　非正規社員の最高職位

5.7 5.0 6.0 77.3 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=300)

管理職クラス（店長等）以上 係長クラス（職場長等） 主任クラス（職場リーダー等） 役職者はいない 無回答

 

管
理
職
ク
ラ
ス

（
店
長
等

）
以

上 係
長
ク
ラ
ス

（
職
場
長
等

）

主
任
ク
ラ
ス

（
職
場
リ
ー

ダ
ー
等

）

役
職
者
は
い
な

い 無
回
答

集
計
数

今回 （2015年） 5.7% 5.0% 6.0% 77.3% 6.0% 300
前回 （2012年） 6.1% 6.4% 5.2% 73.0% 9.4% 330
前々回 （2009年） 8.4% 7.2% 5.1% 67.1% 12.3% 334  

 

（９）非正規社員の担当業務状況 

 非正規社員の担当している仕事について、「パート・アルバイト・契約社員等」では、「定

型作業かつ周辺（補助）作業」の割合が最も高く 60.8％、「定型作業かつ基幹（重要な）

作業」（17.6％）、「非定型（管理）作業かつ周辺（補助）作業」（7.6％）が続く。 

「派遣社員・請負社員等」では、「定型作業かつ周辺（補助）作業」の割合が最も高く

52.6％、「定型作業かつ基幹（重要な）作業」（19.5％）、「非定型（管理）作業かつ周辺（補

助）作業」（10.3％）が続く。 
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（問28 非正規社員の担当業務状況） 

定
型
作
業
か
つ
周
辺

（
補
助

）
作
業

定
型
作
業
か
つ
基
幹

（
重
要
な

）
作
業

非
定
型

（
管
理

）
作

業
か
つ
周
辺

（
補

助

）
作
業

非
定
型

（
管
理

）
作

業
か
つ
基
幹

（
重
要

な

）
作
業

無
回
答

集
計
数

本部 60.2% 17.2% 8.0% 1.5% 13.1% 274
300人未満 48.1% 17.3% 11.5% 0.0% 23.1% 52
1000人未満 62.0% 15.2% 10.1% 0.0% 12.7% 79
1000人以上 63.1% 18.4% 5.7% 2.8% 9.9% 141
無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 61.5% 21.2% 5.8% 3.8% 7.7% 52
総計 60.8% 17.6% 7.6% 1.8% 12.2% 329
前回 （2012年） 60.3% 18.2% 7.9% 2.1% 11.5% 330
前々回 （2009年） 62.3% 15.3% 6.3% 1.8% 14.4% 334

本部 54.4% 18.2% 10.2% 2.6% 14.6% 274
300人未満 57.7% 13.5% 11.5% 1.9% 15.4% 52
1000人未満 51.9% 20.3% 10.1% 0.0% 17.7% 79
1000人以上 54.6% 18.4% 9.9% 4.3% 12.8% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 44.2% 26.9% 11.5% 3.8% 13.5% 52
総計 52.6% 19.5% 10.3% 3.0% 14.6% 329
前回 （2012年） 46.4% 23.0% 8.2% 3.9% 18.5% 330
前々回 （2009年） 56.3% 18.9% 6.9% 2.7% 15.3% 334

パート等

派遣等

 

 

（１０）非正規社員の良好な労働環境・労働条件を整備する施策（複数回答） 

 非正規社員の良好な労働環境・労働条件などを整備する施策についての考え方では、「非

正規社員の正社員への登用」の割合が最も高く57.1％、「法的な最低基準の向上」（25.5％）、

「正規社員の意識改革」（21.0％）が続く。経年比較では、「非正規社員の正社員への登用」

の割合が高い傾向は変わらず、「法的な最低基準の向上」の割合にやや下降傾向が見られる。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「非正規社員の組織化」が26.9％、「非正規社員 

の処遇に関する協議や非正規社員に適用される労働協約の締結」が21.2％と本部（16.4％、 

14.6％）よりも高い。 

また、本部では全般的に組織規模の大きさに比例して積極的な傾向がみられ、1,000 人

以上では「非正規社員の正社員への登用」が62.4％、「法的な最低基準の向上」が28.4％

と高くなっている。   
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（問29非正規社員の良好な労働環境・労働条件を整備する施策） 
人
事
賃
金
制
度
の
改
訂
に

よ
り

、
賃
金
を
正
規
社
員

並
み
と
す
る
こ
と

法
的
な
最
低
基
準
の
向
上

産
別
ミ
ニ
マ
ム
基
準
の
設

定 非
正
規
社
員
の
組
織
化

非
正
規
社
員
の
処
遇
に
関

す
る
協
議
や
適
用
さ
れ
る

労
働
協
約
の
締
結

非
正
規
社
員
の
正
社
員
へ

の
登
用

非
正
規
社
員
の
総
量
規
制

非
正
規
社
員
の
技
能
向
上

正
規
社
員
の
意
識
改
革

成
果
主
義
賃
金
制
度
の
導

入 そ
の
他

集
計
数

本部 13.1% 26.3% 10.6% 16.4% 14.6% 57.3% 2.9% 17.2% 21.9% 2.6% 3.6% 274
300人未満 9.6% 25.0% 9.6% 15.4% 13.5% 38.5% 1.9% 9.6% 19.2% 1.9% 11.5% 52
1000人未満 15.2% 24.1% 7.6% 12.7% 7.6% 59.5% 2.5% 19.0% 19.0% 3.8% 1.3% 79
1000人以上 13.5% 28.4% 12.8% 19.1% 19.1% 62.4% 3.5% 18.4% 24.1% 2.1% 2.1% 141
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 17.3% 21.2% 9.6% 26.9% 21.2% 59.6% 5.8% 15.4% 15.4% 0.0% 0.0% 52
総計 14.0% 25.5% 10.3% 17.9% 15.5% 57.1% 3.3% 16.7% 21.0% 2.1% 3.0% 329
前回 2012年 9.4% 29.1% 10.3% 15.2% 16.1% 49.1% 3.6% 19.4% 20.3% 4.5% 3.3% 330
前々回 2009年 10.8% 29.3% 10.5% 14.4% 18.9% 47.3% 6.3% 18.0% 24.0% 2.7% 2.7% 334  
 

 

 

 

 

           

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 45 －



５．春季賃金闘争の取り組み 

（１）賃金改善要求 

 2015 年の春季賃金闘争における賃金改善については、「組合員全員の月例賃金の改善を

要求した（いわゆるベースアップ）」の割合が最も多く65.7％、「賃金制度見直し（改訂）

のための賃金改善（賃金引上げ原資）を要求した」、「賃金改善の要求をしなかった」（それ

ぞれ14.6％）と続く。2012年調査との比較では、この数年の世の中の賃上げ（ベースアッ

プ）の潮流が数字からも明らかになっている。 

 本部・支部・規模別にみると、本部は組織規模の大きさに比例して「ベースアップ」要

求の割合が低下し、「賃金制度見直し」要求の割合が上昇している。 

 

（問 30 賃金改善の内容） 

組
合
員
全
員
の
月
例
賃

金
の
改
善
を
要
求
し
た

賃
金
制
度
見
直
し

（
改

訂

）
の
た
め
の
賃
金
改

善
を
要
求
し
た

賃
金
改
善
の
要
求
を
し

な
か

っ
た

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 64.2% 16.1% 13.9% 5.1% 0.7% 274
300人未満 73.1% 11.5% 13.5% 1.9% 0.0% 52
1000人未満 63.3% 13.9% 16.5% 5.1% 1.3% 79
1000人以上 62.4% 17.7% 12.8% 6.4% 0.7% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 73.1% 7.7% 17.3% 1.9% 0.0% 52
総計 65.7% 14.6% 14.6% 4.6% 0.6% 329

前回 (2012年) 23.7% 25.9% 44.4% 4.9% 1.1% 367

前々回 (2009年) 51.2% 14.2% 28.2% 6.3% 0.0% 365  

 

問３０　賃金改善の内容

51.2

23.7

65.7

14.2

25.9

14.6

44.4

14.6

28.2 6.3

4.9

4.6

0.0

1.1

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

組合員全員の月例賃金の改善を要求した 賃金制度見直しのための賃金改善を要求した

賃金改善の要求をしなかった その他

無回答

－ 46 －



（２）要求獲得状況 

 要求した 264 組合のなかでの要求の獲得状況は、「一部獲得できた」の割合が最も多く

65.2％、「獲得できなかった」（15.2％）、「ほぼ獲得できた」（11.7％）などが続く。経年比

較では、2012年調査時に対し、「一部獲得」の割合が顕著に増えている。 

 

（問31 要求獲得状況） 

要
求
ど
お
り
獲
得
で
き
た

ほ
ぼ
獲
得
で
き
た

一
部
獲
得
で
き
た

獲
得
で
き
な
か

っ
た

無
回
答

集
計
数

本部 6.8% 10.9% 66.4% 15.9% 0.0% 220
300人未満 2.3% 18.2% 43.2% 36.4% 0.0% 44
1000人未満 6.6% 6.6% 77.0% 9.8% 0.0% 61
1000人以上 8.8% 10.6% 69.0% 11.5% 0.0% 113
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2

支部 11.9% 16.7% 59.5% 9.5% 2.4% 42
総計 7.6% 11.7% 65.2% 15.2% 0.4% 264

前回 (2012年) 15.9% 20.3% 25.8% 35.7% 2.2% 182

前々回 (2009年) 2.7% 4.8% 27.8% 63.6% 1.1% 187  

 

（３）ベア要求をしなかった理由（複数回答） 

 「賃金改善を要求しなかった」（回答数：63）の主な理由は、「経営の業績見通しが悪い

ため」の割合が最も高く 36.5％、「経営の業績が悪かったため」、「雇用の維持、確保を重

視したため」、「複数年分の取り組みをしているため」（それぞれ 20.6％）が続く。経年比

較では、「経営の業績見通しが悪いため」「経営の業績が悪かったため」の割合が低くなっ

ている。 

問３１　要求獲得状況

2.7

15.9

7.6

4.8

11.7

20.3 25.8

65.2

27.8 63.6

35.7

15.2

1.1

2.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

要求どおり獲得できた ほぼ獲得できた 一部獲得した 獲得できなかった 無回答
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問３２　ベア要求しなかった理由

30.3

34.8

0.0

42.6

31.5

20.6

34.2

39.2

36.5

25.8

26.5

20.6

8.4

13.8

6.3

11.0

3.3

20.6

12.3

21.5

0.0

2.6

12.7

0.0

5.8

6.6

7.9

10.3

11.0

7.9

3.9

8.8

3.2

7.7

10.5

17.5

10.3

4.4

9.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

経済指標が悪化 経営の業績 経営の業績見通し 雇用の確保を重視

水準が高い 複数年 上部団体の方針 他が要求していない

成果主義 賃金以外に力点 制度改定＝ベースアップ その他

無回答
 

 

 

問３２　ベア要求しなかった理由

9.5

3.2

6.3

7.9

7.9

17.5

20.6

20.6

20.6

36.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

経営の業績見通しが悪いため

経営の業績が悪かったため

雇用の維持・確保を重視したため

複数年分の取り組みをしているため

その他

成果主義賃金制度が導入されているため

労働条件向上や福利厚生の充実に力点を置いたため

世間相場の水準に比べ高い水準にあるため

制度改定は、実質ベースアップと同じと捉えているため

無回答

n＝63

n＝181

n＝155 
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（４）定昇制度 

 定期昇給制度については、「評価（能力や成果など）を主要因とした賃金の定期的な昇給

制度がある」の割合が最も高く 60.5％、「年功を主要因とした賃金の定期的な昇給制度が

ある」（25.8％）、「定期的昇給制度はなく、賃金改善を含む賃金改訂交渉を行っている」

（8.5％）が続く。 

経年比較では、「評価（能力や成果など）を主要因とした賃金の定期的な昇給制度があ

る」が増加傾向、「年功を主要因とした賃金の定期的な昇給制度がある」が減少傾向にそれ

ぞれあり、制度を有する割合の増加傾向が続いている。 

本部・支部・規模別にみると、支部の「年功を主要因とした賃金の定期的な昇給制度」 

が 32.7％と本部（24.8％）よりもやや高い。また、本部では組織規模の大きさに比例して

「評価を主要因とした賃金の定期的な昇給制度」の割合が高く、「年功を主要因とした賃金

の定期的な昇給制度」が低下する傾向がみられる。 

 

（問 33 定昇） 

年
功
を
主
要
因
と
し
た

賃
金
の
定
期
的
な
昇
給

制
度
が
あ
る

評
価
を
主
要
因
と
し
た

賃
金
の
定
期
的
な
昇
給

制
度
が
あ
る

定
期
的
昇
給
制
度
は
な

い
が

、
同
一
な
内
容
で

確
保
し
て
い
る

定
期
的
昇
給
制
度
は
な

く

、
賃
金
改
訂
交
渉
を

行

っ
て
い
る

無
回
答

集
計
数

本部 24.8% 59.9% 5.8% 9.5% 0.0% 274
300人未満 28.8% 50.0% 9.6% 11.5% 0.0% 52
1000人未満 24.1% 58.2% 6.3% 11.4% 0.0% 79
1000人以上 24.1% 64.5% 4.3% 7.1% 0.0% 141
無回答 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2

支部 32.7% 61.5% 1.9% 3.8% 0.0% 52
総計 25.8% 60.5% 5.2% 8.5% 0.0% 329
前回 2012年 31.1% 53.1% 7.4% 8.2% 0.3% 367
前々回 2009年 29.9% 52.1% 5.2% 11.5% 1.4% 365  

問３３　定昇

25.8

31.1

29.9

60.5

53.1

52.1

5.2

5.2

7.4

8.5

8.2

11.5

0.0

0.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

年功を主要因とした賃金の定期的な昇給制度がある

評価（能力や成果など）を主要因とした定期昇給制度がある

制度はないが賃金改善要求において同一内容で確保している

昇給制度はなく、賃金改善を含む賃金改訂交渉を行っている

無回答
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（５）定昇実施状況 

 定昇の実施状況は、「制度どおり実施された」の割合が最も高く 95.8％であった。経年

比較では、「制度どおり実施された」の割合の増加傾向が続いている。 

 本部・支部・規模別にみると、支部の「制度どおり実施された」は 98.0％で、本部（95.3％）

よりもやや高い。また、本部では、組織規模が大きいほど「制度どおり実施された」が高

い傾向がみられる。  

 

（問 34 定昇実施状況） 

制
度
ど
お
り
実
施
さ
れ
た

実
施
金
額

、
実
施
時
期
な

ど
は
制
度
ど
お
り
で
は
な

い
が
実
施
さ
れ
た

実
施
が
見
送
ら
れ
た

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 95.3% 3.0% 0.0% 0.9% 0.9% 232
300人未満 95.1% 2.4% 0.0% 0.0% 2.4% 41
1000人未満 92.3% 4.6% 0.0% 1.5% 1.5% 65
1000人以上 96.8% 2.4% 0.0% 0.8% 0.0% 125
無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1

支部 98.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 49
総計 95.8% 2.8% 0.0% 0.7% 0.7% 284

前回 (2012年) 94.8% 2.6% 1.6% 0.0% 1.0% 309

前々回 (2009年) 94.3% 4.7% 0.3% 0.3% 0.3% 299    

 

問３４　定昇実施状況

94.3

94.8

95.8

4.7

2.6

2.8

1.6

0.0

0.3
0.3

0.0

0.7
0.7

1.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

制度どおり実施された

実施金額、実施時期などは制度どおりではないが実施された

実施が見送られた

その他

無回答
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（６）一時金決定方式 

 2015年度の一時金の決定方式は、「都度交渉方式で決定した（する）」が66.9％、「業績

連動方式で決定した（する）」が29.2％であった。経年比較では、「業績連動」の割合が持

ち直してきている。 

 本部・支部・規模別にみると、本部は「業績連動方式で決定した」が 29.9％と支部より 

やや高く、支部は「都度交渉で決定した」が本部より 73.1％とやや高い。本部では 1,000 

人未満「都度交渉で決定した」が 75.9％と高く、1,000 人以上で「業績連動方式で決定し 

た」が 34.8％と高くなっている。 

 

（問 35－1 一時金決定方式） 

都
度
交
渉
方
式
で
決

定
し
た

（
す
る

）

業
績
連
動
方
式
で
決

定
し
た

（
す
る

）

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 66.1% 29.9% 3.6% 0.4% 274
300人未満 65.4% 32.7% 0.0% 1.9% 52
1000人未満 75.9% 19.0% 5.1% 0.0% 79
1000人以上 61.0% 34.8% 4.3% 0.0% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 73.1% 23.1% 3.8% 0.0% 52
総計 66.9% 29.2% 3.6% 0.3% 329

前回 2012年 76.0% 18.5% 4.9% 0.5% 367

前々回 2009年 68.8% 26.3% 4.4% 0.5% 365  

 

 

 

問３５－１　一時金決定方式

68.8

76.0

66.9

26.3

18.5

29.2

4.9

3.6

4.4 0.5

0.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

都度交渉方式で決定した（する） 業績連動方式で決定した（する） その他 無回答
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（７）一時金実施状況 

 前年と比較した一時金の支給水準は、「ほぼ同じ水準」の割合が最も高く54.4％、「高い

水準」（33.4％）、「低い水準」（10.3％）が続く。経年比較では、「ほぼ同じ水準」の割合が

増えており、「低い水準」の割合が低くなっている。 

 本部・支部・規模別にみると、支部の「高い水準」は 42.3％で、本部（32.1％）よりも

高い。また、本部は組織規模の大きさに比例して「高い水準」の割合が高く、「ほぼ同じ水

準」の割合が低い傾向がみられる。 

 

（問 35－2 一時金の状況） 

高
い
水
準

ほ
ぼ
同
じ
水
準

低
い
水
準

実
施
さ
れ
て
い
な
い

無
回
答

集
計
数

本部 32.1% 55.8% 10.2% 1.5% 0.4% 274
300人未満 15.4% 75.0% 7.7% 1.9% 0.0% 52
1000人未満 31.6% 55.7% 11.4% 0.0% 1.3% 79
1000人以上 38.3% 49.6% 9.9% 2.1% 0.0% 141
無回答 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 42.3% 46.2% 9.6% 1.9% 0.0% 52
総計 33.4% 54.4% 10.3% 1.5% 0.3% 329

前回 2012年 19.9% 51.2% 27.8% 0.5% 0.5% 367

前々回 2009年 6.0% 33.2% 59.5% 1.1% 0.3% 365  

          

 

 

 

問３５－２　一時金の状況

6.0

19.9

33.4

33.2

51.2

54.4

27.8

10.3

59.5 1.1

0.5

1.5

0.5

0.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

高い水準 ほぼ同じ水準 低い水準 実施されていない 無回答

－ 52 －



６．労使関係 

（１）労働協約締結状況 

 労働協約の締結状況は、「基本的労働条件等の規範的部分（労働条件やその他労働者の処

遇に関する基準）まで含めた労働協約を締結している」の割合が最も高く 73.6％、「グル

ープ会社・関連会社あるいは非正規社員にも適用される包括的な労働協約を締結している」

（14.0％）、「団体交渉や平和条項等といった債務的部分（団体交渉のルールなど使用者と

労働組合との関係の約束）を規律したのみ労働協約を締結している」（10.0％）が続く。経

年比較では、大きな変化は見られない。 

 本部・支部・規模別にみると、「基本的労働条件等の規範的部分まで含めた労働協約を締

結している」は 1,000 人以上で 77.3％と他の組織規模と比べやや高い。また、「グルー

プ会社・関連会社あるいは非正規社員にも適用される包括的な労働協約を締結してい

る」は支部で26.9％と本部（11.7％）よりも高い。     

 

（問 36 労働協約締結状況） 

グ
ル

ー
プ
会
社
・
関
連
会

社
あ
る
い
は
非
正
規
社
員

に
も
適
用
さ
れ
る

基
本
的
労
働
条
件
等
の
規

範
的
部
分

団
体
交
渉
や
平
和
条
項
等

と
い

っ
た
債
務
的
部
分

締
結
し
て
お
ら
ず

、
労
使

協
定
や
覚
書
の
み

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 11.7% 75.2% 10.9% 1.5% 0.7% 0.0% 274
300人未満 7.7% 75.0% 9.6% 3.8% 3.8% 0.0% 52
1000人未満 13.9% 70.9% 13.9% 1.3% 0.0% 0.0% 79
1000人以上 12.1% 77.3% 9.9% 0.7% 0.0% 0.0% 141
無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 26.9% 65.4% 5.8% 1.9% 0.0% 0.0% 52
総計 14.0% 73.6% 10.0% 1.5% 0.6% 0.3% 329  

問３６　労働協約締結状況

14.0

11.7

12.3

73.6

73.3

74.8 8.2

10.0

7.6

3.8

1.5

3.0

0.6

3.0

0.5
0.3

0.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

グループ会社等にも適用される包括的な労働協約を締結 基本的労働条件等の規範的部分まで含めた労働協約を締結

団体交渉等債務的部分を規律したのみ労働協約を締結 労働協約は締結しておらず、労使協定や覚書のみ締結

その他 無回答

－ 53 －



（２）労使協議 

 労使協議の制度については、「労働協約に明文化された形で制度化されている」の割合が

最も高く 85.1％、「労働協約には明文化されていないが、必要により実施している」

（14.0％）などとなっている。経年比較では、大きな変化は見られない。 

本部・支部・規模別にみると、支部は「労働協約に明文化された形で制度化されている」 

が 88.5％で本部（84.7％）よりもやや高い。また、本部では組織規模の大きさに比例して

「労働協約に明文化された形で制度化されている」が高い傾向がみられる。 

（問 37-1） 

労
働
協
約
に
明
文
化
さ
れ

た
形
で
制
度
化
さ
れ
て
い

る 労
働
協
約
に
は
明
文
化
さ

れ
て
な
い
が

、
必
要
に
よ

り
実
施
し
て
い
る

制
度
が
な
く

、
全
て
団
体

交
渉
と
し
て
実
施
し
て
い

る 無
回
答

集
計
数

本部 84.7% 15.0% 0.4% 0.0% 274
300人未満 73.1% 26.9% 0.0% 0.0% 52
1000人未満 87.3% 11.4% 1.3% 0.0% 79
1000人以上 87.2% 12.8% 0.0% 0.0% 141
無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 88.5% 9.6% 0.0% 1.9% 52
総計 85.1% 14.0% 0.3% 0.6% 329

前回 （2012年） 83.1% 15.3% 1.4% 0.3% 367

前々回 （2009年） 84.4% 14.5% 0.5% 0.5% 365  

            

（３）各種専門委員会の有無（複数回答） 

 労使協議機関の下部組織としての各種専門委員会の有無では、「安全衛生委員会」の割合

が最も高く 88.7％、「休日・労働時間委員会」（41.2％）、「福利・厚生委員会」（34.1％）

が続く。2012年調査と比べると、大きな変化は見られない。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は本部よりも全般的に委員会設置率が高く、特に「休 

日・労働時間委員会」（61.5％）、「生産性委員会」（30.8％）、「男女平等委員会」（21.2％）、 

「福利・厚生委員会」（53.8％）の設置率が本部（37.0％、17.9％、7.0％、30.8％）より 

も高い。また、本部では組織規模の大きさに比例し、各委員会の設置率が高い傾向がみら 

れる。 
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（問 37－2 専門委員会） 

安
全
衛
生

委
員
会

休
日
・
労

働
時
間
委

員
会

賃
金
委
員

会 住
宅
助
成

に
関
す
る

委
員
会

生
産
性
委

員
会

男
女
平
等

委
員
会

福
利
・
厚

生
委
員
会

ワ
ー

ク
・

ラ
イ
フ
・

バ
ラ
ン
ス

委
員
会

そ
の
他

な
し

無
回
答

集
計
数

本部 88.3% 37.0% 26.7% 4.4% 17.9% 7.0% 30.8% 21.2% 20.1% 7.7% 0.0% 273
300人未満 71.2% 17.3% 7.7% 0.0% 9.6% 0.0% 13.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 52
1000人未満 91.0% 33.3% 28.2% 5.1% 17.9% 5.1% 25.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 78
1000人以上 92.9% 46.1% 32.6% 5.7% 20.6% 10.6% 40.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 141
無回答 100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 92.3% 61.5% 26.9% 11.5% 30.8% 21.2% 53.8% 28.8% 19.2% 1.9% 0.0% 52
総計 88.7% 41.2% 27.1% 5.5% 20.1% 9.1% 34.1% 22.6% 19.8% 6.7% 0.0% 328

前回 (2012年) 88.4% 38.5% 27.4% 6.9% 21.9% 5.5% 33.2% 15.0% 23.0% 6.9% 0.6% 361

前々回 (2009年) 88.9% 47.4% 26.9% 6.9% 21.1% 6.6% 36.8% 16.6% 25.8% 4.4% 0.8% 361  

            

（４）会社側出席者の最高位 

 労使協議における会社側出席者の最高位では、「社長・会長等の最高責任者」の割合が最

も高く53.7％、「人事担当副社長等の人事労務部門責任者（代表取締役）以下」（18.1％）、

「人事労務部門役員等（代表取締役ではないが取締役）以下」（17.5％）が続く。2012 年

調査と比べると、大きな変化は見られない。 

 本部・支部・規模別にみると、本部は規模の大きさに比例して「社長・会長等の最高責

任者」の割合が高くなっている。 

（問 37－3 会社側出席者の最高位） 

社
長
・
会
長
等
の
最
高

責
任
者

人
事
担
当
副
社
長
等
の

人
事
労
務
部
門
責
任
者

（
代
表
取
締
役

）

人
事
労
務
部
門
役
員
等

（
代
表
取
締
役
で
は
な

い
が
取
締
役

）

人
事
労
務
部
門
執
行
役

員
等

（
取
締
役
で
は
な

い
業
務
執
行
責
任
者

）

無
回
答

集
計
数

本部 53.5% 16.1% 18.7% 11.7% 0.0% 273
300人未満 38.5% 26.9% 19.2% 15.4% 0.0% 52
1000人未満 53.8% 16.7% 17.9% 11.5% 0.0% 78
1000人以上 58.2% 12.1% 19.1% 10.6% 0.0% 141
無回答 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 54.9% 29.4% 9.8% 5.9% 0.0% 51
総計 53.7% 18.1% 17.5% 10.7% 0.0% 326

前回 (2012年) 52.9% 17.5% 18.0% 11.1% 0.6% 361

前々回 (2009年) 55.1% 16.1% 20.8% 7.8% 0.3% 361  
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（５）労使協議開催回数 

 年間を通じた平均的な労使協議の開催回数は、「1-4回」の割合が最も高く27.9％、「20

回以上」（22.4％）、「10-14回」（20.2％）、「5-9回」（19.6％）が続く。全体の平均は18.4

回で、2012年調査（平均開催回数のみ記入の設問）の15.2回に対し3.2回増加している。

2012年調査と比べると、大きな変化は見られない。 

０
回

１
～

４
回

５
～

９
回

１
０
～

１
４
回

１
５
～

１
９
回

２
０
回
以
上

無
回
答

今回 2015年 0.3% 27.9% 19.6% 20.2% 7.4% 22.4% 2.1% 326

前回 2012年 0.3% 25.2% 21.1% 27.7% 6.6% 16.6% 2.5% 361

      

（６）労使協議の開催状況（複数回答） 

 労使協議の最近の開催状況について、「特に問題があるとは認識していない」の割合が最

も高く46.3％、「経営からの情報に新鮮味がない」（17.5％）、「重要な内容になると三役折

衝が重視されている」（14.7％）が続く。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「特に問題があると認識していない」が54.9％と

本部（45.1％）よりも高い。また、本部では、組織規模の大きさに反比例して「マンネリ

化して面白くない」「経営からの情報に新鮮味がない」が低い傾向がみられる。 

（問 37－5 労使協議の問題点） 

マ
ン
ネ
リ
化
し
て
面
白

く
な
い

経
営
か
ら
の
情
報
に
新

鮮
味
が
な
い

発
言
し
に
く
く

、
協
議

が
活
発
で
な
い

ト

ッ
プ
ま
た
は
相
当
す

る
権
限
を
持

っ
た
責
任

者
の
出
席
が
な
い

重
要
な
内
容
に
な
る
と

三
役
折
衝
が
重
視
さ
れ

て
い
る

個
別
折
衝
や
事
前
折
衝

が
頻
繁
に
行
わ
れ
す
ぎ

る イ
ン
サ
イ
ダ
ー

取
引
等

の
関
係
で

、
情
報
が
得

ら
れ
な
く
な

っ
た

特
に
問
題
が
あ
る
と
は

認
識
し
て
い
な
い

そ
の
他

集
計
数

本部 15.0% 18.3% 11.0% 6.6% 14.3% 4.4% 7.0% 45.1% 2.6% 273
300人未満 19.2% 32.7% 9.6% 9.6% 13.5% 7.7% 1.9% 36.5% 0.0% 52
1000人未満 15.4% 20.5% 14.1% 9.0% 10.3% 3.8% 7.7% 38.5% 1.3% 78
1000人以上 12.8% 11.3% 9.9% 4.3% 17.0% 3.5% 8.5% 52.5% 3.5% 141
無回答 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 2

支部 9.8% 11.8% 9.8% 2.0% 15.7% 2.0% 5.9% 54.9% 0.0% 51
総計 14.4% 17.5% 11.0% 5.8% 14.7% 4.3% 6.7% 46.3% 2.1% 326  
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（７）労使協議における事前協議の原則について（前回より新設） 

労使協議における事前協議の原則について、「以前と同様に守られている」の割合が最

も高く 77.0％、「以前に比べると時々、守られていない」（19.0％）、「以前からまったく守

られていない」（0.9％）が続く。 

本部・支部・規模別にみると、本部では組織規模の大きさに比例して「以前と同様に守

られている」の割合が高い傾向がみられる。      

（問 37－6 労使協議における事前協議の原則） 

以
前
と
同
様
に

守
ら
れ
て
い
る

以
前
に
比
べ
る

と
時
々

、
守
ら

れ
て
い
な
い

以
前
に
比
べ
る

と
ま

っ
た
く
守

ら
れ
て
い
な
い

以
前
か
ら
ま

っ

た
く
守
ら
れ
て

い
な
い

無
回
答

集
計
数

本部 76.9% 19.4% 0.4% 1.1% 2.2% 273
300人未満 69.2% 26.9% 1.9% 1.9% 0.0% 52
1000人未満 70.5% 23.1% 0.0% 1.3% 5.1% 78
1000人以上 83.7% 14.9% 0.0% 0.0% 1.4% 141
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 2

支部 78.4% 15.7% 2.0% 0.0% 3.9% 51
総計 77.0% 19.0% 0.6% 0.9% 2.5% 326  

 

（８）労使協議内容の確認 

 労使協議内容の確認については、「議事録は労使で作成し、確認する」の割合が最も多く

40.5％、「議事録は、労使それぞれが作成するが、特に確認はしない」（17.5％）、「議事録

は、労使それぞれが作成してお互いが確認する」（16.3％）、「議事録は、会社側だけ作成す

る」（15.6％）の順であった。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「議事録は労使で作成し、確認する」が 47.1％、

「議事録は会社側だけ作成する」が21.6％と本部（39.2％、14.7％）よりもやや高い。      

また、本部では、300 人以下で「議事録は、労使それぞれが作成するが、特に確認しな

い」「議事録は、会社側だけ作成する」が各25.0％と高く、1,000人以上で「議事録は労使

で作成し、確認する」が48.9％、「議事録は、労使それぞれが作成してお互いが確認する」

が21.3％と高い。 
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（問 37-7 労使協議内容の確認） 

議
事
録
は
労
使
で
作
成

し

、
確
認
す
る

議
事
録
は

、
労
使
そ
れ

ぞ
れ
が
作
成
し
て
お
互

い
が
確
認
す
る

議
事
録
は

、
労
使
そ
れ

ぞ
れ
が
作
成
す
る
が

、

特
に
確
認
は
し
な
い

議
事
録
は

、
会
社
側
だ

け
作
成
す
る

議
事
録
は
ど
ち
ら
も
作

成
し
な
い

無
回
答

集
計
数

本部 39.2% 17.2% 19.0% 14.7% 8.1% 1.8% 273
300人未満 30.8% 9.6% 25.0% 25.0% 9.6% 0.0% 52
1000人未満 28.2% 14.1% 21.8% 17.9% 15.4% 2.6% 78
1000人以上 48.9% 21.3% 14.9% 9.2% 3.5% 2.1% 141
無回答 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

支部 47.1% 11.8% 9.8% 21.6% 5.9% 3.9% 51
総計 40.5% 16.3% 17.5% 15.6% 8.0% 2.1% 326  
 

（９）労使協議内容の周知（複数回答） 

 労使協議内容の職場への周知は、「労使協議ニュース等のビラを職場に配布する」の割合

が最も高く66.0％、「職場に組合役員・委員等が報告する」（58.0％）、「組合掲示板に掲載

する」（30.7％）が続く。2012年調査との比較では、「職場に組合役員・委員等が報告する」

が6.2p増加している。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「職場に組合役員・委員等が報告する」が64.7％ 

と本部（57.1％）よりも高い。また、本部では組織規模の大きさに比例して周知方法が多 

様化する傾向がみられる。 

（問37-8 労使協議内容の周知） 

労
使
協
議
ニ

ュ
ー

ス
等
の
ビ
ラ
を
職

場
に
配
布
す
る

組
合
掲
示
板
に
掲

載
す
る

メ
ー

ル
や
ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ
等
で
周
知

す
る

職
場
に
組
合
役

員
・
委
員
等
が
報

告
す
る

特
に
な
に
も
し
な

い 無
回
答

集
計
数

本部 66.0% 30.8% 29.7% 57.1% 2.9% 0.0% 273
300人未満 63.7% 11.5% 19.2% 50.0% 7.7% 0.0% 52
1000人未満 38.5% 30.8% 19.2% 48.7% 2.6% 0.0% 78
1000人以上 59.0% 37.6% 39.7% 64.5% 1.4% 0.0% 141
無回答 77.2% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 65.0% 31.4% 29.4% 64.7% 0.0% 0.0% 51
総計 66.0% 30.7% 29.8% 58.0% 2.8% 0.0% 326

前回 (2012年) 61.8% 29.9% 25.8% 51.8% 2.5% 2.2% 361

前々回 (2009年) 64.8% 26.0% 23.8% 43.8% 3.6% 1.1% 361  
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（10）労使協議の満足度 

 労使協議の運営の満足では、「やや満足している」が50.3％、「満足している」が23.6％、

「やや不満である」が20.6％、「不満である」が2.8％であった。2012年調査と比べると、

大きな変化は見られない。 

 本部・支部・規模別にみると、支部の満足計（「満足している」＋「やや満足している」）

は80.4％で本部（72.8％）よりも高い。また、本部では組織規模の大きさに比例して満足

の割合と満足の程度が高くなる傾向がみられる。 

（問37－9 労使協議の満足度） 

満
足
し
て
い
る

や
や
満
足
し
て
い
る

や
や
不
満
で
あ
る

不
満
で
あ
る

無
回
答

集
計
数

満
足
計

不
満
計

本部 22.3% 50.5% 21.6% 3.3% 2.2% 273 72.8% 24.9%

300人未満 13.5% 46.2% 34.6% 3.8% 1.9% 52 59.7% 38.4%

1000人未満 15.4% 48.7% 30.8% 2.6% 2.6% 78 64.1% 33.4%

1000人以上 29.8% 52.5% 12.1% 3.5% 2.1% 141 82.3% 15.6%

無回答 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 100.0% 0.0%

支部 31.4% 49.0% 13.7% 0.0% 5.9% 51 80.4% 13.7%

総計 23.6% 50.3% 20.6% 2.8% 2.8% 326 73.9% 23.4%

前回 (2012年) 19.7% 55.7% 21.9% 2.2% 0.6% 361 75.4% 24.1%

前々回 (2009年) 23.0% 49.9% 21.3% 4.4% 1.4% 361 72.9% 25.7%  

 

（11）労使職場懇談会のテーマ（複数回答） 

 労使職場懇談会で話し合われるテーマでは、「安全衛生に関すること」の割合が最も高く

76.6％、「休日・労働時間に関すること」（75.1％）「日常業務の運営に関すること」（66.6％）、

が続く。2012年調査に比べ「休日・労働時間に関すること」が8.6p増えている。 

本部・支部・規模別にみると、支部は「教育訓練に関すること」が53.8％、「生産・販 

売などの計画に関すること」が61.5％、「日常業務の運営に関すること」が75.0％と本部 

（40.9％、53.6％、64.6％）よりも高い。また、本部では、組織規模の大きさに比例して 

「休日・労働時間に関すること」「日常業務の運営に関すること」の割合が高い傾向がみら 

れる。   
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（問 38 労使職場懇談会のテーマ） 

安
全
衛
生
に
関

す
る
こ
と

休
日
・
労
働
時

間
に
関
す
る
こ

と 教
育
訓
練
に
関

す
る
こ
と

生
産
・
販
売
な

ど
の
計
画
に
関

す
る
こ
と

日
常
業
務
の
運

営
に
関
す
る
こ

と 福
利
厚
生
に
関

す
る
こ
と

そ
の
他

職
場
懇
談
会
は

な
い

無
回
答

集
計
数

本部 76.3% 75.2% 40.9% 53.6% 64.6% 51.5% 6.6% 10.2% 0.4% 274

300人未満 80.8% 69.2% 25.0% 44.2% 57.7% 48.1% 5.8% 9.6% 0.0% 52

1000人未満 67.1% 73.4% 46.8% 55.7% 59.5% 45.6% 2.5% 17.7% 0.0% 79

1000人以上 80.1% 78.7% 43.3% 55.3% 69.5% 56.0% 8.5% 6.4% 0.7% 141

無回答 50.0% 50.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 78.8% 73.1% 53.8% 61.5% 75.0% 55.8% 11.5% 7.7% 1.9% 52

総計 76.6% 75.1% 43.2% 54.4% 66.6% 52.0% 7.3% 9.7% 0.6% 329

前回 (2012年) 71.2% 66.5% 47.6% 57.6% 63.4% 50.7% 6.4% 14.4% 1.1% 361

前々回 (2009年) 69.0% 64.8% 40.7% 56.2% 66.5% 49.9% 5.0% 12.7% 1.4% 361  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３８　労使職場懇談会のテーマ

0.6

7.3

9.7

43.2

52.0

54.4

66.6

75.1

76.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

安全衛生に関すること

休日・労働時間に関すること

日常業務の運営に関すること

生産・販売などの計画に関すること

福利厚生に関すること

教育訓練に関すること

職場懇談会はない

その他

無回答
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（12）各テーマの重視度合い、話し合いの場、結果の満足度 

１）重視する度合い 

「重視する」でみると「賞与・一時金の改定」の割合が最も高く 77.2％、「労働安全・

衛生への対応」（70.2％）、「メンタルヘルス」（69.0％）、「３６協定の取り扱いについて」

（67.2％）、「基本給の改定」（66.9％）、が続く。 

2012年調査と比べると、「労働時間の短縮」（15.8p増）、基本給の改定（15.4p増）、「男

女の均等の取り扱い」（13.2p 増）が大きくポイントを増やしている一方、「定年延長（再

雇用等含む）への対応」は12.0p減となっている。 

 

 

２）話し合いの場 

①「団体交渉」では、「賞与・一時金の改定」の割合が最も高く62.3％、「基本給の改定」

（53.5％）、「賃金制度の改定」（44.7％）、「個別賃金額の見直し」（35.9％）、「退職金、

退職年金の見直し」（29.5％）が続く。いずれも2012年調査と比較して大きな変化は

ない。 

 

②「労使協議」では、「労働安全・衛生への対応」の割合が最も高く84.2％、「作業条件・

職場環境の改善」（78.7％）、「メンタルヘルス」（78.4％）、「36協定の取り扱いについ

て」（76.3％）、「ワーク・ライフ・バランスの推進」（72.0％）が続く。いずれも2012

年調査と比較して大きな変化はない。 

 

③「苦情処理」では、「賃金・評価等の苦情処理への対応」の割合が最も高く 25.8％、

「ハラスメントへの対応」（19.8％）、「メンタルヘルス」（8.2％）、「作業条件・職場

環境の改善」（7.9％）、「出向・転籍」「労働安全・衛生への対応」（それぞれ 6.7％）

が続く。2012 年調査と比べると、前回 5 番目であった「福利厚生」は 6.5p 減となっ

ている。 
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④「扱っていない」では、「派遣社員・請負社員等の労働条件」の割合が最も高く66.9％、

「派遣社員・請負社員等の活用」（61.7％）、「パート・アルバイト・契約社員等の労

働条件」（55.6％）、「希望退職」（54.4％）、「パート・アルバイト・契約社員等の活用」

（52.0％）と続く。2012 年調査と比べると、「定年延長（再雇用等含む）への対応」

が14p増となっている。 

 

３）結果の満足度 

①「満足」では、「賞与・一時金の改定」の割合が最も高く37.4％、「育児・介護休業制

度」（24.3％）、「３６協定の取り扱いについて」（23.7％）、「労働安全・衛生への対応」

（22.8％）、「基本給の改定」（21.6％）が続く。いずれも2012年調査と比較して大き

な変化はない。 

 

②「不満」では、「労働時間の短縮」の割合が最も高く 24.9％、「要員計画」（17.0％）、

「基本給の改定」（15.8％）、「賞与・一時金の改定」（14.9％）、「評価制度の改善」（14.6％）、

「賃金制度の改定」、「３６協定の取り扱いについて」（それぞれ 14.0％）が続く。2012

年調査と比べると「３６協定の取り扱いについて」（3.6p増）が順位を上げている。 
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問３９ 各テーマの重視度合い、話し合いの場、結果の満足度 

 

※カッコ内は2012年調査結果の数値 

重視
する

やや重視
する

あまり重視
しない

重視
しない

無回答
団体
交渉

労使
協議

苦情
処理

扱って
いない

無回答 満足
どちらとも
言えない

不満 無回答

1. 賃金制度の改定
64.4

(55.3)
24.9

(31.6)
6.7

(8.2)
0.6

(2.5)
3.3

(2.5)
44.7

(42.8)
54.7

(50.4)
1.2

(2.2)
14.9

(19.1)
4.0

(4.1)
19.8

(14.2)
54.1

(52.0)
14.0

(13.1)
12.2

(20.7)

2. 基本給の改定
66.9

(51.5)
22.8

(26.4)
7.3

(15.8)
0.3

(2.5)
2.7

(3.8)
53.5

(46.0)
46.8

(39.2)
1.2

(1.4)
12.5

(22.3)
2.7

(4.6)
21.6

(14.2)
52.3

(48.8)
15.8

(13.9)
10.3

(23.2)

3. 賞与・一時金の改定
77.2

(75.2)
16.7

(20.2)
3.0

(1.6)
0.6

(0.5)
2.4

(2.5)
62.3

(68.1)
46.5

(41.4)
1.2

(1.4)
7.3

(4.4)
2.1

(3.0)
37.4

(31.9)
40.7

(42.5)
14.9

(16.6)
7.0

(9.0)

4. 個別賃金額の見直し
41.0

(39.0)
28.9

(24.8)
21.0

(27.2)
5.2

(4.9)
4.0

(4.1)
35.9

(31.9)
41.0

(37.9)
2.7

(2.7)
26.7

(30.0)
4.6

(6.5)
14.6

(10.4)
58.4

(53.4)
7.3

(9.8)
19.8

(26.4)

5. 退職金・退職年金の見直し
40.4

(42.0)
27.1

(31.1)
21.9

(18.5)
6.7

(5.4)
4.0

(3.0)
29.5

(31.3)
39.5

(44.4)
1.5

(2.7)
35.6

(27.5)
4.9

(5.7)
9.4

(13.1)
58.1

(45.2)
7.9

(14.4)
24.6

(27.2)

6. 労働時間の短縮
63.8

(48.0)
24.6

(33.0)
7.6

(14.4)
1.2

(1.9)
2.7

(2.7)
28.6

(28.9)
69.0

(62.1)
5.2

(6.0)
11.9

(11.2)
3.6

(5.7)
13.4

(11.4)
50.5

(51.8)
24.9

(18.5)
11.2

(18.3)

7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
24.6

(19.1)
33.1

(34.9)
30.7

(33.8)
7.6

(8.4)
4.0

(3.8)
14.9

(16.9)
58.4

(56.9)
3.3

(3.5)
25.2

(24.3)
4.9

(7.6)
9.7

(10.4)
61.7

(59.4)
9.4

(5.7)
19.1

(24.5)

8. 要員計画
44.7

(38.7)
37.1

(42.0)
12.2

(14.7)
3.3

(2.5)
2.7

(2.2)
7.0

(9.0)
69.3

(65.1)
2.7

(4.1)
22.5

(23.2)
4.0

(4.4)
8.8

(8.7)
58.1

(57.2)
17.0

(15.3)
16.1

(18.8)

9. 採用計画
35.9

(25.6)
37.7

(46.9)
18.2

(21.8)
4.9

(3.0)
3.3

(2.7)
5.8

(7.1)
61.4

(59.1)
2.1

(3.8)
30.4

(29.4)
4.6

(5.7)
9.7

(9.0)
60.5

(55.9)
10.9

(13.9)
18.8

(21.3)

10. 配置転換
29.2

(26.2)
39.8

(42.5)
21.6

(25.6)
5.2

(3.5)
4.3

(2.2)
5.5

(4.9)
54.1

(56.9)
8.5

(9.8)
31.0

(28.4)
5.5

(4.9)
7.9

(9.3)
63.2

(60.2)
7.6

(8.2)
21.3

(22.3)

11. 人材育成・教育訓練政策
40.4

(39.8)
42.2

(45.8)
12.2

(11.2)
2.1

(1.6)
3.0

(1.6)
6.7

(7.4)
66.9

(68.4)
4.6

(7.4)
23.4

(19.3)
4.0

(5.2)
10.9

(13.4)
60.8

(55.0)
11.6

(11.7)
16.7

(19.9)

12. 出向・転籍
26.1

(28.6)
36.8

(37.3)
23.4

(22.6)
10.0
(9.5)

3.6
(1.9)

7.0
(6.8)

57.4
(53.1)

6.7
(7.9)

29.8
(33.0)

4.9
(4.9)

8.8
(8.4)

66.0
(60.5)

5.5
(6.3)

19.8
(24.8)

13. 希望退職
21.3

(21.5)
15.5

(10.6)
34.7

(37.6)
23.1

(25.9)
5.5

(4.4)
6.7

(7.1)
31.9

(28.1)
3.0

(4.4)
54.4

(56.7)
7.6

(7.9)
4.6

(4.9)
59.0

(53.1)
3.3

(2.7)
33.1

(39.2)

14. 評価制度の改善
45.9

(40.1)
41.0

(41.1)
7.6

(11.7)
1.5

(4.1)
4.0

(3.0)
14.3

(11.7)
65.0

(64.3)
5.2

(6.5)
21.0

(19.9)
4.9

(6.8)
9.4

(8.7)
59.6

(55.9)
14.6

(12.3)
16.4

(23.2)

15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
39.5

(51.5)
32.2

(34.6)
20.1
(9.8)

4.3
(1.9)

4.0
(2.2)

17.9
(24.8)

57.8
(66.5)

2.1
(3.3)

27.1
(13.1)

5.5
(4.6)

16.1
(16.6)

55.3
(55.9)

6.7
(10.9)

21.9
(16.6)

16. 育児・介護休業制度
43.8

(34.1)
42.2

(44.7)
10.0

(15.5)
0.6

(3.3)
3.3

(2.5)
23.1

(23.7)
65.3

(58.9)
3.3

(3.3)
17.6

(17.7)
5.2

(4.9)
24.3

(25.6)
52.3

(49.9)
5.8

(4.6)
17.6

(19.9)

17. ワーク・ライフ・バランスの推進
52.3

(42.2)
38.6

(44.4)
4.3

(9.8)
1.5

(1.4)
3.3

(2.2)
15.2

(21.0)
72.0

(69.2)
4.0

(5.7)
14.9

(13.6)
4.9

(3.5)
13.1

(12.8)
58.7

(58.6)
13.4

(12.3)
14.9

(16.3)

18. 定着問題
26.7

(13.6)
31.9

(32.7)
25.8

(32.4)
10.0

(17.4)
5.5

(3.8)
7.9

(3.8)
46.5

(40.3)
5.5

(4.1)
38.9

(46.9)
6.7

(8.2)
5.2

(4.9)
62.6

(53.7)
8.2

(5.2)
24.0

(36.2)

19. 雇用確保の方策
41.0

(36.8)
32.8

(34.6)
14.3

(18.8)
7.0

(7.4)
4.9

(2.5)
9.7

(10.1)
50.2

(51.5)
1.8

(4.9)
36.8

(33.2)
6.4

(6.3)
10.6
(8.7)

59.0
(55.3)

6.4
(7.1)

24.0
(28.9)

20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
9.4

(7.9)
29.2

(24.8)
36.5

(36.8)
18.5

(24.5)
6.4

(6.0)
4.3

(4.9)
33.1

(27.0)
5.2

(4.4)
52.0

(57.2)
7.9

(9.5)
4.9

(2.7)
59.9

(55.9)
4.0

(3.3)
31.3

(38.1)

21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
10.6
(8.2)

24.9
(22.1)

38.3
(41.7)

19.5
(21.8)

6.7
(6.3)

10.0
(7.4)

26.1
(25.3)

5.2
(4.4)

55.6
(56.7)

7.6
(9.5)

5.8
(3.8)

57.1
(52.6)

5.5
(3.0)

31.6
(37.6)

22. 派遣社員・請負社員等の活用
4.0

(3.3)
21.9

(15.8)
40.4

(43.9)
26.7

(29.4)
7.0

(7.6)
2.1

(2.2)
23.4

(18.0)
4.3

(5.2)
61.7

(65.1)
8.8

(10.4)
3.3

(3.0)
57.8

(55.3)
4.0

(3.3)
35.0

(41.4)

23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
3.6

(2.2)
16.4

(11.7)
43.5

(48.8)
29.5

(29.4)
7.0

(7.9)
3.6

(2.5)
17.0

(15.3)
3.6

(4.4)
66.9

(67.6)
9.1

(11.2)
2.4

(4.1)
57.1

(50.7)
4.0

(1.9)
36.5

(43.3)

24. 企業組織の再編
44.1

(38.7)
25.2

(31.6)
15.2

(17.2)
10.0
(9.3)

5.5
(3.3)

9.1
(12.5)

53.8
(52.0)

1.8
(3.5)

34.3
(35.4)

6.7
(5.4)

6.1
(6.5)

67.2
(58.3)

2.4
(8.2)

24.3
(27.0)

25. 事業所等の縮小・廃止
41.3

(43.9)
22.5

(19.3)
16.1

(18.5)
13.4

(12.3)
6.7

(6.0)
10.0

(11.4)
47.1

(48.2)
3.0

(3.0)
38.6

(36.5)
7.3

(7.9)
5.2

(5.4)
62.0

(56.7)
4.9

(7.4)
28.0

(30.5)

26. 企業の海外進出
24.9

(25.1)
25.2

(24.3)
16.7

(16.1)
26.1

(27.2)
7.0

(7.4)
4.9

(4.1)
35.9

(35.1)
2.1

(2.2)
51.4

(51.5)
8.2

(10.1)
4.9

(5.2)
64.1

(53.4)
1.5

(3.3)
29.5

(38.1)

(c)結果の満足度
（話し合いの場がもたれたテーマにつ

いて○を１つ）

テーマ

賃
金

労
働
時
間

(a)重視する度合
（各テーマについて○を１つ）

(b)話し合いの場
（各テーマについて

○はいくつでも）

雇
用
・
人
事

非
正
規
社
員

経
営
方
針
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重視
する

やや重視
する

あまり重視
しない

重視
しない

無回答
団体
交渉

労使
協議

苦情
処理

扱って
いない

無回答 満足
どちらとも
言えない

不満 無回答

27. 作業条件・職場環境の改善
66.0

(58.6)
27.4

(36.2)
1.5

(2.2)
1.2

(0.3)
4.0

(2.7)
17.0

(14.7)
78.7

(77.4)
7.9

(13.9)
6.1

(5.2)
4.6

(5.2)
20.7

(19.6)
58.4

(58.6)
11.2
(9.5)

9.7
(12.3)

28. 労働安全・衛生への対応
70.2

(65.9)
25.2

(30.8)
0.9

(1.1)
0.3

(0.3)
3.3

(1.9)
12.8
(9.5)

84.2
(82.8)

6.7
(10.6)

4.0
(5.4)

3.6
(4.4)

22.8
(23.7)

60.8
(57.8)

8.8
(7.6)

7.6
(10.9)

29. メンタルヘルス
69.0

(58.9)
25.2

(36.5)
2.4

(1.4)
0.3

(0.5)
3.0

(2.7)
10.3
(8.7)

78.4
(74.9)

8.2
(16.6)

7.6
(6.5)

4.6
(5.4)

15.5
(17.4)

63.8
(57.8)

10.6
(10.4)

10.0
(14.4)

30. 福利厚生の見直し
44.1

(35.7)
39.2

(46.3)
11.2

(14.2)
1.5

(1.4)
4.0

(2.5)
17.6

(14.4)
69.0

(66.8)
4.9

(11.4)
14.0

(15.8)
6.1

(5.2)
14.9

(13.9)
59.6

(59.7)
9.7

(8.4)
15.8

(18.0)

31. 男女の均等の取り扱い
32.8

(19.6)
39.2

(45.5)
20.7

(27.8)
3.0

(3.8)
4.3

(3.3)
8.5

(4.9)
58.4

(45.2)
5.2

(9.8)
28.3

(38.4)
6.4

(6.8)
9.7

(8.4)
61.4

(55.0)
5.5

(3.8)
23.4

(32.7)

32. ハラスメントへの対応
45.6

(32.7)
42.6

(45.2)
7.9

(17.2)
0.6

(1.6)
3.3

(3.3)
7.3

(5.2)
57.8

(54.2)
19.8

(23.4)
17.9

(20.7)
5.8

(5.7)
14.6

(17.2)
59.6

(54.8)
7.6

(4.6)
18.2

(23.4)

33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
35.3

(26.4)
44.7

(43.1)
14.3

(22.6)
1.2

(4.6)
4.6

(3.3)
4.9

(3.5)
45.9

(44.4)
25.8

(29.2)
22.2

(25.1)
7.3

(6.8)
9.7

(6.5)
61.4

(60.5)
6.7

(4.6)
22.2

(28.3)

34. 労使協議制の充実
49.2

(38.4)
31.9

(42.2)
10.3

(13.1)
3.3

(2.5)
5.2

(3.8)
7.3

(7.4)
63.2

(66.5)
2.4

(4.9)
24.3

(21.5)
7.6

(6.5)
16.4

(16.6)
55.3

(52.0)
5.8

(5.2)
22.5

(26.2)

35. 労働協約の解釈・疑義
37.7

(27.5)
33.1

(39.5)
18.2

(25.3)
5.8

(4.4)
5.2

(3.3)
10.3
(7.9)

52.6
(51.8)

2.4
(5.7)

32.5
(33.5)

7.3
(6.8)

13.1
(12.0)

59.0
(54.2)

2.1
(2.5)

25.8
(30.8)

36. 36協定の取り扱いについて
67.2

(56.7)
23.1

(34.3)
4.9

(5.7)
0.9

(1.1)
4.0

(2.2)
15.2

(10.9)
76.3

(74.7)
4.0

(7.6)
8.8

(9.5)
5.5

(5.4)
23.7

(19.3)
50.5

(53.7)
14.0

(10.4)
11.9

(16.6)

そ
の
他

(a)重視する度合
（各テーマについて○を１つ）

(b)話し合いの場
（各テーマについて

○はいくつでも）

(c)結果の満足度
（話し合いの場がもたれたテーマにつ

いて○を１つ）

テーマ

 

 

（13）経営対策の強化（複数回答） 

 経営対策を強化するために必要なことでは、「経営側との情報交換の強化」の割合が最も

高く66.0％、「組合リーダーの育成・能力開発」」（57.1％）、「労使協議機関の充実・強化」

（53.8％）「貴労組の経営分析能力の強化」（52.0％）と続く。2012年調査に比べると、「労

使協議機関の充実・強化」「経営側との情報交換の強化」の割合が高くなっている一方で、

「貴労組の経営分析能力の強化」「経営問題に対する組合員の理解・努力の推進」「リーダ

ー育成・能力開発」の割合が低下している。 

本部・支部・規模別にみると、本部では組織規模の大きさに比例して「貴労組の経営分

析能力の強化」の割合が高くなる傾向がみられる。  

（問 40 経営対策の強化） 

貴
労
組
の
経
営
分

析
能
力
の
強
化

労
使
協
議
機
関
の

充
実
・
強
化

経
営
側
と
の
情
報

交
換
の
強
化

経
営
側
と
の
経
営

情
報
開
示
の
推
進

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

等

、
外
部
専
門
家

の
活
用

産
業
別
組
合
な
ど

の
上
部
団
体
と
の

連
携
強
化

経
営
問
題
に
対
す

る
組
合
員
の
理

解
・
努
力
の
推
進

組
合
リ
ー

ダ
ー

の

育
成
・
能
力
開
発

そ
の
他

無
回
答

集
計
数

本部 51.1% 52.2% 66.1% 36.5% 6.2% 22.3% 51.1% 58.0% 1.5% 0.0% 274
300人未満 40.4% 50.0% 55.8% 36.5% 3.8% 32.7% 44.2% 59.6% 0.0% 0.0% 52
1000人未満 46.8% 55.7% 69.6% 40.5% 8.9% 17.7% 59.5% 53.2% 2.5% 0.0% 79
1000人以上 56.7% 51.8% 68.1% 34.8% 5.7% 21.3% 48.9% 60.3% 1.4% 0.0% 141
無回答 100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 57.7% 63.5% 63.5% 30.8% 7.7% 9.6% 38.5% 53.8% 0.0% 0.0% 52
総計 52.0% 53.8% 66.0% 35.6% 6.4% 20.1% 48.9% 57.1% 1.2% 0.0% 329

前回 (2012年) 55.6% 48.8% 62.1% 33.2% 4.6% 23.7% 54.8% 61.9% 0.8% 1.1% 367

前々回 (2009年) 56.2% 54.2% 58.4% 37.8% 5.5% 16.2% 46.8% 67.1% 0.5% 1.6% 365  
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７．産別との関係 

（１）産別役職員と会う機会 

産別役職員と会う機会については、「ちょうど良い」の割合が最も高く50.8％、「多い」 

（19.1％）、「やや多い」（15.8％）が続く。いずれも2012年調査と比較して大きな変化は

ない。 

 本部・支部・規模別にみると、本部は組織規模の大きさに比例して「多い」の割合が高

くなっている。 

 

多
い

や
や
多
い

ち

ょ
う
ど
良
い

や
や
少
な
い

少
な
い

ほ
と
ん
ど
な
い

無
回
答

集
計
数

多
い
計

ち

ょ
う
ど
良
い

少
な
い
計

本部 19.3% 16.1% 51.1% 6.2% 2.6% 4.4% 0.4% 274 35.4% 51.1% 8.8%
300人未満 9.6% 23.1% 50.0% 7.7% 3.8% 5.8% 0.0% 52 32.7% 50.0% 11.5%
1000人未満 17.7% 12.7% 54.4% 8.9% 3.8% 2.5% 0.0% 79 30.4% 54.4% 12.7%
1000人以上 23.4% 15.6% 49.6% 4.3% 1.4% 5.0% 0.7% 141 39.0% 49.6% 5.7%
無回答 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2 50.0% 50.0% 0.0%

支部 19.2% 15.4% 50.0% 1.9% 3.8% 7.7% 1.9% 52 34.6% 50.0% 5.8%
総計 19.1% 15.8% 50.8% 5.5% 2.7% 5.5% 0.6% 329 35.0% 50.8% 8.2%
前回 (2012年) 18.0% 17.4% 48.0% 6.5% 2.5% 6.5% 1.1% 367 35.4% 48.0% 9.0%
前々回 (2009年) 14.8% 18.9% 46.8% 7.1% 3.3% 8.2% 0.8% 365 33.7% 46.8% 10.4%  

 

（２）上部団体への派遣人数 

 上部団体への派遣人数は、「0人」の割合が最も高く58.1％、「1人」が16.7％、「2人」

が7.9％、「3人以上」が14.9％であった。平均は1.5人であった。 

 

（３）産別からの支援の満足度 

 産別からの支援の満足度は、「やや満足である」が39.5％、「満足している」が30.4％、

「やや不満である」が20.4％、「不満である」が4.3％であった。 

 本部・支部・規模別にみると、本部では 300 人未満、1,000 人以上の満足計がそれぞれ

73.1％、74.5％と他の組織規模と比較してやや高くなっている。  

問４１　産別役職員と会う回数

19.1 15.8 50.8 5.5 2.7 5.5 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=329)

多い やや多い ちょうど良い やや少ない 少ない ほとんどない 無回答
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満
足
し
て
い
る

や
や
満
足
し
て
い
る

や
や
不
満
で
あ
る

不
満
で
あ
る

無
回
答

集
計
数

満
足
計

不
満
計

本部 30.7% 40.1% 20.8% 4.0% 4.4% 274 70.8% 24.8%
300人未満 42.3% 30.8% 21.2% 0.0% 5.8% 52 73.1% 21.2%
1000人未満 26.6% 38.0% 25.3% 7.6% 2.5% 79 64.6% 32.9%
1000人以上 29.1% 45.4% 17.0% 3.5% 5.0% 141 74.5% 20.6%
無回答 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

支部 30.8% 34.6% 19.2% 5.8% 9.6% 52 65.4% 25.0%
総計 30.4% 39.5% 20.4% 4.3% 5.5% 329 69.9% 24.6%
前回 （2012年） 26.2% 45.5% 17.2% 4.9% 6.3% 367 71.7% 22.1%
前々回 （2009年） 22.7% 44.1% 23.6% 3.3% 6.3% 365 66.8% 26.9%  

 

（４）産別の支援で期待しているもの（複数回答） 

 産別から受けられる支援について、期待している支援では、「賃上げ交渉」の割合が最も

多く 47.7％、「政策・制度」（36.8％）、「労働時間問題」（33.1％）、「異業種・他労組との

交流」（31.0％）、「産業政策」（30.7％）、「安全衛生」(27.7％)などが続く。2012年調査と

比べると、「賃上げ交渉」が15.0p増えている。 

 本部・支部・規模別にみると、支部は「ボランティア活動」が 25.0％、「産別最賃」が

26.9％と本部（12.4％、15.0％）よりも高い。また、本部では、規模が大きい組織ほど「産

業政策」「政策制度」といったマクロ分野への期待が高い傾向がみられる。逆に、規模が小

さい組織ほど「賃上げ交渉」「労働時間問題」などの労働条件分野の期待が高い傾向がみら

れる。  

  

問４３　産別からの支援の満足度

22.7

26.2

30.4

44.1

45.5

39.5

17.2

20.4

23.6 3.3

4.9

4.3

6.3

6.3

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2015)

合計(2012)

合計(2009)

満足している やや満足している やや不満である 不満である 無回答
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問４４　産別の支援

5.2

1.5

2.7

3.6

4.0

5.5

5.8

7.0

8.5

8.8

9.7

10.6

11.9

12.2

13.7

13.7

14.3

15.2

15.5

15.8

16.7

17.3

18.2

18.5

18.8

22.5

23.4

24.3

27.7

30.7

31.0

33.1

36.8

47.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

賃上げ交渉

政策・制度

労働時間問題

異業種・他労組との交流

産業政策

安全衛生

調査活用

共済制度

メンタルヘルス

福利厚生

法律相談

休日・休暇問題

人事・賃金制度改革

産別最賃

経営への提言

労働環境改善

雇用問題

ボランティア活動

退職金・年金

レク活動

組織化

経営分析

組合組織運営

能力開発

ライフプラン設計

生産性向上

健康増進

経営チェック

合理化対策

組合財政

キャリア支援

要員計画

その他

無回答
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（問44 産別の支援）         

経
営

チ

ェ
ッ
ク

経
営
分
析

経
営
へ
の

提
言

人
事
・
賃

金
制
度
改

革 賃
上
げ
交

渉 退
職
金
・

年
金

福
利
厚
生

能
力
開
発

労
働
時
間

問
題

休
日
・
休

暇
問
題

雇
用
問
題

合
理
化
対

策

本部 5.1% 10.9% 17.5% 19.0% 50.7% 13.9% 20.4% 10.6% 35.0% 19.3% 15.3% 6.2%
300人未満 7.7% 17.3% 25.0% 25.0% 75.0% 25.0% 21.2% 7.7% 38.5% 26.9% 15.4% 0.0%
1000人未満 8.9% 11.4% 19.0% 21.5% 54.4% 16.5% 25.3% 12.7% 36.7% 12.7% 15.2% 6.3%
1000人以上 2.1% 8.5% 14.2% 15.6% 39.7% 8.5% 17.7% 10.6% 31.9% 20.6% 15.6% 8.5%
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

支部 9.6% 17.3% 7.7% 9.6% 32.7% 13.5% 7.7% 5.8% 23.1% 11.5% 15.4% 1.9%
総計 5.8% 11.9% 15.8% 17.3% 47.7% 13.7% 18.8% 9.7% 33.1% 18.2% 15.2% 5.5%

前回 （2012年） 7.1% 17.2% 15.3% 24.5% 32.7% 19.3% 18.3% 13.6% 27.5% 18.0% 20.4% 8.2%

前々回 （2009年） 7.4% 12.6% 18.4% 17.5% 39.2% 17.0% 16.2% 14.0% 32.3% 20.0% 19.5% 8.5%

安
全
衛
生

健
康
増
進

メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス

労
働
環
境
改

善 要
員
計
画

生
産
性
向
上

キ

ャ
リ
ア
支

援 法
律
相
談

組
合
組
織
運

営 組
織
化

組
合
財
政

共
済
制
度

本部 27.4% 5.8% 23.0% 17.9% 2.9% 9.1% 3.6% 18.2% 11.7% 12.0% 4.4% 23.4%
300人未満 34.6% 3.8% 26.9% 23.1% 5.8% 3.8% 1.9% 11.5% 9.6% 1.9% 3.8% 17.3%
1000人未満 24.1% 7.6% 30.4% 20.3% 2.5% 10.1% 2.5% 13.9% 19.0% 11.4% 6.3% 17.7%
1000人以上 26.2% 5.7% 17.7% 14.9% 2.1% 10.6% 5.0% 23.4% 8.5% 16.3% 3.5% 28.4%
無回答 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

支部 30.8% 13.5% 21.2% 3.8% 1.9% 5.8% 3.8% 21.2% 5.8% 13.5% 1.9% 23.1%
総計 27.7% 7.0% 22.5% 15.5 2.7% 8.5% 3.6% 18.5% 10.6% 12.2% 4.0% 23.4%

前回 （2012年） 25.9% 4,4% 27.0% 18.0% 1.9% 9.5% 5.2% 18.3% 13.4% 11.4% 6.8% 25.3%

前々回 （2009年） 21.6% 5.8% 26.0% 17.8% 3.3% 7.9% 6.0% 24.9% 11.0% 10.7% 5.5% 30.1%

ラ
イ
フ
プ

ラ
ン
設
計

異
業
種
・

他
労
組
と

の
交
流

ボ
ラ
ン

テ

ィ
ア
活

動 レ
ク
活
動

産
別
最
賃

産
業
政
策

政
策
・
制

度 調
査
活
用

そ
の
他

集
計
数

本部 8.8% 31.4% 12.4% 13.5% 15.0% 31.0% 36.5% 25.5% 1.8% 274
300人未満 3.8% 23.1% 7.7% 15.4% 7.7% 9.6% 17.3% 5.8% 1.9% 52
1000人未満 11.4% 29.1% 8.9% 19.0% 11.4% 20.3% 29.1% 25.3% 3.8% 79
1000人以上 9.2% 35.5% 16.3% 9.9% 19.9% 44.7% 47.5% 33.3% 0.7% 141
無回答 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

支部 7.7% 30.8% 25.0% 13.5% 26.9% 30.8% 40.4% 19.2% 0.0% 52
総計 8.8% 31.0% 14.3% 13.7% 16.7% 30.7% 36.8% 24.3% 1.5% 329

前回 （2012年） 7.4% 27.5% 14.2% 14.2% 15.8% 31.6% 39.5% 24.0% 3.3% 367

前々回 （2009年） 8.8% 33.4% 15.3% 13.4% 13.2% 32.6% 42.2% 26.3% 2.7% 365  
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８．回答者の属性 

（１）役職名 

 回答者の役職名は、「書記長・事務局長」の割合が最も高く 40.4％、「委員長・会長」

（38.6％）、「副委員長・副会長」（7.3％）が続く。 

 

 

（２）年齢、勤続年数、組合役員通算年数、専従期間通算年数 

①回答者の年齢は、「40-49歳」の割合が最も高く48.3％、「30-39歳」（31.0％）、「50-59 

歳」（18.2％）が続く。平均は43.0歳であった。 

②勤続年数は、「20-24 年」の割合が最も高く 22.2％、「15-19 年」（18.5％）、「10-14 年」

（18.2％）が続く。平均は20.7年であった。 

③組合役員の通算経験年数は、「5-9年」の割合が最も高く30.1％、「10-14年」（26.7％）、

「1-4年」（16.1％）、「15-19年」（13.7％）が続く。平均は11.0年であった。 

④専従期間の通算年数は、「1-4 年」の割合が最も高く 25.8％、「5-9 年」（22.5％）、「10

年以上」（19.1％）であった。平均は7.0年で、「非専従」は17.6％であった。 

年齢 割合 勤続年数 割合 役員通算年数 割合 専従通算年数 割合

29歳以下 0.9 0年 - 0年 0.3 0年 11.6

30～39歳 31.0 1～9年 7.9 1～4年 16.1 1～4年 25.8

40～49歳 48.3 10～14年 18.2 5～9年 30.1 5～9年 22.5

50～59歳 18.2 15～19年 18.5 10～14年 26.7 10年以上 19.1

60歳以上 0.6 20～24年 22.2 15～19年 13.7 非専従 17.6

無回答 0.9 25～29年 16.1 20年以上 12.2 無回答 3.3

30～34年 10.0 無回答 0.9

35～39年 4.3

40年以上 1.8

無回答 0.9  

 

 

 

問４５－１　役職名

38.6 7.3 40.4 3.0 4.6 3.0 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

委員長・会長 副委員長・副会長 書記長・事務局長 副書記長・副事務局長 局長・部長 その他 無回答
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（３）経験の長い職場 

 回答者の最も経験の長い職場では、「製造・生産」の割合が最も高く 25.5％、「営業」

（19.8％）、「設計・技術」（18.2％）が続く。 

問４５－７　経験の長い職場

0.6

0.0

0.9

2.4

2.4

2.7

3.0

3.6

4.6

7.0

9.1

18.2

19.8

25.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

製造・生産

営業

設計・技術

その他

接客・販売

研究・開発

情報システム

人事・労務

物流・倉庫

総務・広報

経理・財務

商品開発・マーケティング

法務

無回答

 

 

（４）今後のキャリア展望 

 回答者の今後のキャリア展望では、「職場復帰をしたい」の割合が最も高く45.6％、「こ

のまま役員を続けたい」が34.0％であった。 

 

問４５－８　今後のキャリア展望

4.6

0.3

0.9

1.2

1.2

2.7

9.4

34.0

45.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

職場復帰をしたい

このまま役員を続けたい

その他

労組関連団体の役員を務めたい

組合役員のキャリアを活かして独立したい

ＮＰＯや地域で活動したい

上部団体の役員を務めたい

政治家（国会議員、地方議員など）になりたい

無回答

－ 70 －



（５）組合役員の経験がどのように役に立ったか（新規設問） 

 組合役員を経験することによって自分自身どのようなことが役に立ったかについて、１

位に挙げた選択肢では「会社全体の動向が把握できた」の割合が最も高く 56.2％、「労使

関係の大切さが理解できた」（16.4％）、「社内の人的ネットワークが構築できた」（7.9％）、

「いろいろな職場の課題が把握できた」（4.9％）などが続く。 

 ２位では、「労使関係の大切さが理解できた」の割合が最も高く21.6%、「社外の人的ネ

ットワークが構築できた」（20.4％）、「いろいろな職場の課題が把握できた」（15.2％）、

「社内の人的ネットワークが構築できた」（14.3％）などが続く。 

 ３位では、「社外の人的ネットワークが構築できた」（25.5％）、「人前で話すなどプ

レゼンテーション能力（伝える力・交渉力）が向上した」（13.7％）、「いろいろな職場

の課題が把握できた」（10.9％）、「人間としての器量が大きくなった」（10.0％）など

が続く。 

選択肢 1 位 2 位 3 位 

1.会社全体の動向が把握できた 56.2% 6.4% 6.1% 

2.労使関係の大切さが理解できた 16.4% 21.6% 3.6% 

3.いろいろな職場の課題が把握できた 4.9% 15.2% 10.9% 

4.専門知識（労働法や会計知識など）が身に付いた 1.5% 9.7% 5.5% 

5.社内の人的ネットワークが構築できた 7.9% 14.3% 8.8% 

6.社外の人的ネットワークが構築できた 3.6% 20.4% 25.5% 

7.コミュニケーション能力が向上した 2.1% 2.7% 6.7% 

8.人前で話すなどプレゼンテーション能力 

（伝える力・交渉力）が向上した 
1.5% 3.3% 13.7% 

9.リーダーシップ力が身に付いた 1.5% 3.0% 7.6% 

10.人間としての器量が大きくなった 3.3% 2.1% 10.0% 

11.その他 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答 0.9% 1.2% 1.5% 
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Ⅲ まとめと今後の課題 

 

１．労組の姿（本文 4ｐ～） 

（１）組織率、ユニオン・ショップ、従業員代表性 

① 75%以上（当該労使間における労働協約の効力を組合員でない者に及ぼすことが

可能となる）の組織率は「総計」で 45.9%となっている。本部の 1000 人以上でよ

うやく半数を超えているものの、規模が小さくなるにつれてその割合が低下してい

る。また、「50%～75%未満」と「75%以上」を合わせ「50%以上」の割合をみる

と「1000 人未満」、「1000 人以上」ともに 90%弱であるが、「300 人未満」では 61.6%

にとどまっている。 

② ユニオン・ショップについては、「労働協約として締結している」と「協定はし

ているが、労働協約としては締結していない」の合計が 90.9%となっている。 

本部に限定してみると、「労働協約として締結している」と「協定はしているが、

労働協約として締結していない」のなかで組織率が 50%以上の割合は 84.8%であり、

「従業員代表の選出が不要」の割合は 82.4%となっている。「300 人未満」を「本

部計」と比較すると「労働協約として締結している」と「協定はしているが、労働

協約としては締結していない」の割合の合計は 6.9p、「労働協約として締結してい

る」と「協定はしているが、労働協約としては締結していない」のなかで「50%以

上」の割合は 20.3p、「従業員代表の選出が不要」とする割合は 11.3p 下回っている。 

③ 従業員代表者性をみると「過半数の従業員を組織している労働組合（従業員代表

の選出は不要）」の割合は 79.9%である。「300 人未満」では 67.3%にとどまってい

る。 

 

（２）組合役員 

① 候補者が少なく、候補者の擁立に苦労する割合が 90%前後となっている。候補者

が「やや少ない」、「少ない」と回答した 296 組合について擁立状況を集計したのが

次表である。 

「やや苦労する」では「1000 人未満」が「本部計」を 12.5p 下回り、「1000 人

以上」では 9.5p 上回っている。しかし、「苦労する」では反対に「1000 人未満」

が「本部計」を 14.2p 上回り、「1000 人以上」では 11.2p 下回っている。「苦労あ
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り計」でみると規模による差が大きくないが、「やや苦労する」と「苦労する」の

割合からすると、「1000 人以上」がもっとも苦労の程度が低い。本部と支部では、

支部のほうが苦労する割合と程度が高い。 

 
② 役員の就任期間は、書記長が総計で 3.0 年、執行委員が 3.8 年であり、本部と支

部、規模間の差がほとんど見られないが、委員長については、本部が 4.2 年、支部

が 5.9 年と 1.7 年の差がある。就任期間が「0～5 年」の割合が、本部が 74.8%であ

るのに対して支部では 59.6%となり、「6～10 年」では本部が 18.6%、支部が 23.1%

となっていることがこのような結果に繋がっている。 

 

（３）課題 

① 企業内における労働条件等について、組合員と組合員でない者とで差があること

は、相互の信頼関係や企業の安定性の観点から好ましいことではない。反対に、組

合員でなくとも組合員と同じ条件を享受できるとするならば、組合員からの不満を

引き起こしかねない。 

 法律上は過半数を組織していない労働組合は、従業員の代表足り得ないこととな

っている。労働組合が従業員を代表することは、労働組合の発言力と正当性を備え

ることである。 

企業内の組織拡大に向けて、労働協約の見直しを進めるとともに、組合員でない

者への労働組合への加入の働きかけを積極的に進めなければならない。 

② 労働組合の役員のなり手が少ないことは、労働組合の活動が魅力的に映っていな

いということであり、労働組合活動のあり方や伝えたかたにより一層の工夫を凝ら

　　候補者が少ないと回答した組合の擁立状況

苦
労
し
な
い

あ
ま
り
苦
労
し
な
い

や
や
苦
労
す
る

苦
労
す
る

苦
労
な
し
計

苦
労
あ
り
計

集
計
数

本部計 1.6% 5.7% 38.5% 54.3% 7.3% 92.7% 247
  300人未満 0.0% 6.0% 32.0% 62.0% 6.0% 94.0% 50
 1000人未満 2.7% 2.7% 26.0% 68.5% 5.5% 94.5% 73
 1000人以上 1.6% 7.3% 48.0% 43.1% 8.9% 91.1% 123
支部 0.0% 2.2% 34.8% 63.0% 2.2% 97.8% 46
総計 1.4% 5.1% 37.8% 55.7% 6.4% 93.6% 296
＊本部・支部の無回答を省略している。
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す必要がある。また、早い時期から労働組合の役員の発掘を進め、それぞれに明確

な将来展望を指し示すことが重要である。 

労働組合の役員が、企業や組合員との信頼関係を構築しながら充分な役割を発揮

するには一定の期間が必要であることは論を待たない。労働組合の活動の意義につ

いての理解を拡げる必要がある。 

 

２．経営に関して（本文 14ｐ～） 

（１）業況 

① 最近３年間の業況が「伸びている」と「やや伸びている」の合計（以下「伸びて

いる計」）は 52.6%と半数を超え、「やや落ちている」、「落ちている」の合計（以下

「落ちている計」）は 27.9%と回復傾向が鮮明である。本部を規模別にみると規模

が大きくなるにつれ「伸びている」と「伸びている計」の割合が高くなっている。

ただし、「落ちている計」でも同じ傾向にあり、「変わらない」が反対の傾向を示し

ている。一様の回復ではなく、企業ごとの明暗がはっきり分かれている。本部と支

部では大きな差は見られない。 

② 今後３年間の業況は「伸びる」と「やや伸びる」の合計（以下「伸びる計」）は、

41.9%となり、「やや下がる」、「下がる」の合計（以下「下がる計」）の 30.1%を上

回り、期待感が高い。本部では規模による傾向が見られず、支部との比較では「伸

びる計」は支部が 12.1p 本部を上回り、「下がる計」では 11.0p 下回っている。 

③ 最近３年間の業況について「伸びている」または「やや伸びている」と答えた

170 組合は、60.6%が今後 3 年間の見通しにおいても「伸びる」としている。「変

わらない」および「下がる」は、それぞれ

20.0%となっている。本部では「変わらな

い」は規模が大きくなるに従って割合が高

いが、「伸びる」、「下がる」では傾向が見

られない。 

 本部と支部との比較では、「伸びる」で

は支部が 21.2p 高く、「下がる」では 19.4p

低く、支部のほうが楽観的である。 

表は示さないが、最近３年間の業況につ

伸
び
る

変
わ
ら
な
い

下
が
る

集
計
数

本部計 56.6% 20.3% 23.1% 143
　300人未満 52.0% 4.0% 44.0% 25
 1000人未満 61.9% 21.4% 16.7% 42
 1000人以上 54.7% 25.3% 20.0% 75
支部 77.8% 18.5% 3.7% 27
総計 60.6% 20.0% 20.0% 170
＊本部・支部の無回答を除いて集計

最近3年間の業況で「伸びている」と
答えたところの今後3年間の見通し
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いて「落ちている」または「やや落ちている」と答えた 92 組合の今後 3 年間の見

通しについては、まったく反対の傾向となっている。すなわち、55.4%が「下がる」

と考えており、「伸びる」とするのは 21.7%となっている。 

④ 最近 3 年間の生産性が「向上した」（「向上した」と「やや向上した」の合計）と

する割合が 51.4%と半数を超えている。本部を規模別に見ても特段の傾向は見られ

ないが、本部と支部との比較では、「向上した」割合は支部のほうが 14.2p 高くな

っている。「向上した」168 組合の最近 3 年間の業況は、「伸びている」が 75.0%で

あり、本部の「1000 人未満」がもっとも割合が高い。今後 3 年間の業況について

は、「伸びる」の割合は 55.0%となり、慎重な見方をしている。なかでも「300 人

未満」は「伸びる」が最も低く、「下がる」が最も高くなっている。 

本部と支部を比較すると、「伸びる」は支部が 22.3p 高く、「下がる」では 12.9p

低い。 

 

⑤ 本部と支部の割合の乖離は、本部は会社全体を見ての回答であるのに対して支部

は組織する事業所に限定されることとの違いと考えられる。 

 

（２）企業の取り組み 

会社全体の動向を見るために、ここでは本部に限定してみることとする。（調査票

において、「支部または分会等の場合は、組織している範囲である事業所全体を対象

にして答えてください」としていた。） 

最近 3 年間の動向で「実施された」割合が高いのは、「人事賃金制度改定」が 48.2%

生産性が伸びているところの最近と今後3年間の業況

伸
び
て
い
る

変
わ
ら
な
い

落
ち
て
い
る

集
計
数

伸
び
る

変
わ
ら
な
い

下
が
る

集
計
数

本部 75.4% 12.7% 11.9% 134 50.4% 21.5% 28.1% 135

　300人未満 72.0% 12.0% 16.0% 25 40.0% 20.0% 40.0% 25

 1000人未満 78.4% 13.5% 8.1% 37 59.5% 18.9% 21.6% 37

 1000人以上 76.1% 12.7% 11.3% 71 50.0% 23.6% 26.4% 72

支部 72.7% 9.1% 18.2% 33 72.7% 12.1% 15.2% 33

総計 75.0% 11.9% 13.1% 168 55.0% 19.5% 25.4% 169

＊業況について無回答を除いている。
＊本部・支部の無回答を省略している。

今後3年間の業況最近3年間の業況
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で最も高く、次いで「企業グループの再編」35.4%、「グループ企業・事業の買収・

売却」28.8%の順となっている。 

今後 3 年間の見通しで挙げられた割合が最も高いのは「人事賃金制度改定」の

28.5%であり、「企業グループの再編」、「生産・販売拠点の海外展開・移転」がそれ

ぞれ 14.6%、となっている。 

いずれの項目でも、規模が大きくなるに従って「実施した」または「予定あり」の

割合が高くなっている。 

最近 3 年間の動向で「実施された」と回答したなかで「今後 3 年間の見通し」で「予

定あり」と回答された割合は、「生産・販売拠点の海外展開・移転」が 38.3%と最も

高く、「人事賃金

制 度 改 定 」 の

28.5%、「企業グ

ループの再編」

の 28.1%が続い

ている。（「非正

規社員の大規模

な雇用削減の実

施」は集計数が

少ないため除外した） 

 

（３）課題 

① 業況の改善が明確に現れているが、先行きについては慎重である。生産性が向上

しているところでは、最近 3 年間および今後 3 年間の業況は平均を上回っており、

引き続き生産性向上に向けた労使協議を強化していかなければならない。 

② 人事制度改定が多く行われ、今後 3 年間の見通しでも最も多く予定されている。

人事制度は企業の考え方や運営を反映させるものであり、働き方に大きな影響を与

える。労使協議において組合員の声を忠実に反映し、働きがいを真に感じられる制

度とする必要がある。また、短期間での人事制度の変更は、制度に対する信頼性を

低下させ、意欲の低下に繋がる恐れがあり、慎重な対応が求められる。 

③ 企業の事業構造の改編が活発に行われているが、これらは組合員の雇用と労働条

最近3年間で実施されたと回答したうち今後3年間の見通し

予
定
あ
り

予
定
な
し

わ
か
ら
な
い

集
計
数

企業グループの再編 28.1% 12.5% 59.4% 96
グループ企業・事業の買収・売却 18.2% 6.5% 75.3% 77
生産・販売拠点の海外展開・移転 38.3% 14.9% 46.8% 94
企業内のガバナンス構造の改編 23.8% 13.8% 62.5% 80
人事賃金制度改定 28.5% 30.0% 41.5% 130
正社員の雇用削減の実施 13.6% 18.2% 68.2% 22
非正規社員の大規模な雇用削減の実施 33.3% 66.7% 0.0% 6
大規模な配置転換・出向等の実施 27.8% 2.8% 69.4% 36
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件に密接にかかわっている。事前協議を徹底し、雇用の確保と労働条件の維持を図

らなければならない。また、改編によって移動した組合員の資格を継続する、また

は、移動した組織で労働組合を結成するなど組合員たる地位を保証することにも注

力すべきである。 

 

３．雇用に関して（本文 23ｐ～） 

（１）雇用の増減 

① 業況が改善していることから、3 年前との比較では「正社員数」を除いて、「パ

ート・アルバイト・契約社員等の人数」、「派遣社員・請負社員の人数」が「増加し

ている」と「やや増加している」の合計（以下「増加計」）が「やや減少している」

と「減少している」の合計（以下「減少計」）を上回っている。 

正社員は、「減少計」が 38.0%と「増加計」を 3.7p 上回っているが、「パート・

アルバイト・契約社員等の人数」では「増加計」が「減少計」を 15.2p 上回り、「派

遣社員・請負社員の人数」では 12.5p 上回っている。「変わらない」は正社員がも

っとも割合が低い。 

② 正社員の「増加計」では規模による差はほとんどみられないが、「増加している」

は規模が大きくなるに従って割合が高くなっている。その一方で、「減少計」、「減

少している」も規模が大きくなるほど割合が高くなっており、正社員の増減は二極

化している。 

本部と支部を比較すると、「増加計」では本部が 36.5%であるのに対して支部は

23.1%、「減少計」では本部 36.5%に対して支部は 46.2%と差が大きい。 

③ 「パート・アルバイト・契約社員等の人数」は 45.0%が「変わらない」となって

いるが、規模が大きくなるに従って割合が低下し、増加と減少の割合が高まってい

る。本部計と支部では 12.7p の差がある。「増加計」では特段の特徴が見られない

が、「減少計」では規模が大きくなるに従って割合が高くなっている。 

 「派遣社員・請負社員の人数」は「変わらない」が最も割合が高く、規模が大き

くなるほど割合が低下している。 
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④ 正社員が増加している（「増加している」、「やや増加している」の合計）と回答

した 97 組合（「パート・アルバイト・契約社員等の人数」の無回答除く）のなかで

「パート・アルバイト・契約社員等の人数」が増加しているのは 39.2%であり、「派

遣社員・請負社員の人数」が増加しているのは 34.7%である。（表は省略） 

⑤ 正社員が減少している（「やや減少している」、「減少している」の合計）と回答

した 98 組合のなかで「パート・アルバイト・契約社員等の人数」が増加している

のは 35.7%であり、「派遣社員・請負社員の人数」が増加しているのは 28.3%であ

る。（表は省略） 

⑥ 中途採用比率 5%以上の割合は、正社員数が増加している 98 組合（中途採用比

率が無回答を除く）が 62.2%であるのに対して、減少している 97 組合（中途採用

比率が無回答を除く）では 42.3%となっている。 

⑦ 離職率 5%以上の割合は、正社員数が増加している 108 組合（離職率が無回答を

除く）でみると 17.5%であるのに対して、減少している 118 組合（離職率が無回答

を除く）では 27.4%となっている。（表は省略） 

 

（２）６０歳以降の雇用確保と会社の役割期待、雇用・処遇の取り組み 

① ６０歳以降の雇用確保措置については「継続雇用（再雇用）制度」が大部分を占

める。組合員資格については、「組合員資格は継続する」が 40.5%であり、「組合員

資格は継続しない」が 41.5%となっている。「組合員資格は継続する」を規模別に

みると、規模が大きくなるほど割合が高くなり、「準組合員として組合員資格は継

続する」も同じ傾向にある。「組合員資格は継続しない」は反対に規模が小さくな

るほど割合が高くなっている。「組合員資格は継続しない」理由として「労働協約

増
加
計

変
わ
ら
な
い

減
少
計

増
加
計

変
わ
ら
な
い

減
少
計

増
加
計

変
わ
ら
な
い

減
少
計

集
計
数

本部計 36.5% 25.9% 36.5% 33.6% 43.1% 19.0% 28.5% 46.7% 18.2% 274
　300人未満 36.5% 34.6% 28.8% 32.7% 53.8% 5.8% 25.0% 55.8% 15.4% 52
 1000人未満 36.7% 26.6% 35.4% 30.4% 50.6% 15.2% 26.6% 48.1% 19.0% 79
 1000人以上 36.2% 22.7% 39.7% 35.5% 35.5% 25.5% 31.2% 41.8% 19.1% 141
支部 23.1% 28.8% 46.2% 28.8% 55.8% 11.5% 32.7% 51.9% 9.6% 52
総計 34.3% 26.1% 38.0% 32.8% 45.0% 17.6% 29.2% 47.4% 16.7% 329
＊本部・支部の無回答は省略している。

正社員 パート等 派遣等
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または労使協定により組合員の範囲を定めているため」の割合が最も高く、規模に

よる差がない。 

② 60 歳以降の社員に対する会社の期待で 1 位に挙げられたなかで、最も割合が高

いのは「（従来どおり）プレイヤーとしてのパフォーマンスの発揮」が 44.7%であ

り、これに次ぐのは「経験・スキルを活かした職務への専任（技能・技術者として）」

の 28.6%である。第 2 位に挙げられたのは「技術・技能・ノウハウの伝承」が 47.1%、

「経験・スキルを活かした職務への専任（技能・技術者として）」の 19.8%である。

第 3 位に挙げられたのは、「後進の指導・育成」が 49.5%、「技術・技能・ノウハウ

の伝承」が 14.6%である。 

③ 本部に限定して、組合員資格の継続の有無別（「組合員資格は継続する」と「準

組合員として組合員資格は継続する」の合計および「組合員資格は継続しない」）

に会社の期待をみると、組合員資格が継続する場合は、「（従来どおり）プレイヤー

としてのパフォーマンスの発揮」が 55.1%、「経験・スキルを活かした職務への専

任（技能・技術者として）」が 23.5%となっている。「組合員資格は継続しない」場

合は、「（従来どおり）プレイヤーとしてのパフォーマンスの発揮」31.3%、「経験・

スキルを活かした職務への専任（技能・技術者として）」33.0%、となっている。

組合員資格を継承しない場合は、継承する場合と比較して「（従来どおり）プレイ

ヤーとしてのパ

フォーマンスの

発揮」が 23.8p

低く、「経験・ス

キルを活かした

職 務 へ の 専 任

（技能・技術者

として）」および

「技術・技能・

ノウハウの伝承」

はそれぞれ 9.5p、

4.2p 高くなって

いる。 

　　　　　　　組合員資格の継続の有無別にみた役割の期待（第1位）
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本部計 44.4% 27.8% 21.8% 0.4% 4.4% 0.4% 0.4% 0.4% 248

　継続する 55.1% 23.5% 19.9% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 136

　　300人未満 57.1% 21.4% 21.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14

　 1000人未満 58.8% 14.7% 23.5% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 34

   1000人以上 52.9% 27.6% 18.4% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 87

  継続しない 31.3% 33.0% 24.1% 0.9% 8.0% 0.9% 0.9% 0.9% 112
    300人未満 31.0% 34.5% 24.1% 0.0% 6.9% 0.0% 3.4% 0.0% 29
   1000人未満 26.2% 40.5% 19.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 42
   1000人以上 36.6% 24.4% 29.3% 2.4% 2.4% 2.4% 0.0% 2.4% 41
＊規模についての無回答および「継続する」「継続しない」以外を除外している。
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④ 60 歳以降の社員の雇用・処遇等に関する取り組みでは「処遇の改善 」が 47.1%

と最も高く、「特に取り組んでいない」の 27.7%がこれに次いでいる。「組合員資格

は継続する」では「処遇の改善 」が 57.1%であるのに対して、「組合員資格は継続

しない」では 32.6%となっている。 

 

（３）課題 

① 業況が改善しているとする割合が半数を超えていることからすると、雇用に充分

反映されているとはいえない。業況の悪化を理由として正社員の削減と非正規社員

の増加でしのいできたが、改善傾向にある今こそ、将来不安を取り除き、良質の雇

用の拡大につなげなければならない。 

② 60 歳以降、組合員資格を継続しない場合は、60 歳以前の仕事と仕事内容が変化

することが伺われる。組合員資格がないことから「処遇の改善」に消極的と考えら

れるが、働く人々仕事と処遇に対する納得性や満足度を高めることは、組合員資格

にかかわらず取り組むべきであろう。組合員との公平間を意識するのであれば、む

しろ仕事と処遇に応じて組合員資格を工夫して、組合員とすべきである。 

 

４．組織対策の取り組み（本文 31ｐ～） 

（１）組織化 

① 組織化に関して、重視している（「重視している」と「やや重視している」の合

計 以下同じ）割合が最も高いのは、「グループ企業」の 43.8%であり、これに次

ぐのが「パート・アルバイト・契約社員等」の 31.6%である。それぞれ規模が大き

くなるほど、重視している割合が高くなっている。「中間管理職」および「派遣社

員・請負社員」については重視している割合は、それぞれ 14.6%と 9.4%にすぎな

い。いずれの組織化に関しても「あまり重視していない」と「重視していない」の

合計は半数を超えている。なお、「グループ企業」の組織化に関して、本部が重視

している割合が 41.2%であるのに対して、支部は 59.6%となっている。 

② 非正社員の組織化の取り組み状況を本部でみると、「組織化の予定はない」が

46.0%と最も割合が高く、次いで「組織化の検討中である」、「該当する非正社員は

いない」の順となっている。「組織化の予定はない」および「該当する非正社員は

いない」では規模が大きくなるにつれて割合が低下し、「組織化の検討中である」
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は反対に規模が大きくなるにつれて割合が高くなっている。 

③ 「パート・アルバイト・契約社員等」の組織化について重視する程度と非正社員

の組織化の取り組み状況を集計したものが次表である。重視する程度が高くなるに

つれて「既に組織化（正社員と同一組合）している」、「組織化（正社員と同一組合）

に着手している」の割合が高くなっている。また、重視する程度が低くなるにつれ

て「組織化の予定はない」、「該当する非正社員はいない」の割合が高くなっている。

「重視していない」では該当する非正社員がいるにもかかわらず、その大部分は組

織化に取り組んでいない。 

 

 

（２）組合員範囲 

 「係長・主任・現場監督者クラスまで」がもっとも割合が高く、「課長（部下あり）

クラスまで」とするものが約 10%となっている。 

 

（３）重視する課題 

「組合リーダーの育成」、「オルグ活動の強化」を重視する割合（「重視している」、

「やや重視している」の合計）は 90%を超え、「組合財政の効率化」86.9%、「女性

の組合役員への積極的登用」、81.5%「支部組織・分解組織等の拡充（新設や活動

の充実）」61.7%となっている。 

 

（４）課題 

企業内の組織化に関して消極的な姿が浮き彫りとなっている。組合員化をすること

既
に
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化
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は
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無
回
答

集
計
数

本部 16.1% 4.0% 19.7% 46.0% 12.8% 1.5% 274
 重視している 51.4% 14.3% 25.7% 8.6% 0.0% 0.0% 35
 やや重視している 16.3% 6.1% 40.8% 26.5% 10.2% 0.0% 49
 あまり重視していない 12.0% 3.0% 20.0% 54.0% 10.0% 1.0% 100
 重視していない 5.9% 0.0% 5.9% 65.9% 21.2% 1.2% 85
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は、組合員ではない人々に対して発言の機会と権利を保障することであり、社会的責

任ともいえる。組合員化をすることにより働きがいを実現し、ひいては企業の業績向

上につなげる必要がある。産別内で組織化の重要性を共有し、単組の取り組みの支援

に努めなければならない。 

組合員範囲については、労働組合法で認められる者すべてとすべきであり、当面、

「課長（部下なし）クラスまで」拡大していくことが必要である。 

 

５．春季賃金交渉（本部）（本文 46ｐ～） 

（１）賃金改善の要求と獲得状況 

 何らかの要求を行った割合は 80.3%となり、そのなかで「一部獲得できた」を含め

て獲得できた割合は 84.1%であった。 

 

（２）定期昇給制度と実施状況 

定期昇給制度については、「評価（能力や成果）を主要因とした」ものが 59.9%と

なり、規模が大きくなるに従って割合が高くなっている。「年功を主要因とした」も

のが 24.8%であるが、規模が大きくなるにしたがってその割合は低下している。 

定期昇給制度があると回答したなかで、「制度どおり実施された」は 95.3%であり、

「実施金額、実施時期などは制度どおりではないが実施された」の 3.0%を含めると

98.3%となっている。「制度どおり実施された」割合は、「年功を主要因とした」では

98.5%であり、「評価（能力や成果）を主要因とした」では 93.9%と 4.6p の差がある。 

 

（３）一時金の交渉方式と獲得状況 

一時金の交渉方式は「都度交渉方式」が 66.1%、「業績連動方式」が 29.9%であっ

た。前年との比較では、「高い水準」が 32.1%、「低い水準」が 10.2%であり、改善方

向にあることが明らかである。交渉方式ごとにみると、「都度交渉方式」では「高い

水準」が 29.3%、「低い水準」が 6.1%となっている。「業績連動方式」では「高い水

準」が 39.0%、「低い水準」が 19.5%であり、「ほぼ同じ水準」は「都度交渉方式」よ

りも 21.5p 低い 41.5%となっている。 
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（４）課題 

① 全体の業況が改善し、労働界全体で賃金の引き上げを求めるなかで、要求をしな

かった割合が 20%程度ある。組合員からしたとき要求をしないことに対する納得性、

および、賃金の社会性の観点から積極的な取り組みを促していかなければならない。 

② 一時金の水準が明らかでないが、業績連動方式では企業業績が直接的に反映され

ることから、基本的な部分と業績に連動する部分との峻別が必要である。 

 

６．労使関係（本文 53ｐ～） 

（１）労働協約 

 労働協約は、「基本的労働条件等の規範的部分まで含めた」ものが 73.6%と大部分

を占め、「グループ会社・関連会社あるいは非正規社員にも適用される」ものは 14.0%

となっている。労使協議が「労働協約で明文化された形で制度化されている」のが

85.1%となっている。 

 

（２）専門委員会 

 専門委員会の設置状況は、「安全衛生委員会」が 88.7%となり、「休日・労働時間委

員会」41.2%、「福利・厚生委員会」34.1%、「賃金委員会」27.1%となっている。規

模が大きくなるに従って、いずれの専門委員会も割合が高くなっている。本部と支部

の比較では、支部が「休日・労働時間委員会」では 24.5p、「福利・厚生委員会」は

23.0p、「生産性委員会」は 12.9p 高くなっている。 

 

（３）労使協議の課題 

 労使協議について、「特に問題があると認識していない」が 46.3%となっている。

一方で、「経営からの情報に新鮮味がない」17.5%、「マンネリ化して面白くない」14.4%

となっている。 

 

（４）事前協議、議事録の作成 

労使協議における事前協議が守られているのは 77.6%、議事録が作成され、労使確

認がされている割合は 56.8%にとどまっている。 
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（５）満足度 

 労使協議の運営の満足度は、「満足している」と「やや満足している」（以下「満足

計」）の合計が 73.9%となっているが、「やや満足している」の比重が高い。規模が大

きくなるに従って、「満足計」の割合が高くなり、満足の程度も高い。本部と支部の

比較では、「不満計」で本部が 11.2p 支部よりも高い。 

 

（６）事前協議と満足度 

本部に限定して、労使協議における事前協議が守られているか否かと満足・不満の

割合をみたものが次表である。事前協議が「守られている」場合は、「時々守られな

い」場合よりも圧倒的に満足の割合が高い。 

 

 

（７）課題 

① グループ経営が拡大し、非正規雇用が増大しているなかで労働協約の適用範囲が

これらを網羅できていない。企業グループや非正規で働く人々すべての働く上での

納得性、満足度を高めることが労働組合の使命であり、ひいてはこれが企業グルー

プ、企業の競争力の強化に繋がるとの確信を持ち、組織化を進め、労働協約の適用

範囲の拡大につなげる必要がある。 

② 事前協議は絶えず守らせる努力をしなければ、事前協議がされない場合が拡大し

ていく可能性がある。 

議事録は、労使の紛議を予防すると同時に労使の担当者が交代した場合であって

も労使関係を安定的に維持する機能を持っている。また、場合によっては労働協約

の意味を持つことがあり、こうしたことの理解を拡げなければならない。 

 

  

満足 不満 無回答 集計数 満足 不満 無回答 集計数
本部 82.4% 16.7% 1.0% 210 43.4% 54.7% 1.9% 53
　300人未満 75.0% 25.0% 0.0% 36 28.6% 64.3% 7.1% 14
 1000人未満 76.4% 23.6% 0.0% 55 38.9% 61.1% 0.0% 18
 1000人以上 87.3% 11.0% 1.7% 118 57.1% 42.9% 0.0% 21

守られている 時々守られない
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７．産別との関係（本文 65ｐ～） 

① 産別の役職員と会う機会は「ちょうど良い」が 50.8%と最も多く、次いで「多い」、

「やや多い」の順となっている。産別の支援の満足度については、「やや満足して

いる」が 39.5%と最も多く「満足している」がこれに次いでいる。産別と会う機会

と満足度の関係をみると、「多い」、「ちょうどよい」では差がないが、少ないと感

じている場合の満足度は低い。 

 

② 産別への期待では、「賃上げ交渉」が最も高く 47.7%となり、「政策・制度」36.8%、

「労働時間」33.1%の順となっている。規模別にみると、「300 人未満」では「賃上

げ交渉」75.0%、「労働時間」38.5%、「安全衛生」34.6%となっている。「1000 人

未満」は、「賃上げ交渉」54.4%、「労働時間」36.7%、「メンタルヘルス」30.4%で

ある。「1000 人以上」は「政策・制度」47.5 %、「産業政策」44.7%、「賃上げ交

渉」39.7%となっている。本部と支部の比較では、「賃上げ交渉」では 18.0p、「労

働環境改善」では 14.1p 本部が高く、「ボランティア活動」では 12.6p、「産別最賃」

では 11.9p 支部のほうが高い。 

 

満足計 不満計 無回答 集計数
本部 70.8% 24.8% 4.4% 274
　多い計 70.1% 28.9% 1.0% 97
　ちょうどよい 77.1% 20.7% 2.1% 140
　少ない計 50.0% 37.5% 12.5% 24
＊「ほとんどない」及び産別と会う機会の無回答を省略
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特別集計 テーマごとに重視する程度と話合いの場、話合いの場別に見た満足度 

 

設問の 39 において、36 の活動テーマごとに、重視する程度と話し合いの場および結

果の満足度を問うた。ここでは、これらが相互にいかに関係してかを、本部に限定して

分析する。 

 なお、話し合いの場については、「この 1 年間で経営側とどのような「場」で話し合

いがもたれましたか」と問うていることから、「扱っていない」の解釈については、「過

去 1 年でこうした事案がなかった」、「そもそもこうした事案はない」、「こうした事案は

あるものの話し合いの場に乗せられない」が含まれていることに留意されたい。 

 

Ⅰ 活動テーマごとの重視度合いと話し合いの場 

 

１．全体（各テーマの合計）の概要 

団体交渉の前段で労使協議（苦情処理を含む）を配置する「団交+労協」と「団体

交渉のみ」を合わせて「団交計」として見ると、最も回答割合が高いのは「賞与・一

時金の改定」の 64.6％であり、次いで「基本給の改定」（53.3％）、「賃金制度の改定」

（44.5％）の順となっている。「団交のみ」の割合の順についても同じである。 

「団交+労協計」では、「賞与・一時金の改定」（20.1％）、「賃金制度の改定」（19.7％）、

「基本給の改定」（16.8％）の順となっている。 

団体交渉を介さない「労協計」では「労働安全・衛生への対応」の 75.5％が最も高

く、「メンタルヘルス」（72.6％）、「作業条件・職場環境の改善」（69.3％）の順とな

っている。 

「扱っていない」では「派遣社員・請負社員等の労働条件」（69.3％）、「派遣社員・

請負社員等の活用」（65.0％）、「希望退職」（58.0％）の順となっている。 

 

２．各テーマについて重視する程度別にみた話し合いの場 

集計数が 50 以上のものに限定して分析した。また、「重視しない」については集計

数が少ないため省略した。 

（１）「重視する」 

「団交計」では「賞与・一時金の改定」（70.6％）、「基本給の改定」（62.6％）、「個
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別賃金額の見直し」（55.6％）の順であり、「団交のみ」でも同じ順位である。 

「団交+労協計」では「賃金制度の改定」（25.7％）、「賞与・一時金の改定」（22.3％）、

「基本給の改定」（19.8％）となっている。 

「労協計」では「労働安全・衛生への対応」（80.4％）、「メンタルヘルス」（79.6％）、

「要員計画」（79.5％）の順となっている。 

「扱っていない」では「希望退職の募集」（42.6％）、「事業所の縮小・廃止」（26.9％）、

「企業組織の再編」（23.1％）となっている。 

「重視する」では、全体との比較で「団交計」の「賞与・一時金の改定」、「基本

給の改定」がそれぞれ 6.0ｐ、9.3ｐ高く、全体で 3 位だった「賃金制度の改定」は 4

位であるものの 9.2ｐ全体を上回っている。 

「団交+労協計」では順位が入れ替わるものの全て全体を上回っている。 

「労協計」の「労働安全・衛生への対応」、「メンタルヘルス」はそれぞれ全体と比

較して 4.9ｐ、7.0ｐ高い。「要員計画」は全体を 16.7p 上回っている。 

（注）集計数が 50 以上は 32 のテーマ 

 

（２）「やや重視する」 

「団交計」では「基本給の改定」（43.1％）が最も高く、次いで「賃金制度の改定」

（31.4％）、「賞与・一時金の改定」（28.8％）となっている。「団交のみ」では「基

本給の改定」（30.8％）、「賃金制度の改定」（22.9％）の順は変わらないが、これ

に次ぐのは「退職金・退職年金の見直し」（16.4％）である。 

「団交+労協計」では、「個別賃金額の見直し」（12.5％）、「基本給の改定」（12.3％）、

「退職金・退職年金の見直し」（16.4％）となっている。 

「労協計」では、「労働安全・衛生への対応」（74.0％）、「作業条件・職場環境

の改善」（73.4％）、「36 協定の取り扱いについて」（73.0％）の順となっている。 

「扱っていない」は、「派遣社員・請負社員等の労働条件」（42.4％）、「企業の海

外進出」（41.2％）、「派遣社員・請負社員等の活用」（38.6％）となっている。 

（注）集計数が 50 以上は 33 のテーマ 
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（３）「あまり重視しない」 

 「団交計」では、「個別賃金額の見直し」（22.6％）、「退職金・退職年金の見直し」

（14.5％）、「定年延長（再雇用等含む）への対応」（10.5％）の順となっている。「団

交のみ」は「個別賃金額の見直し」（14.5％）、「退職金・退職年金の見直し」（9.7％）

の順は変わらないが、「労働協約の解釈・疑義」（5.6％）が次いでいる。 

「団交+労協計」では「個別賃金額の見直し」（8.1％）、「定年延長（再雇用等含

む）への対応」（5.3％）、「退職金・退職年金の見直し」（4.8％）となっている。 

 「労協計」では、「労働時間の柔軟化（変形労働時間など）」（49.5％）、「採用

計画」（41.1％）、「出向・転籍」（38.5％）の順となっている。 

「扱っていない」は、「派遣社員・請負社員等の労働条件」（75.8％）、「派遣社

員・請負社員等の活用」（73.9％）、「パート・アルバイト・契約社員等の労働条件」

（72.1％）となっている。 

（注）集計数が 50 以上は 15 のテーマ 

 

３．テーマ別の状況 

重視する程度の無回答を省略しているので、重視する項目ごとの合計と集計数の「合

計」は一致しない。同様に重視の度合いについても、各項目の合計は 100 にならない。 

 

（１）賃金制度の改定 

 

「合計」では「団交計」が 44.5％、「労協計」が 38.0％であり、「扱っていない」は、

13.1％となっている。「団交計」のなかで「団交のみ」の割合は約 55％である。「重

視する」では「団交計」が 53.7％となり「合計」を 9.2ｐ上回っているが、「やや重視

する」では 31.4％にとどまり、「重視する」とでは 22.3ｐの差がある。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 19.0 19.7 24.8 44.5 0.4 37.6 38.0 0.4 13.1 4.0 274 100.0
 重視する 0.6 25.1 25.7 28.0 53.7 0.6 36.0 36.6 0.0 9.1 0.6 175 63.9
 やや重視する 0.0 8.6 8.6 22.9 31.4 0.0 51.4 51.4 1.4 12.9 2.9 70 25.5
 あまり重視しない 5.3 10.5 15.8 15.8 31.6 0.0 15.8 15.8 0.0 47.4 5.3 19 6.9
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 2 0.7

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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「重視する」と「やや重視する」の合計は 89.4％となり、そのなかで「重視する」

割合は 71.4％となっている。 

重視する程度が低くなるにつれて、「団交計」の割合が低下し、「扱っていない」の

割合が高くなっている。 

 

（２）基本給の改定 

 

「合計」では「団交計」が半数を超え、「労協計」が 32.5％となっている。「団交

計」のなかで「団交のみ」とするのは約 68％である。「重視する」では、「団交計」

が 62.6％となり「合計」を 9.3ｐ上回っているが、「やや重視する」では 43.1％にとど

まり、「重視する」とでは 19.5ｐの差がある。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 90.1％となり、そのなかで「重視する」

割合は 73.7％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下し、「労協計」の割合が高

くなっている。 

 

（３）賞与・一時金の改定 

 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 16.1 16.8 36.5 53.3 0.4 32.1 32.5 0.4 2.6 11.3 274 100.0
 重視する 0.5 19.2 19.8 42.9 62.6 0.5 29.7 30.2 0.0 0.0 7.1 182 66.4
 やや重視する 0.0 12.3 12.3 30.8 43.1 0.0 38.5 38.5 1.5 0.0 16.9 65 23.7
 あまり重視しない 5.0 5.0 10.0 10.0 20.0 0.0 45.0 45.0 0.0 5.0 30.0 20 7.3
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 1 0.4

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 19.3 20.1 44.5 64.6 0.4 27.4 27.7 0.4 1.8 5.5 274 100.0
 重視する 0.9 21.3 22.3 48.3 70.6 0.5 25.6 26.1 0.0 0.0 3.3 211 77.0
 やや重視する 0.0 14.6 14.6 37.5 52.1 0.0 39.6 39.6 0.0 0.0 8.3 48 17.5
 あまり重視しない 0.0 11.1 11.1 22.2 33.3 0.0 22.2 22.2 11.1 11.1 22.2 9 3.3
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 1 0.4

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い
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「合計」では「団交計」が 64.6％となり、「労協計」は 27.7％となっている。団交

計」のなかで「団交のみ」とするのは約 69％である。 

「重視する」では、「団交計」が 70.6％となり「合計」を 6.0ｐ上回っているが、「や

や重視する」では 52.1％にとどまり、「重視する」とでは 18.5ｐの差がある。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 94.5％となり、そのなかで「重視する」

割合は 81.5％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 

 

（４）個別賃金額の見直し 

 

「合計」では「団交計」が 35.4％であり、「労協計」の 30.3％と大きな差がない。

「扱っていない」は 27.0％となっている。「団交計」のなかで「団交のみ」とするの

は約 68％である。 

「重視する」では、「団交計」が 55.6％となり「合計」を 20.2ｐ上回っているが、

「やや重視する」では 28.8％にとどまり、「重視する」とでは 26.8ｐの差がある。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 68.6％となり、そのなかで「重視する」

割合は 57.4％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 

 

  

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.4 10.9 11.3 24.1 35.4 0.4 29.9 30.3 2.6 27.0 4.7 274 100.0
 重視する 0.0 14.8 14.8 40.7 55.6 0.0 25.9 25.9 0.9 15.7 1.9 108 39.4
 やや重視する 0.0 12.5 12.5 16.3 28.8 0.0 43.8 43.8 6.3 20.0 1.3 80 29.2
 あまり重視しない 1.6 6.5 8.1 14.5 22.6 1.6 29.0 30.6 1.6 43.5 1.6 62 22.6
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 7.1 0.0 92.9 0.0 14 5.1

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（５）退職金・退職年金の見直し 

 

「合計」では「団交計」と「労協計」が同じ 29.2％となり、「扱っていない」が 35.8％

となっている。「団交計」のなかで「団交のみ」とするのは約 61％である。 

「重視する」では、「団交計」が 45.9％となり「合計」を 16.7ｐ上回っているが、

「やや重視する」では 27.4％にとどまり、「重視する」とでは 18.5ｐの差がある。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 67.1％となり、そのなかで「重視する」

割合は 60.3％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 

「扱っていない」については、自動改定やポイント制、確定拠出年金制度などの影響

と考えられる。 

 

（６）労働時間の短縮 

 

「合計」では、「団交計」が 29.2％であるのに対して、「労協計」が 54.4％となっ

ている。「扱っていない」は 12.0％となっている。 

単に労働時間を交渉するのではなく、仕事の仕方や仕組みと併せて論議する必要があ

ることから、このような結果となったと考えられる。ただし、労働時間は重要な労働条

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 10.6 11.3 17.9 29.2 0.4 28.8 29.2 0.7 35.8 5.1 274 100.0
 重視する 0.0 18.0 18.0 27.9 45.9 0.9 30.6 31.5 0.0 20.7 1.8 111 40.5
 やや重視する 1.4 9.6 11.0 16.4 27.4 0.0 37.0 37.0 1.4 32.9 1.4 73 26.6
 あまり重視しない 1.6 3.2 4.8 9.7 14.5 0.0 27.4 27.4 1.6 53.2 3.2 62 22.6
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 5.6 0.0 94.4 0.0 18 6.6

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 1.1 12.8 13.9 15.3 29.2 4.4 50.0 54.4 0.4 12.0 4.0 274 100.0
 重視する 1.2 17.0 18.1 17.0 35.1 6.4 49.7 56.1 0.6 6.4 1.8 171 62.4
 やや重視する 1.5 7.4 8.8 14.7 23.5 1.5 61.8 63.2 0.0 10.3 2.9 68 24.8
 あまり重視しない 0.0 4.0 4.0 12.0 16.0 0.0 40.0 40.0 0.0 44.0 0.0 25 9.1
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 4 1.5

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い
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件の一つであることから、最終的には団体交渉で決すべきである。 

「重視する」では、「団交計」が 35.1％となり「合計」を 5.9ｐ上回っているが、「や

や重視する」では 23.5％にとどまり、「重視する」とでは 11.6ｐの差がある。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 87.2％となり、そのなかで「重視する」

割合は 71.5％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」が低下している。 

 

（７）労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 

 

 「合計」では、「労協計」が 51.8％となり、「団交計」は 13.9％にとどまっている。 

「扱っていない」が 26.6％となっているが、そもそも労働時間の柔軟化になじまな

い組織があると考えられる。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 54.8％となり、そのなかで「重視する」

割合は 42.7％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 

 

（８）要員計画 

 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 5.5 0.0 8.4 8.4 13.9 1.8 50.0 51.8 2.2 26.6 5.5 274 100.0
 重視する 15.6 0.0 15.6 15.6 31.3 3.1 51.6 54.7 0.0 10.9 3.1 64 23.4
 やや重視する 3.5 0.0 9.3 9.3 12.8 1.2 65.1 66.3 1.2 18.6 1.2 86 31.4
 あまり重視しない 2.2 0.0 4.4 4.4 6.6 2.2 47.3 49.5 5.5 35.2 3.3 91 33.2
 重視しない 0.0 0.0 4.3 4.3 4.3 0.0 17.4 17.4 0.0 78.3 0.0 23 8.4

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 4.4 2.9 2.9 7.3 1.1 61.7 62.8 1.8 23.7 4.4 274 100.0
 重視する 0.0 8.0 2.7 2.7 10.7 0.9 78.6 79.5 0.0 8.0 1.8 112 40.9
 やや重視する 0.0 2.8 3.7 3.7 6.5 0.9 62.0 63.0 2.8 25.0 2.8 108 39.4
 あまり重視しない 0.0 0.0 2.6 2.6 2.6 2.6 34.2 36.8 5.3 52.6 2.6 38 13.9
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 11.1 0.0 88.9 0.0 9 3.3

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い
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 「合計」では「労協計」が 62.8％となり、「団交計」は 7.3％にとどまっている。「扱

っていない」は、23.7％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 80.3％となり、そのなかで「重視する」

割合は 50.9％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

（９）採用計画 

 

 「合計」では「労協計」が 55.1％となり、「団交計」は 6.2％にとどまっている。「扱

っていない」は、32.5％となっている。要員計画と比較して「団交計」、「労協計」の

割合が低く、「扱っていない」の割合が高くなっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 71.2％となり、そのなかで「重視する」

割合は 44.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

「扱っていない」が要員計画と比較して高くなっているが、要員計画の中で話し合わ

れ、採用計画を単独で議題とすることはないことがこのような結果に繋がっていると考

えられる。 

 

  

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 4.0 2.2 2.2 6.2 0.4 54.7 55.1 1.5 32.5 4.7 274 100.0
 重視する 0.0 7.0 3.5 3.5 10.5 1.2 70.9 72.1 0.0 15.1 2.3 86 31.4
 やや重視する 0.0 4.6 1.8 1.8 6.4 0.0 59.6 59.6 1.8 30.3 1.8 109 39.8
 あまり重視しない 0.0 0.0 1.8 1.8 1.8 0.0 41.1 41.1 3.6 50.0 3.6 56 20.4
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 7.1 0.0 92.9 0.0 14 5.1

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（１０）配置転換 

 

 「合計」では「労協計」が 50.4％であり、「団交計」は 2.6％となっている。「扱っ

ていない」は、31.0％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 67.5％となり、そのなかで「重視する」

割合は 38.9％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「労協計」の割合が低下している。 

配置転換は、働き方と処遇に大きな影響を与えることから、配置転換の必要性や対象

者の選定、教育・訓練、人事考課などについての労使協議を徹底しなければならない。 

 

（１１）人材育成・教育訓練政策 

 

 「合計」では「労協計」が 61.7％であり、「団交計」は 7.3％となっている。「扱っ

ていない」は、23.7％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 81.7％となり、そのなかで「重視する」

割合は 46.9％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「労協計」の割合が低下し、「扱っていない」の割

合が高くなっている。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 2.9 2.9 2.6 2.6 1.8 48.5 50.4 7.3 31.0 5.8 274 100.0
 重視する 0.0 11.1 11.1 2.8 2.8 4.2 63.9 68.1 4.2 12.5 1.4 72 26.3
 やや重視する 0.0 0.0 0.0 1.8 1.8 0.9 58.4 59.3 8.0 27.4 3.5 113 41.2
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 4.7 4.7 1.6 29.7 31.3 12.5 48.4 3.1 64 23.4
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 0.0 85.7 0.0 14 5.1

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.4 4.0 4.4 2.9 7.3 1.1 60.6 61.7 2.9 23.7 4.4 274 100.0
 重視する 0.0 8.6 8.6 2.9 11.4 1.9 76.2 78.1 0.0 8.6 1.9 105 38.3
 やや重視する 0.8 1.7 2.5 2.5 5.0 0.8 58.8 59.7 5.0 28.6 1.7 119 43.4
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 5.4 5.4 0.0 40.5 40.5 5.4 45.9 2.7 37 13.5
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 80.0 0.0 5 1.8

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（１２）出向・転籍 

 

「合計」では「労協計」が 52.2％であり、「団交計」は 6.6％にとどまっている。「扱

っていない」は、31.4％にのぼっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 61.7％となり、そのなかで「重視する」

割合は 38.5％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「扱っていない」の割合が高くなっている。 

出向は原籍を残して他社の指揮・命令下で働くことであり、転籍は退職を伴うもので

ある。働き方や雇用に大きな影響を与えることから、出向・転籍の必要性や対象者の選

定、処遇などについて団体交渉や労使協議を欠くことがあってはならない。 

 

（１３）希望退職 

 

 「合計」では「扱っていない」が 58.0％となり、「労協計」は 26.6％、「団交計」

6.2％にとどまっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 36.2％となり、そのなかで「重視する」

割合は 61.6％となっている。 

生活の基盤である雇用の喪失を取り扱うものであり、最重要課題として位置づける必

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 3.6 3.6 2.9 6.6 1.8 50.4 52.2 4.7 31.4 5.1 274 100.0
 重視する 0.0 12.3 12.3 4.6 16.9 4.6 61.5 66.2 4.6 12.3 0.0 65 23.7
 やや重視する 0.0 1.0 1.0 2.9 3.8 1.0 68.3 69.2 3.8 22.1 1.0 104 38.0
 あまり重視しない 0.0 1.5 1.5 0.0 1.5 1.5 36.9 38.5 7.7 44.6 7.7 65 23.7
 重視しない 0.0 0.0 0.0 6.5 6.5 0.0 9.7 9.7 3.2 77.4 3.2 31 11.3

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 2.9 2.9 3.3 6.2 0.7 25.9 26.6 1.8 58.0 7.3 274 100.0
 重視する 0.0 9.8 9.8 8.2 18.0 1.6 34.4 36.1 0.0 42.6 3.3 61 22.3
 やや重視する 0.0 2.6 2.6 0.0 2.6 0.0 50.0 50.0 5.3 39.5 2.6 38 13.9
 あまり重視しない 0.0 1.0 1.0 2.1 3.1 1.0 26.0 27.1 3.1 64.6 2.1 96 35.0
 重視しない 0.0 0.0 0.0 3.1 3.1 0.0 9.2 9.2 0.0 81.5 6.2 65 23.7

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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要がある。必要性や離職条件、募集方法、苦情処理の方法などについて、最終的には団

体交渉で確認しなければならない。 

 

（１４）評価制度の改善 

 

 「合計」では「労協計」が 58.0％であり、「団交計」は 14.2％となっている。「扱

っていない」は、20.8％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 86.5％となり、そのなかで「重視する」割

合は 52.7％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

（１５）定年延長（再雇用等含む）への対応 

 

 「合計」では「労協計」が 48.9％であり、「団交計」は 16.8％、「扱っていない」

は 27.7％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 71.5％となり、そのなかで「重視する」

割合は 52.0％となっている。 

重要な労働条件の一つであり、団体交渉で最終的に確認すべきである。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 7.3 8.0 6.2 14.2 2.6 55.5 58.0 2.2 20.8 4.7 274 100.0
 重視する 1.6 10.4 12.0 8.8 20.8 4.8 57.6 62.4 0.8 14.4 1.6 125 45.6
 やや重視する 0.0 6.3 6.3 4.5 10.7 0.9 60.7 61.6 2.7 22.3 2.7 112 40.9
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 4.3 4.3 0.0 47.8 47.8 8.7 34.8 4.3 23 8.4
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 80.0 0.0 5 1.8

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.4 9.1 9.5 7.3 16.8 0.4 48.5 48.9 1.1 27.7 5.5 274 100.0
 重視する 0.0 13.7 13.7 13.7 27.5 0.0 56.9 56.9 0.0 12.7 2.9 102 37.2
 やや重視する 0.0 9.6 9.6 3.2 12.8 1.1 59.6 60.6 1.1 23.4 2.1 94 34.3
 あまり重視しない 1.8 3.5 5.3 5.3 10.5 0.0 31.6 31.6 3.5 52.6 1.8 57 20.8
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 0.0 90.9 0.0 11 4.0

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（１６）育児・介護休業制度 

 

 「合計」では「労協計」が 54.0％であり、「団交計」は 21.9％となっている。「扱

っていない」は、17.5％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 86.2％となり、そのなかで「重視する」

割合は 51.3％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

（１７）ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

「合計」では「労協計」が 61.7％であり、「団交計」は 15.5％となっている。「扱

っていない」は、15.3％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 90.9％となり、そのなかで「重視する」

割合は 57.4％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

  

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 1.1 11.7 12.8 9.1 21.9 1.5 52.6 54.0 1.1 17.5 5.5 274 100.0
 重視する 1.7 16.5 18.2 11.6 29.8 1.7 56.2 57.9 0.0 9.1 3.3 121 44.2
 やや重視する 0.9 8.7 9.6 8.7 18.3 1.7 55.7 57.4 2.6 19.1 2.6 115 42.0
 あまり重視しない 0.0 7.1 7.1 3.6 10.7 0.0 42.9 42.9 0.0 46.4 0.0 28 10.2
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 2 0.7

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.7 8.4 9.1 6.2 15.3 1.5 60.2 61.7 2.2 15.3 5.5 274 100.0
 重視する 0.7 10.5 11.2 7.7 18.9 2.8 65.7 68.5 0.0 9.8 2.8 143 52.2
 やや重視する 0.9 7.5 8.5 5.7 14.2 0.0 61.3 61.3 4.7 17.0 2.8 106 38.7
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 38.5 38.5 7.7 53.8 0.0 13 4.7
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 3 1.1

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（１８）定着問題 

 

「合計」では「労協計」が 41.6％であり、「団交計」は 7.3％となっている。「扱っ

ていない」は、40.9％にのぼっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 58.1％となり、そのなかで「重視する」

割合は 47.2％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

定着問題は大きな経営課題であり、積極的に労使協議の対象とすべきである。 

 

（１９）雇用確保の方策 

 

「合計」では「労協計」が 43.8％であり、「団交計」は 8.8％となっている。「扱っ

ていない」は、39.8％にのぼっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 72.7％となり、そのなかで「重視する」

割合は 52.3％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」「労協計」の割合が低下している。 

目前に雇用の危機がある場合は団体交渉で、中長期的な雇用確保策については労使協

議という理解を進める必要がある。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 3.3 3.3 4.0 7.3 1.8 39.8 41.6 3.6 40.9 6.6 274 100.0
 重視する 0.0 10.7 10.7 5.3 16.0 2.7 64.0 66.7 1.3 14.7 1.3 75 27.4
 やや重視する 0.0 1.2 1.2 4.8 6.0 3.6 48.8 52.4 4.8 33.3 3.6 84 30.7
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 4.2 4.2 0.0 22.5 22.5 7.0 63.4 2.8 71 25.9
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.9 12.9 0.0 83.9 3.2 31 11.3

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 4.0 4.0 4.7 8.8 0.7 43.1 43.8 1.5 39.8 6.2 274 100.0
 重視する 0.0 8.7 8.7 6.7 15.4 1.9 56.7 58.7 1.0 23.1 1.9 104 38.0
 やや重視する 0.0 2.1 2.1 4.2 6.3 0.0 49.5 49.5 1.1 37.9 5.3 95 34.7
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 4.8 4.8 0.0 21.4 21.4 4.8 69.0 0.0 42 15.3
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.6 13.6 0.0 86.4 0.0 22 8.0

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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（２０）パート・アルバイト・契約社員等の活用 

 

「合計」では「扱っていない」が 54.0％であり、「労協計」が 29.6％、「団交計」

が 4.0％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 38.0％となり、そのなかで「重視する」

割合は 22.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下し、「扱って

いない」の割合が高くなっている。 

「扱っていない」が 54.0％にもなっているのは、組織されていないことが理由と考

えられる。 

 

（２１）パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 

 

「合計」では「扱っていない」が 56.6％であり、「労協計」が 21.9％、「団交計」

が 9.9％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 35.0％となり、そのなかで「重視する」

割合は 27.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 2.2 2.2 1.8 4.0 0.7 28.8 29.6 4.4 54.0 8.0 274 100.0
 重視する 0.0 13.0 13.0 0.0 13.0 4.3 65.2 69.6 0.0 13.0 4.3 23 8.4
 やや重視する 0.0 2.5 2.5 3.7 6.2 1.2 56.8 58.0 6.2 27.2 2.5 81 29.6
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 1.9 1.9 0.0 16.3 16.3 6.7 71.2 3.8 104 38.0
 重視しない 0.0 2.0 2.0 0.0 2.0 0.0 2.0 2.0 0.0 92.0 4.0 50 18.2

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.4 4.0 4.4 5.5 9.9 0.7 21.2 21.9 4.0 56.6 7.7 274 100.0
 重視する 3.8 23.1 26.9 19.2 46.2 3.8 46.2 50.0 0.0 3.8 0.0 26 9.5
 やや重視する 0.0 5.7 5.7 8.6 14.3 0.0 41.4 41.4 4.3 38.6 1.4 70 25.5
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 3.6 3.6 0.9 12.6 13.5 7.2 72.1 3.6 111 40.5
 重視しない 0.0 2.0 2.0 0.0 2.0 0.0 6.0 6.0 0.0 88.0 4.0 50 18.2

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

重
視
の
度
合
い
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「扱っていない」が 56.6％にもなっているのは、組織化されていないことが理由と

考えられる。 

 

（２２）派遣社員・請負社員等の活用 

 

「合計」では「扱っていない」が 65.0％であり、「労協計」が 20.4％、「団交計」

が 1.8％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 24.4％となり、そのなかで「重視する」

割合は 11.9％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「労協計」の割合が低下し、「扱っていない」の割

合が高くなっている。 

「扱っていない」が多いのは、組織化されていないことが理由と考えられる。 

 

（２３）派遣社員・請負社員等の労働条件 

 

「合計」では「扱っていない」が 69.3％であり、「労協計」が 15.3％、「団交計」

が 2.6％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 19.0％となっている。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 0.0 0.0 1.8 1.8 0.4 20.1 20.4 4.0 65.0 8.8 274 100.0
 重視する 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 87.5 87.5 0.0 12.5 0.0 8 2.9
 やや重視する 0.0 0.0 0.0 1.7 1.7 1.7 42.4 44.1 8.5 42.4 3.4 59 21.5
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 2.6 2.6 0.0 15.7 15.7 4.3 73.9 3.5 115 42.0
 重視しない 0.0 0.0 0.0 1.3 1.3 0.0 6.7 6.7 1.3 85.3 5.3 75 27.4
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合計 0.0 0.4 0.4 2.2 2.6 0.0 15.3 15.3 3.6 69.3 9.1 274 100.0
 重視する 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 7 2.6
 やや重視する 0.0 2.2 2.2 4.4 6.7 0.0 26.7 26.7 6.7 53.3 6.7 45 16.4
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 1.6 1.6 0.0 14.5 14.5 4.8 75.8 3.2 124 45.3
 重視しない 0.0 0.0 0.0 2.5 2.5 0.0 6.2 6.2 1.2 85.2 4.9 81 29.6
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「扱っていない」が多いのは、組織化されていないことが理由と考えられる。 

 

（２４）企業組織の再編 

 

 「合計」では「扱っていない」が 36.9％であり、「労協計」が 47.4％、「団交計」

が 8.0％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 68.6％となり、そのなかで「重視する」

割合は 61.7％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

雇用や労働条件に影響を及ぼす恐れがある事項であり、問題意識を高め、積極的に対

応を進めなければならない。 

 

（２５）事業所等の縮小・廃止 

 

「合計」では「扱っていない」が 40.9％であり、「労協計」が 41.2％、「団交計」

が 8.4％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 62.5％となり、そのなかで「重視する」

割合は 60.8％となっている。 

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 4.7 4.7 3.3 8.0 0.7 46.7 47.4 1.5 36.9 6.2 274 100.0
 重視する 0.0 6.9 6.9 5.2 12.1 1.7 66.4 68.1 0.9 16.4 2.6 116 42.3
 やや重視する 0.0 5.6 5.6 2.8 8.3 0.0 56.9 56.9 1.4 31.9 1.4 72 26.3
 あまり重視しない 0.0 2.3 2.3 0.0 2.3 0.0 18.2 18.2 4.5 72.7 2.3 44 16.1
 重視しない 0.0 0.0 0.0 3.4 3.4 0.0 3.4 3.4 0.0 89.7 3.4 29 10.6
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合計 0.0 5.1 5.1 3.3 8.4 1.1 40.1 41.2 2.2 40.9 7.3 274 100.0
 重視する 0.0 8.7 8.7 5.8 14.4 1.0 54.8 55.8 1.0 26.9 1.9 104 38.0
 やや重視する 0.0 6.0 6.0 1.5 7.5 3.0 52.2 55.2 4.5 31.3 1.5 67 24.5
 あまり重視しない 0.0 2.0 2.0 4.1 6.1 0.0 28.6 28.6 4.1 57.1 4.1 49 17.9
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.1 8.1 0.0 89.2 2.7 37 13.5
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重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

企業組織の再編と比較して、現実的な雇用の危機であることの理解を深め、団体交渉

での合意形成を目指すべきである。 

 

（２６）企業の海外進出 

 

「合計」では「扱っていない」が 54.0％であり、「労協計」が 31.8％、「団交計」が

4.0％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計は 47.8％となり、そのなかで「重視する」

割合は 48.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下し、「扱って

いない」の割合が高くなっている。 

企業の将来に大きな影響を及ぼし、ひいては労働条件に影響する可能性があり、より

積極的に関心を持つ必要がある。 

 

（２７）作業条件・職場環境の改善 

 

「合計」では「労協計」が 69.3％であり、「団交計」は 17.2％となっている。「扱
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交
＋
労
協
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苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 2.2 2.2 1.8 4.0 0.4 31.4 31.8 1.8 54.0 8.4 274 100.0
 重視する 0.0 6.3 6.3 3.2 9.5 1.6 68.3 69.8 1.6 19.0 0.0 63 23.0
 やや重視する 0.0 2.9 2.9 0.0 2.9 0.0 48.5 48.5 2.9 41.2 4.4 68 24.8
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 2.1 2.1 0.0 10.6 10.6 4.3 78.7 4.3 47 17.2
 重視しない 0.0 0.0 0.0 2.6 2.6 0.0 3.8 3.8 0.0 87.2 6.4 78 28.5
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合計 0.7 9.5 10.2 6.9 17.2 4.0 65.3 69.3 3.6 5.8 4.0 274 100.0
 重視する 0.6 12.7 13.3 8.3 21.5 3.9 68.0 71.8 2.2 3.3 1.1 181 66.1
 やや重視する 1.3 3.8 5.1 5.1 10.1 5.1 68.4 73.4 6.3 8.9 1.3 79 28.8
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 25.0 25.0 0.0 4 1.5
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 2 0.7
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っていない」は 5.8％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 94.9％となり、そのなかで「重視する」割

合は 69.6％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

（２８）労働安全・衛生への対応 

 

「合計」では「労協計」が 75.5％であり、「団交計」は 13.9％となっている。「扱

っていない」は、3.6％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 95.6％となり、そのなかで「重視する」割

合は 72.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下している。 

 

（２９）メンタルヘルス 

 

「合計」では「労協計」が 72.6％であり、「団交計」は 11.3％となっている。「扱

っていない」は、7.7％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 94.2％となり、そのなかで「重視する」割
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情
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交
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労
協

合計 0.0 8.0 8.0 5.8 13.9 4.4 71.2 75.5 3.3 3.6 3.6 274 100.0
 重視する 0.0 9.5 9.5 6.3 15.9 4.2 76.2 80.4 1.1 2.1 0.5 189 69.0
 やや重視する 0.0 5.5 5.5 4.1 9.6 5.5 68.5 74.0 8.2 5.5 2.7 73 26.6
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3 33.3 0.0 3 1.1
 重視しない 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1 0.4
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合計 0.0 5.1 5.1 6.2 11.3 5.1 67.5 72.6 3.6 7.7 4.7 274 100.0
 重視する 0.0 6.5 6.5 6.5 12.9 4.8 74.7 79.6 1.6 3.2 2.7 186 67.9
 やや重視する 0.0 2.8 2.8 4.2 6.9 6.9 61.1 68.1 9.7 13.9 1.4 72 26.3
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 28.6 28.6 0.0 28.6 28.6 0.0 42.9 0.0 7 2.6
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 1 0.4
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合は 72.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「労協計」の割合が低下している。 

 

（３０）福利厚生の見直し 

 

「合計」では「労協計」が 58.8％であり、「団交計」は 18.2％となっている。「扱

っていない」は、15.0％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 83.2％となり、そのなかで「重視する」割

合は 52.2％となっている。 

 

（３１）男女の均等の取り扱い 

 

「合計」では「労協計」が 53.3％であり、「団交計」は 7.7％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 71.9％となり、そのなかで「重視する」割

合は 44.1％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 
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交
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労
協
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苦
情

団
交
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労
協

合計 0.0 8.8 8.8 9.5 18.2 3.3 55.5 58.8 1.8 15.0 6.2 274 100.0
 重視する 0.0 10.1 10.1 11.8 21.8 5.0 59.7 64.7 0.0 8.4 5.0 119 43.4
 やや重視する 0.0 9.2 9.2 7.3 16.5 2.8 62.4 65.1 4.6 11.9 1.8 109 39.8
 あまり重視しない 0.0 6.3 6.3 12.5 18.8 0.0 40.6 40.6 0.0 40.6 0.0 32 11.7
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 4 1.5
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合計 0.0 4.4 4.4 3.3 7.7 2.2 51.1 53.3 3.3 29.6 6.2 274 100.0
 重視する 0.0 10.3 10.3 3.4 13.8 2.3 63.2 65.5 1.1 14.9 4.6 87 31.8
 やや重視する 0.0 2.7 2.7 2.7 5.5 3.6 62.7 66.4 2.7 24.5 0.9 110 40.1
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 5.0 5.0 0.0 25.0 25.0 8.3 56.7 5.0 60 21.9
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 0.0 85.7 0.0 7 2.6
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（３２）ハラスメントへの対応 

 

「合計」では「労協計」が 53.6％であり、「団交計」は 7.3％、「扱っていない」は 18.6％

となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 88.0％となり、そのなかで「重視する」割

合は 50.2％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「労協計」の割合が低下している。 

 

（３３）賃金・評価等の苦情処理への対応 

 

「合計」では「労協計」が 44.9％であり、「団交計」は 5.1％となっている。「苦情

処理のみ」は 19.3％であり、「扱っていない」は、23.4％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 80.0％となり、そのなかで「重視する」割

合は 43.4％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「扱っていない」の割合が高くなっている。 

  

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 2.9 2.9 4.4 7.3 6.6 47.1 53.6 14.6 18.6 5.8 274 100.0
 重視する 0.0 5.8 5.8 5.0 10.7 5.0 57.9 62.8 11.6 9.9 5.0 121 44.2
 やや重視する 0.0 0.8 0.8 2.5 3.3 10.0 46.7 56.7 16.7 23.3 0.0 120 43.8
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 13.6 13.6 0.0 9.1 9.1 27.3 40.9 9.1 22 8.0
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 2 0.7
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合計 0.0 1.5 1.5 3.6 5.1 5.1 39.8 44.9 19.3 23.4 7.3 274 100.0
 重視する 0.0 4.2 4.2 5.3 9.5 3.2 47.4 50.5 16.8 17.9 5.3 95 34.7
 やや重視する 0.0 0.0 0.0 1.6 1.6 6.5 44.4 50.8 24.2 21.0 2.4 124 45.3
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 7.7 7.7 5.1 23.1 28.2 17.9 43.6 2.6 39 14.2
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0 25.0 4 1.5
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（３４）労使協議制の充実 

 

「合計」では「労協計」が 54.0％であり、「団交計」は 21.9％となっている。「扱

っていない」は、17.5％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 81.0％となり、そのなかで「重視する」割

合は 59.9％となっている。 

 

（３５）労働協約の解釈・疑義 

 

「合計」では「労協計」が 47.8％であり、「団交計」は 9.5％、「扱っていない」は

7.3％となっている。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 70.1％となり、そのなかで「重視する」割

合は 52.6％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」の割合が低下している。 

  

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 3.6 3.6 3.6 7.3 1.1 56.6 57.7 1.5 25.9 7.7 274 100.0
 重視する 0.0 6.8 6.8 3.8 10.5 1.5 60.9 62.4 2.3 18.0 6.8 133 48.5
 やや重視する 0.0 1.1 1.1 3.4 4.5 1.1 69.7 70.8 0.0 23.6 1.1 89 32.5
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 6.5 6.5 0.0 35.5 35.5 3.2 54.8 0.0 31 11.3
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 12.5 0.0 87.5 0.0 8 2.9
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合計 0.0 3.6 3.6 5.8 9.5 1.8 46.0 47.8 1.1 34.3 7.3 274 100.0
 重視する 0.0 5.9 5.9 8.9 14.9 4.0 53.5 57.4 1.0 20.8 5.9 101 36.9
 やや重視する 0.0 4.4 4.4 4.4 8.8 1.1 59.3 60.4 0.0 30.8 0.0 91 33.2
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 5.6 5.6 0.0 33.3 33.3 3.7 55.6 1.9 54 19.7
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 86.7 13.3 15 5.5
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（３６）３６協定の取り扱いについて 

 

「合計」では「労協計」が 69.0％であり、「団交計」は 14.6％となっている。「扱

っていない」は、9.9％である。 

「重視する」と「やや重視する」の合計 90.2％となり、そのなかで「重視する」割

合は 74.5％となっている。 

重視する程度が低下するにつれて「団交計」、「労協計」の割合が低下し、「扱って

いない」の割合が高くなっている。 

 

４．課題 

（１）団体交渉事項と労使協議事項を全て明確に区分することは困難である。次表にあ

るように、取り扱う内容を団体交渉と労使協議を完全に分離しているのは約 1/4 にと

どまっている。用語として「労使協議」を用いていたとしても、実質的に団体交渉の

性格を有していることもあろう。すなわち、労働組合の協議の申し入れに対する企業

の応諾義務であったり、合意ができなかった場合の争議行為を内容とするものである

限り団体交渉と同

視することができ

る。 

労使協議制は、

経営に関する労使

の相互理解を深め、

意思疎通をはかる

ことを目的として

いる。ここで確認

団
交
＋
労
協
＋
苦
情

団
交
＋
労
協

合計 0.0 6.9 6.9 7.7 14.6 3.3 65.7 69.0 1.1 9.9 5.5 274 100.0
 重視する 0.0 9.8 9.8 8.2 17.9 3.3 70.7 73.9 0.0 6.5 1.6 184 67.2
 やや重視する 0.0 1.6 1.6 7.9 9.5 4.8 68.3 73.0 4.8 9.5 3.2 63 23.0
 あまり重視しない 0.0 0.0 0.0 6.7 6.7 0.0 40.0 40.0 0.0 46.7 6.7 15 5.5
 重視しない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 2 0.7

無
回
答

団
交
＋
労
協
計

団
交
の
み

労
協
＋
苦
情

労
協
の
み

集
計
数

団
交
計

労
協
計

苦
情
処
理
の
み

扱
っ

て
い
な
い

重
視
の
度
合
い

労使協議制と団体交渉の関係 

度数 (%)
完全分離方式 79 25.2%
団体交渉で取り扱う事項も労使協議で扱う 133 42.5%
特に区別せず、労使協議で処理 95 30.4%
その他 6 1.9%
合計 313 100.0%  

「これからの労使協議制のあり方に関する調査」 

2005 年 6 月社会経済生産性本部 
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しなければならないことは、雇用や労働条件にかかわる事項については、用語の問題

をさて置いて団体交渉で結論を得る、という原則的な考え方である。 

（２）各設問に対する「扱っていない」との回答は、そもそも会社にこのような案件が

ない、または、労働組合としては問題意識がありながらも労使協議の議題として取り

上げられていない、が内容となっていると考えられる。ここでこれを区分することは

できないが、後者の場合、雇用や労働条件に直接かかわる事項は、議題とするかにつ

いて企業の同意を要せず、要求書をもって交渉の申し入れをすべきである。これを企

業が拒否するならば、不当労働行為として争うことの覚悟が必要である。 

（３）設問で掲げたテーマは、いずれも労働組合としての基本的な課題である。課題ご

とにどの程度重視してい

るかをみるために、「重視

する」と「やや重視する」

の割合の合計を一覧にし

たものが右表である。 

  最も重視度が高いのは、

「労働安全・衛生への対

応」であり、「作業条件・

職場環境の改善」、「賞

与・一時金の改定」、「メ

ンタルヘルス」などがこ

れに続いている。 

雇用や労働条件、働き

方に影響を及ぼすと考え

られる「企業組織の再編」

は 68.6 であり、「配置転

換」、「事業所等の縮小・

廃止」、「出向・転籍」、

「企業の海外進出」、「希

望退職」の順に低くなっ

ている。 

テーマ 重視度
労働安全・衛生への対応 95.6
作業条件・職場環境の改善 94.9
賞与・一時金の改定 94.5
メンタルヘルス 94.2
ワークライフ・バランスの推進 90.9
３６協定の取り扱いについて 90.2
基本給の改定 90.1
賃金制度改定 89.4
ハラスメントへの対応 88.0
労働時間の短縮 87.2
評価制度の改善 86.5
育児・介護休業制度 86.2
福利厚生の見直し 83.2
人材育成・教育訓練政策 81.7
労使協議制の充実 81.0
要員計画 80.3
賃金・評価等の苦情処理への対応 80.0
雇用確保の方策 72.7
男女の均等の取り扱い 71.9
定年延長(再雇用等含む)への対応 71.5
採用計画 71.2
労働協約の解釈・疑義 70.1
企業組織の再編 68.6
個別賃金額の見直し 68.6
配置転換 67.5
退職金・退職年金の見直し 67.1
事業所等の縮小・廃止 62.5
出向・転籍 61.7
定着問題 58.1
労働時間の柔軟化(変形労働時間など) 54.8
企業の海外進出 47.8
パート・アルバイト・契約社員等の活用 38.0
希望退職 36.2
パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 35.0
派遣社員・請負社員等の活用 24.4
派遣社員・請負社員等の労働条件 19.0
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内容を精査しながら、それぞれの課題の重要性の認識を高め、団体交渉を含む労使

協議の機会の拡大につなげなければならない。 

 

 

 

Ⅱ 活動テーマごとの話し合いの場と満足の度合い 

 

本部に限定して、話し合いの場の持ち方による満足の度合いに違いがあるかを見たも

のが後掲の表である。ここでは、苦情処理または労使協議と団体交渉を併用するものと

団体交渉のみを合わせて団体交渉計とし、苦情処理と労使協議の併用と労使協議のみを

併せて労使協議計としている。 

団体交渉計で集計数が 50 以上であるものについて、「満足」の割合が最も高いのは「賞

与・一時金の改定」42.4%であり、「育児・介護休職制度」41.7%、「基本給の改定」28.1%

の順となっている。反対に「不満」の割合は、「労働時間の短縮」28.8%、「退職金・退

職年金の見直し」22.5%、「賃金制度の改定」21.3%となっている。 

「労使協議計」では、「満足」の割合が最も高いのは、「賞与・一時金の改定」の 44.7%

であり、次いで「育児・介護休職制度」25.0%、「労働安全・衛生への対応」24.2%とな

っている。「不満」では、「労働時間の短縮」27.5%、「要員計画」20.9%、「評価制度の

改善」18.2%となっている。 

「どちらとも言えない」については、「団体交渉計」では「福利厚生の見直し」62.0%、

「個別賃金額の見直し」58.8%、「退職金・退職年金の見直し」57.5%であり、半数を超

えている。「労使協議計」では、「希望退職」83.6%、「派遣等の労働条件」83.3%、「企

業組織の再編」81.5%と圧倒的な割合を占めている。 

労働条件にかかわるテーマごとにみると、「賃金制度の改定」は「満足」の割合は、

「団体交渉計」が「労使協議計」よりも 1.5p 高く、「不満」の割合は 9.5p 高い。同様

に、「基本給の改定」では「満足」+10.1p、「不満」+6.4p、「賞与・一時金の改定」は

「満足」△2.4p、「不満」+8.3p、「個別賃金額の見直し」は「満足」+13.7p、「不満」

+7.4p、「退職金・退職年金の見直し」は「満足」+5.0p、「不満」+20.0p、「労働時間の

短縮」は「満足」+8.5p、「不満」+1.2p となっている。「団体交渉計」では「満足」、「不

満」のわりあいが「労使協議計」よりも割合が高く、「どちらとも言えない」の割合は
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4.4p～21.3p 低い。 

36 のテーマの集計数の平均は、団体交渉計が 44、労使協議が 127 と約 3 倍となって

いる。単純平均を見ると、「満足」は、「団体交渉計」が 22.8%であるのに対して、「労

使協議計」14.1%となり、8.7p の差がある。「不満」では「団体交渉計」13.7%、「労使

協議計」10.3%であり、3.5p の差がある。「どちらとも言えない」が「団体交渉計」、「労

使協議計」ともに 50%超えているものの、団体交渉では結果が鮮明になるといえる。 

 

 

＊表中の網掛けは「満足」、「どちらともいえない」、「不満」の１～3 位 

 

テーマ

集
計
数

満
足

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

不
満

無
回
答

集
計
数

満
足

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

不
満

無
回
答

1 賃金制度の改定 122 24.6% 54.1% 21.3% 0.0% 104 23.1% 63.5% 11.5% 1.9%

2 基本給の改定 146 28.1% 50.7% 19.9% 1.4% 89 18.0% 65.2% 13.5% 3.4%

3 賞与・一時金の改定 177 42.4% 39.0% 17.5% 1.1% 76 44.7% 43.4% 9.2% 2.6%

4 個別賃金額の見直し 97 25.8% 58.8% 13.4% 2.1% 83 12.0% 73.5% 6.0% 8.4%

5 退職金・退職年金の見直し 80 16.3% 57.5% 22.5% 3.8% 80 11.3% 78.8% 2.5% 7.5%

6 労働時間の短縮 80 21.3% 47.5% 28.8% 2.5% 149 12.8% 57.7% 27.5% 2.0%

7 労働時間の多様化(変形労働時間など) 38 10.5% 60.5% 23.7% 5.3% 142 12.7% 73.9% 10.6% 2.8%

8 要員計画 20 10.0% 65.0% 25.0% 0.0% 172 10.5% 66.9% 20.9% 1.7%

9 採用計画 6 16.7% 83.3% 0.0% 0.0% 151 13.9% 71.5% 13.2% 1.3%

10 配置転換 15 13.3% 80.0% 6.7% 0.0% 138 9.4% 76.8% 9.4% 4.3%

11 人材育成・教育訓練政策 20 10.0% 70.0% 15.0% 5.0% 169 13.0% 71.6% 13.0% 2.4%

12 出向・転籍 138 27.8% 55.6% 16.7% 0.0% 86 10.5% 79.0% 7.0% 3.5%

13 希望退職 17 23.5% 58.8% 11.8% 5.9% 73 4.1% 83.6% 5.5% 6.8%

14 評価制度の改善 39 25.6% 53.8% 20.5% 0.0% 159 8.2% 70.4% 18.2% 3.1%

15 定年延長(再雇用含む)への対応 46 30.4% 52.2% 10.9% 6.5% 134 22.4% 64.9% 10.4% 2.2%

16 育児・介護休職制度 60 41.7% 46.7% 11.7% 0.0% 148 25.0% 66.2% 4.7% 4.1%

17 ﾜｰｸ・ﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽﾉ推進 42 21.4% 61.9% 16.7% 0.0% 169 12.4% 67.5% 16.6% 3.6%

18 定着問題 20 15.0% 60.0% 25.0% 0.0% 114 6.1% 72.8% 15.8% 5.3%

19 雇用確保の方策 24 29.2% 45.8% 25.0% 0.0% 120 10.8% 76.7% 9.2% 3.3%

20 ﾊﾟｰﾄ等の活用 11 18.2% 81.8% 0.0% 0.0% 81 8.6% 79.0% 8.6% 3.7%

21 ﾊﾟｰﾄ等の労働条件 27 37.0% 51.9% 3.7% 7.4% 60 8.3% 75.0% 11.7% 5.0%

22 派遣等の活用 5 20.0% 80.0% 0.0% 0.0% 56 7.1% 78.6% 7.1% 7.1%

23 派遣等の労働条件 7 42.9% 57.1% 0.0% 0.0% 42 4.8% 83.3% 7.1% 4.8%

24 企業組織の再編 22 9.1% 77.3% 9.1% 4.5% 130 10.0% 81.5% 3.8% 4.6%

25 事業所等の縮小・廃止 28 17.4% 69.6% 8.7% 4.3% 113 5.3% 79.6% 8.8% 6.2%

26 企業の海外進出 11 9.1% 81.8% 9.1% 0.0% 87 9.2% 79.3% 2.3% 9.2%

27 作業条件・職場環境の改善 47 19.1% 53.2% 25.5% 2.1% 190 23.2% 66.3% 8.4% 2.1%

28 労働安全・衛生への対応 38 18.4% 63.2% 15.8% 2.6% 207 24.2% 66.2% 8.2% 1.4%

29 メンタルヘルス 17 16.1% 61.3% 19.4% 3.2% 199 14.1% 73.9% 10.6% 1.5%

30 福利厚生の見直し 50 22.0% 62.0% 14.0% 2.0% 161 16.1% 69.6% 12.4% 1.9%

31 男女の均等の取り扱い 21 19.0% 61.9% 14.3% 4.8% 146 11.6% 77.4% 7.5% 3.4%

32 ハラスメントへの対応 20 30.0% 55.0% 10.0% 5.0% 147 15.0% 73.5% 9.5% 2.0%

33 賃金・評価等の苦情処理への対応 14 14.3% 71.4% 7.1% 7.1% 123 14.6% 68.3% 10.6% 6.5%

34 労使協議制の充実 20 30.0% 55.0% 10.0% 5.0% 158 19.0% 68.4% 8.9% 3.8%

35 労働協約の解釈・疑義 26 34.6% 53.8% 3.8% 7.7% 131 13.7% 77.9% 3.1% 5.3%

36 36協定の取り扱い 40 30.0% 55.0% 12.5% 2.5% 189 23.3% 57.7% 16.4% 2.6%

単純平均 44.2 22.8% 60.9% 13.7% 2.6% 127 14.1% 71.6% 10.3% 3.9%

労使協議計団体交渉計
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全労生・地方労生『雇用と労使関係課題』に関する 

共同アンケート調査票 
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吉清 一博 自動車総連 中央執行委員 

萩原 文隆 電機連合 総合研究企画室長 

五味  哲哉 ＪＡＭ   総務・企画グループ長 

向井 伸行 基幹労連 中央執行委員 

中村 博文 生保労連 中央副執行委員長 

石井 繁雄 情報労連 労働条件担当部長 

安達 正美 ＪＰ労組 労働政策局次長 

雨澤 茂雄 電力総連 労働政策局部長 

前田 篤志 ＪＥＣ連合 組織政策局担当局長 

若松 透 運輸労連 労働政策部副部長 

福田 英樹 私鉄総連 企画調査局長 

岩瀬 太郎 損保労連 事務局長 

淵上 利和 ＪＲ総連 法対・調査部長 

金子 貴治 全国ガス 企画政策局長 

宍戸 良太 印刷労連 中央書記長 

 

事務局長 

 久保 直幸  ＵＡゼンセン 参与 
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